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◎ お問い合わせ先一覧

※ 確認内容によって問い合わせ先が異なりますので、間違わないようお願いします。

指導検査に関しては
＜問い合わせ先＞
東京都福祉局 指導監査部 指導第一課 介護機関指導担当
ＴＥＬ ０３－５３２０－４２８４（直通）

１ 介護保険に関すること

事業運営に関しては
＜問い合わせ先＞
東京都福祉局 高齢者施策推進部 介護保険課 介護事業者担当
ＴＥＬ ０３－５３２０－４１７５（直通）

指定・変更に関しては
＜問い合わせ先＞
（公財）東京都福祉保健財団 事業者支援部 事業者指定室
ＴＥＬ ０３－３３４４－８５１７（直通）

２ 医療保険に関すること

・施設基準等の届出
・指定・変更 に関しては

＜問い合わせ先＞
関東信越厚生局 東京事務所 審査課
ＴＥＬ ０３－６６９２－５１１９

医療保険に関しては

＜問い合わせ先＞
・関東信越厚生局 東京事務所 指導課 ＴＥＬ ０３－６６９２－５１２６
・東京都保健医療局 保健政策部 国民健康保険課 保険医療機関指導担当
ＴＥＬ ０３－５３２０－４１７２（直通）

３ 生活保護法に関すること

＜問い合わせ先＞
東京都福祉局 生活福祉部 保護課 介護担当 ＴＥＬ ０３－５３２０－４０５９（直通）

４ 介護報酬・診療報酬（国保、後期高齢者医療）の請求に関すること

＜問い合わせ先＞
東京都国民健康保険団体連合会 ＴＥＬ ０３－６２３８－００１１（代表）

＜東京都福祉局のホームページ＞

● 指定手続き、運営・算定等基準に関する事項
指定申請・更新・変更等、厚生労働省省令・告示・通知等

東京都福祉局＞高齢者＞介護保険＞東京都介護サービス情報

● 指導・監査に関する事項
指導検査要綱・実施方針・指導検査基準・自己点検表、集団指導資料等

東京都福祉局 ＞ 福祉の基盤づくり＞ 社会福祉法人・施設等の指導検査
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１ 指導・監査の実施について 
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１ 「指導」 について 

 

 

 

 

 

① 集団指導 

介護保険法の趣旨・目的の周知、指定事務や介護報酬請求事務の説明等の講習を実施 

令和３年度から動画視聴形式により実施 

 ② 運営指導 ※今年度から実地指導は運営指導に改称しました。 

（都道府県が行う運営指導）                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（区市町村が行う運営指導） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「指導」 

  利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭に置き、制度管理の適正化とより良いケアの実

 現に向けて、介護サービス事業者の質の確保・向上を図ることを主眼として実施する。 

   【実施方法】 ① 集団指導  ② 運営指導（一般指導・合同指導） 

【根拠法令】介護保険法 

 （帳簿書類の提示等） 

 第２４条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等（居宅介護住宅改修費の支給及び

介護予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第２０８条において同じ。）に関して必

要があると認めるときは、居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者に対し、

その行った居宅サービス等に関し、報告若しくは当該居宅サービス等の提供の記録、

帳簿書類その他の物件の提示を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 

    ２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付等を受 

     けた被保険者又は被保険者であった者に対し、当該介護給付等に係る居宅サービス 

等の内容に関し、報告を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 

【根拠法令】介護保険法 

 （文書の提出等） 

 第２３条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受け 

     る者若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービス（これに相当す 

るサービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。）、

居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）、施設サービス、介護予防サー

ビス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型介護予防サービス（これに

相当するサービスを含む。）若しくは介護予防支援（これに相当するサービスを含

む。）をいう。以下同じ。）を担当する者若しくは保険給付に係る第４５条第１項

に規定する住宅改修を行う者又はこれらの者であった者（第２４条の２第１項第

１号において「照会等対象者」という。）に対し、文書その他の物件の提出若しく

は提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせること

ができる。 

１ 指 導 ・ 監 査 の 実 施 に つ い て 
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 ○ 運営指導の流れ 

全体の流れ 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ＊ 検査結果及び改善状況を福祉保健局ホームページに掲載 

  《 当日の流れ 》 

 あいさつ及び打ち合わせ ⇒ 施設内の確認（利用者が通常使用する諸室、設備等） ⇒ 

 書類の確認、質疑応答 ⇒ 講評  

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指摘ありの場合）改善状況報告書の提出 

実施通知の送付 

        指導結果の通知（指導実施から１ヶ月以内） 

指導実施 

       事前提出資料 提出 

 

 

 

東 

 

 

京 

 

 

都 

対象事業所の選定 

通知受領後30日以

内に提出すること 

 

 

 

 

事 

 

 

業 

 

 

所 

介護報酬等の返還等の処理 返還完了報告書の提出 
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２ 「監査」 について 

 

 

 

 

 

 

 〈居宅サービス〉 

 

 

 

 

 

 ３  指定居宅サービス事業者等に対する勧告、命令等の取扱いについて 

   

 

 

 

 

 

                             

  

 

３ 「勧告・命令等」について  

   

〈居宅サービス〉            【根拠法令】法第７６条の２（介護予防：１１５条の８） 

（１）勧告（行政指導）      

都道府県知事は、指定居宅サービス事業者が以下の場合に該当すると認めるときは、期限を

定めて、是正の措置をとるべきことを勧告することができるとしている。 

① 法第７４条第１項の都道府県の条例で定める基準又は員数を満たしていない場合 

②  法第７４条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従  

って適正な指定居宅サービスの事業の運営をしていない場合 

③ 法第７４条第５項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 

※ 期限内に「勧告」に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

（２） 命令（行政処分） 

都道府県知事は、「勧告」に対して、正当な理由がなく勧告に係る措置をとらなかった場合

に、期限を定めてその勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができるとしている。 

※「命令」を行った場合はその旨を公示しなければならない。 

 

 

 

 

【根拠法令】介護保険法                             ※介護予防：第１１５条の７ 

 （報告等） 

第７６条  都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認めると 

きは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る 

事業所の従業員であった者（以下この項において「指定居宅サービス事業者であった者等」という。） 

に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅サービス事業者若しくは当該指 

定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は 

当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サービス事業者の当該指定に係る事 

業所、事務所その他指定居宅サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿 

書類その他の物件を検査させることができる。 

（第２項 省略）                  

「監査」 

  指定基準違反や不正請求等が疑われるとき、その確認及び行政上の措置が必要であると認

められる場合に、介護保険法第５章の規定に基づき実施する。 
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４ 「指定の取消し、指定の全部又はその一部の効力の停止」（行政処分）について 

  都道府県知事は、介護保険法において定められている指定事業者の指定取消し等の要件に該当

する場合には、指定事業者に係る指定の取消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部

の効力を停止することができる。 

〈居宅サービス〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【根拠法令】介護保険法                    ※介護予防：第１１５条の９ 

 （指定の取り消し等） 

第７７条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定居宅サービス事

業者に係る第４１条第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の

効力を停止することができる。 

 

 一 指定居宅サービス事業者が、第７０条第２項第４号から第５号の２まで、第１０号（第５号の３

に該当する者のあるものであるときを除く。）、第１０号の２（第５号の３に該当する者のあるもの

であるときを除く。）、第１１号（第５号の３に該当する者であるときを除く。）又は第１２号（第

５号の３に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

 二 指定居宅サービス事業者が、第７０条第９項又は第１１項の規定により当該指定を行うに当たっ

て付された条件に違反したと認められるとき。 

三 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員に  

ついて、第７４条第１項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める員数を

満たすことができなくなったとき。 

 四 指定居宅サービス事業者が、第７４条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び  

運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をすることができなくなったと

き。 

 五 指定居宅サービス事業者が、第７４条第６項に規定する義務に違反したと認められるとき。 

 六 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

 七 指定居宅サービス事業者が、第７６条第１項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは  

提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 八 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第７６条第１項の規定により出

頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、

又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所

の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定居宅サービス事業者

が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

 九 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第４１条第１項本文の指定を受けたとき。 

 十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その他国民の保健医療若  

しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反

したとき。 

 十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著  

しく不当な行為をしたとき。 

 十二 指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指定の取消し又  

は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し

不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

 十三 指定居宅サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管理者が指定の取  

消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

  （第２項 省略） 

 - 10 -



指導・監督業務の全体像について

※厚生労働省老健局総務課介護保険指導室「介護保険施設等指導指針・監査指針及び運営指導マニュアルの改正内容と留意点 令和４年度介護保険指導監督等職員研修」より
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令和５年度 医療系介護サービス事業者等実地検査実施方針 

 
 
１ 基本方針 

令和３年度の介護報酬改定より、感染症や災害への対応力強化に加え、地域包括

ケアシステムの推進や自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現

に向けて、在宅サービスの機能・連携の強化やリハビリテーションマネジメントの

強化が図られており、例えば訪問看護では退院当日の訪問看護を主治医が必要と認

める場合は算定が可能となり、訪問・通所のリハビリテーションでは医師の詳細な

指示や定期的な評価を全事業所に義務付けるなど、増大する医療系介護ニーズに対

応した整備が進められている。 
また、令和４年度には厚生労働省から「介護保険施設等の指導監督について」の

改定が令和４年３月３１日付老発０３３１第６号で通知された。 
こうした中で、指導については、利用者の保護、介護サービスに係る指定基準の

遵守、保険給付の適正化を図るとともに、事業者を育成・支援することを主眼に置

いて実施する。また、居宅療養管理指導は、令和４年度の実態調査結果を踏まえて、

集団指導等の実施について三師会の協力を得つつ検討する。 
監査については、実地指導の結果又は各種情報から指定基準違反や不正請求が疑

われる場合に、不適正な運営や介護報酬の不正受給を早期に停止させることに主眼

を置いて、機動的に実施する。 
 
２ 指導の重点項目 

（１）指定訪問看護 
ア 人員基準 

人員基準に定める職員の資格及び員数を満たしているか。 
イ 運営基準 
（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている

か。サービス提供の開始に際し、主治医の指示を文書で得ているか。 
（イ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
（ウ）訪問看護計画書 

訪問看護計画書は、利用者の希望、主治医の指示及び心身の状況等を踏ま

えて、看護師等が作成し、作成に当たっては利用者・家族に説明、同意、交

付を行っているか。 
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また、主治医に対して、定期的に訪問看護計画書及び訪問看護報告書を提

出しているか。 
（エ）運営規程、料金表、重要事項説明書が整備され、掲示されているか。 
（オ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収書を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（カ）非常災害時や停電などの緊急時について、具体的な対応策が検討され、関

係機関との連携、従業者への周知が図られているか。 
（キ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい

るか。 
また、区市町村及び国保連からの指導、助言に対して、改善を図っている

か。 
ウ 介護報酬関係 

介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿っ

て介護報酬が請求されているか。 
（２）指定通所リハビリテーション及び指定訪問リハビリテーション 

ア 人員基準 
人員基準に定める職員の資格及び員数を満たしているか。 

イ 設備基準（通所リハビリテーション） 
（ア）リハビリテーションを行なうにふさわしい基準を満たした専用の部屋が確

保されているか。 
（イ）必要な設備及び専用の機械、器具が設置されているか。 
ウ 運営基準 
（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている

か。 
（イ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
（ウ） リハビリテーション計画は、医師、理学療法士等従業者が共同して作成し、

内容について利用者・家族に対する説明、同意及び交付がされているか。 
通所リハビリテーション計画については、サービスの実施状況及びその評

価を診療記録に記載しているか。 
（エ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収書を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（オ）非常災害に関する具体的計画は整備されているか。また、計画に基づく定

期的な避難、救出等の訓練は適切に行われているか。（通所リハビリテーショ
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ン） 
（カ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい

るか。 
また、区市町村及び国保連からの指導、助言に対して、改善を図っている

か。 
エ 介護報酬 

介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿っ

て介護報酬が請求されているか。 
（３）指定居宅療養管理指導 
  ア 運営基準 

（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている

か。 
（イ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
（ウ）医師又は歯科医師の指示に基づく薬学的管理指導計画（薬局の薬剤師）、栄 

養ケア計画（管理栄養士）、管理指導計画（歯科衛生士）が作成されているか。 
（エ）記録が整備されているか。 

ａ 提供した居宅療養管理指導の内容が、診療録に記録されているか。（医

師・歯科医師） 
ｂ 提供した居宅療養管理指導の内容が、記録されるとともに、医師又は歯

科医師等に報告されているか。（薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士） 
（オ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収書を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（カ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい

るか。 
また、区市町村及び国保連からの指導、助言に対して、改善を図っている

か。 
イ 介護報酬関係 

介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿っ

て介護報酬が請求されているか。 
（４）介護医療院、指定介護療養型医療施設及び指定短期入所療養介護 

ア 人員基準 
人員基準に定める職員の資格及び員数を満たしているか。 

イ 運営基準 
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（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている

か。 
（イ）高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 

１７年法律第１２４号）に基づく身体拘束の廃止や、人権侵害への防止に向

けた取組が行われているか。 
（ウ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
（エ） 施設サービス計画が計画担当の介護支援専門員により作成され、入院患者･

家族に対する説明、文書による同意、交付がされているか。 
また、定期的に施設サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）を 

行っているか。 
（オ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収書を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（カ）非常災害に関する具体的計画は整備されているか。また計画に基づく定期

的な避難、救出等の訓練は適切に行われているか。 
（キ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい

るか。 
また、区市町村及び東京都国民健康保険団体連合会（以下「国保連」とい

う。）からの指導、助言に対して、改善を図っているか。 
ウ 介護報酬 

介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿っ 
て介護報酬が請求されているか。 

 
３ 監査の重点項目 

（１）不正な手段により指定を受けていないか。 
（２）人員基準違反等の状況の下、サービスが提供されていないか。 
（３）架空、水増しにより不正な介護報酬が請求されていないか。 
（４）帳簿書類の提出や質問に対して虚偽の報告や答弁がされていないか。 
（５）業務管理体制が実効ある形で整備され機能しているか。 
（６）その他 

ア サービス提供事業所から居宅介護支援事業所への金品等の授受はないか。 
イ 利用者からの利用料の受領は適切に行われているか。等 

 

４ 実施計画 
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（１）対象サービス等 
ア 居宅サービス（指定訪問看護、指定訪問リハビリテーション、指定居宅療養

管理指導、指定通所リハビリテーション、指定短期入所療養介護） 
イ 施設サービス（介護医療院、指定介護療養型医療施設） 
ウ 介護予防サービス（指定訪問看護、指定訪問リハビリテーション、指定居宅

療養管理指導、指定通所リハビリテーション、指定短期入所療養介護） 
エ アからウまでのサービスを提供する事業者 

（注）介護老人保健施設等に併設・隣接（同一敷地内）している指定（介護予防）

通所リハビリテーション事業所及び指定（介護予防）短期入所療養介護事業所

において提供される当該サービスを除く。 
（２）実施形態 

ア 指導 
（ア）運営指導 

ａ 実施方法 
事業種別ごとに日程等を策定し、事業所に赴き、実地において実施する。 

ｂ 実施単位 
事業者、指定事業所を単位として実施する。 
なお、運営指導の効率化を図るため、同一敷地内の事業所で複数のサー

ビス事業の指定を受けている場合（居宅サービス事業と介護予防サービス

事業とを併せた指定等）は同日で実施する。 
ｃ 班編成 

１検査班当たり、２人以上での体制とし、事業所の状況により適宜体制

を再編し、専門員を加えて実施する。 
ｄ 実施通知 

「介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱」（平成１２年４月１日付

１２高保指第６８号）第４の規定に基づき通知する。ただし、緊急を要す

る場合等には、通知期間を短縮する（当日交付を含む。）。 
ｅ 日程及び対象 

具体的な日程及び対象は、「介護サービス事業者等指導及び監査実施要

綱」第４の規定に基づき、概ね１か月ごとに決定する。 
    ｆ 運営指導の確認項目 
      運営指導の確認項目は、「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効

率化等の運用方針」（令和元年５月２９日付老指発０５２９第１号）を踏ま

えて選定する。 
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（イ）集団指導 
指導の対象となる介護サービス事業者等を事業種別ごとに、指定基準や通

知、前年度の実地指導及び監査の結果・指導上の留意点等をまとめたテキス

トや要点資料をもとに、オンライン等（オンライン会議システム、ホームペ

ージ等）の活用による動画の配信等により第三四半期に実施する。 
イ 監査 
（ア）実施方法 

事業種別ごとに日程等を策定し、事業所に赴き、指導と併せて実地におい

て実施する。 
また、必要に応じ、事業所の関係者等を呼び出し、執務室等において実施

する。 
（イ）実施単位 

事業者、指定事業所を単位として実施する。 
（ウ）班編成 

１検査班当たり、原則として４人体制とする。ただし、事業所の状況によ

り適宜体制を再編し、専門員を加えて実施する。 
（エ）実施通知 

「介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱」第５の規定に基づき通知

する。ただし、緊急を要する場合等には、通知期間を短縮する（当日交付を

含む。）。 
ウ その他 

業務管理体制の整備状況に係る確認検査については、一般検査として、書面

又は実地による検査を実施する。 
なお、指定等取消処分相当の事案が発覚した場合には、特別検査として、「介

護サービス事業者等指導及び監査実施要綱」第５の規定を準用した検査を実施

する。 
（３）全体計画の作成時期 

当該実地検査を実施する年度の前年度末までに策定する。 
（４）選定方針 

ア 選定時期 
原則として、令和５年４月１日時点で現存する事業所とする。ただし、年度

途中に指定を受けた事業所については、必要があると認められた場合、実地検

査の対象とする。 
イ 選定方法 
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（ア）過去の指導検査において、指摘事項の改善が図られていない事業所で、継

続的に指導を必要とする事業所 
（イ）利用者、保険者等から苦情等情報提供が多く寄せられている事業所 
（ウ）休止後の再開、移転等で指導が必要な事業所 
（エ）新規指定後指導未実施の事業所 
（オ）集団指導不参加の事業所 
（カ）相当の期間にわたって、指導検査を実施していない事業所 
 
 

５ 関係団体への支援等 

（１）区市町村 
ア 技術的支援 

事業者の集団指導の時期にあわせ、区市町村の担当者に対しても、指導検査

の方法、（医療系）介護サービス事業の概要、前年度の都の運営指導・監査の結

果等について、説明する機会を設ける。 
イ 情報提供 

運営指導の結果を当該事業所が所在する区市町村に情報提供することにより、 
情報の共有化を図る。 

（２）東京都国民健康保険団体連合会 
国保連の介護相談窓口の担当から、利用者や家族からの事業者に対する苦情等

に関して、都へアドバイス等の求めがあった場合は協力していく。 
また、区市町村の申出による国保連の事業者に対する介護報酬の支払の留保は、

監査の実施通知等に基づき可能となっており、引き続き、関係区市町村及び国保

連との連携を図り、指定取消の情報提供等適切な対応を図る。 
 
６ 関係団体等との連携 

（１）区市町村 
運営指導の際に、当該事業所が所在する区市町村に同行を依頼するほか、効率

的かつ効果的な事業者指導の観点から、保険者である区市町村との連携を図る。 
特に、定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、連携する訪問介護事業

所を所管する区市町村と合同の運営指導を行う等実施方法を工夫する。 
（２）厚生労働省及び東京都国民健康保険団体連合会 

指導及び監査に係る法令・制度運用に関する疑義照会、事業者に関する情報提

供等、介護給付の適正化について、事業者指導の立場から連携を図る。 
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（３）運営指導所管等 
高齢社会対策部介護保険課等と連携し、事業者への指導監査の適正かつ効果的

な対応・推進を図る。 
また、医療法に関わる事項については、医療政策部医療安全課と随時情報交換

を行い、連携を図っていく。 
（４）保険医療機関等の指導検査所管 

診療報酬上の不正等が行われている場合には、保険医療機関指導担当と連携し、

対応する。 
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２ 訪問リハビリテーションに係る 

留意事項について 
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用語説明 

 

・「厚生省令第３７号」 （平成１１年３月３１日付厚生省令第３７号） 
「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」 

 
・「厚生労働省令第３５号」 （平成１８年３月１４日付厚生労働省令第３５号） 

「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準」 

 
・「老企第２５号」 （平成１１年９月１７日付老企第２５号） 

「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」 

 
・「居宅条例」 （平成２４年１０月１１日付条例第１１１号） 

「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例」 

 
・「予防条例」 （平成２４年１０月１１日付条例第１１２号） 

「東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例」 

 
・「居宅規則」 （平成２４年１０月１１日付規則第１４１号） 

「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例施行規則」 

 
・「予防規則」 （平成２４年１０月１１日付規則第１４２号） 

「東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る 

介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例施行規則」 

 
・「条例施行要領」 （平成２５年３月２９日付２４福保高介第１８８２号） 

 「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例及び東京都指定介護予防

サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法の基準に関する条例施行要領」 

 
・「厚生省告示第１９号」 （平成１２年２月１０日付厚生省告示第１９号） 

 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 

 
・「厚生労働省告示第１２７号」 （平成１８年３月１４日付厚生労働省告示第１２７号） 

 「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 

 
・「老企第３６号」 （平成１２年３月１日付老企第３６号） 

 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び

福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について」 

 
・「老計発第０３１７００１号」 （平成１８年３月１７日付老計発第０３１７００１号・老振発第０３

１７００１号・老老発第０３１７００１号） 

 「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」 
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・「常勤換算方法」 （「条例施行要領」第二の２（１）） 

当該指定居宅サービス事業所及び指定介護予防サービス事業所の従業者の勤務延時間の総数を、当該事

業所の就業規則等において定める常勤の従業者が勤務すべき時間数（週 32 時間を下回る時間数を定めら

れている場合は、週 32時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従

業者の員数に換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業

のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複

して受ける場合であって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介護員等の勤務延

時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入することとなるものであること。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１

３号）第１３条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」

という。）第２３条第１項、同条第３項又は同法第２４条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下

「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、３０時間以上

の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１と

して取り扱うことを可能とする。 

 
・「勤務延時間数」 （「条例施行要領」第二の２（２）） 

勤務表上、当該居宅サービス事業又は介護予防サービス事業に係るサービスの提供に従事する時間又は

当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付け

られている時間の合計数とする。なお、従業者一人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数

は、当該事業所の就業規則等において定める常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とすること。 

 
・「常勤」 （「条例施行要領」第二の２（３）） 

当該指定居宅サービス事業所又は介護予防サービス事業所における勤務時間が、当該事業所の就業規則

等において定める常勤の従業者が勤務すべき時間数（週32時間を下回る時間数を定められている場合は、

週32時間を基本とする。）に達する勤務体制を定められていることをいう。ただし、育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第23条第１項に規定する所

定労働時間の短縮措置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整

っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を週30時間として取り扱うことを可能とする。       

また、同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時

並行的に行われることが差し支えないと考えられる管理者の職務については、それぞれに係る勤務時間の

合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例

えば、１の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支援事業所が併設されている場合、

指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合

計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

 
・「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 （「条例施行要領」第二の２（４）） 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうものである。

この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間（指定通所介護及び指定

通所リハビリテーションについては、サービスの単位ごとの提供時間）をいうものであり、当該従業者の

常勤・非常勤の別を問わない。ただし、通所介護及び通所リハビリテーションについては、あらかじめ計

画された勤務表に従って、サービス提供時間帯の途中で同一職種の従業者と交代する場合には、それぞれ

のサービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをもって足りるものである。 
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Ⅰ 基本方針  

１ 基本方針 

根拠法令等 

「居宅条例」 第７９条  

（基本方針） 

指定居宅サービスに該当する訪問リハビリテーション（以下「指

定訪問リハビリテーション」という。）の事業は、利用者が要介護

状態となった場合、可能な限り居宅において、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向

上を目指し、利用者の居宅において、理学療法、作業療法その他必

要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能の

維持回復を図るものでなければならない。 

 

（介護予防）「予防条例」第７８条  

(基本方針) 

 指定介護予防サービスに該当する介護予防訪問リハビリテーショ

ン(以下「指定介護予防訪問リハビリテーション」という。)の事業

は、利用者が可能な限り居宅において、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、利用者の居宅において、理学療法、作業療法その

他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身機能

の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指

すものでなければならない。 
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Ⅱ 人員に関する基準  

１ 従業者の配置の基準 

 
・ 専任の常勤医師が１人以上勤務していること。 

・ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を適当数配置すること。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８０条 「条例施行要領」 第三の四の１ 

(従業者の配置の基準) 

指定訪問リハビリテーションの事業を行う者(以下「指定訪問リハ

ビリテーション事業者」という。)は、当該事業を行う事業所(以下

「指定訪問リハビリテーション事業所」という。)ごとに、指定訪問

リハビリテーションの提供に当たる次に掲げる従業者を規則で定め

る基準により置かなければならない。 

一 医師 

二 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者が指定介護予防訪問リハビ

リテーション事業者(指定介護予防サービス等基準条例第７９条

第１項に規定する指定介護予防訪問リハビリテーション事業者を

いう。以下同じ。)の指定を併せて受け、かつ、指定訪問リハビリ

テーションの事業と指定介護予防訪問リハビリテーション(指定

介護予防サービス等基準条例第７８条に規定する指定介護予防訪

問リハビリテーションをいう。以下同じ。)の事業とが同一の事業

所において一体的に運営される場合は、指定介護予防サービス等

基準条例第 79 条第１項に規定する人員に関する基準を満たすこ

とをもって、前項に規定する基準を満たすものとみなす。 

 

居宅規則 

(従業者の配置基準) 

第 14 条 条例第 80 条第１項に規定する規則で定める基準は、次の

各号に掲げる従業者の区分に応じ、当該各号に定める員数とする。 

一 医師 指定訪問リハビリテーションの提供に必要な１以上

の数 

二 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 １人以上 

２ 第１項第１号の医師は常勤でなければならない。 

１ 人員に関する基準（居宅条例第８０条） 

① 医師 

イ 専任の常勤医師が一人以上勤務していること。 

ロ 指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は

介護医療院であって、病院又は診療所（医師について介護老人

保健施設又は介護医療院の人員基準を満たす余力がある場合

に限る。）と併設されているものについては、当該病院又は常

勤医師との兼務で差し支えないものであること。 

ハ 指定訪問リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は

介護医療院であって、当該介護老人保健施設又は当該介護医療

院に常勤医師として勤務している場合は、常勤の要件として足

るものであること。 

  また、指定訪問リハビリテーション等を行う介護老人保健施

設又は介護医療院であって、病院又は診療所（医師について介

護老人保健施設又は介護医療院の人員基準を満たす余力があ

る場合に限る。）と併設されている事業所において、指定訪問

リハビリテーション事業所の医師が、当該病院または当該診療

所の常勤医師と兼務している場合でも、常勤の要件として足る

ものであること。 

② 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテー

ション事業所ごとに、指定訪問リハビリテーションの提供に当た

る理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を適当数置かなければ

ならない。 

（介護予防）「予防条例」第７９条（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A」（平成 27 年 4 月 1 日）  

【全サービス共通：常勤要件について】 

（問１） 

  各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求められ

ている場合、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下

「育児・介護休業法」という。）の所定労働時間の短縮措置

の対象者について常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 

時間としているときは、当該対象者については 30 時間勤

務することで「常勤」として取り扱って良いか。  

（答） 

 そのような取扱いで差し支えない。 

（問３） 

 各事業所の「管理者」についても、育児・介護休業法第

23 条第１項に規定する所定労働時間の短縮措置の適用対

象となるのか。    

（答） 

 労働基準法第 41 条第 2 号に定める管理監督者について

は、労働時間等に関する規定が適用除外されていることか

ら、「管理者」が労働基準法第 41 条第 2 号に定める管理

監督者に該当する場合は、所定労働時間の短縮措置を講じな

くてもよい。なお、労働基準法第 41 条第 2 号に定める管

理監督者については、同法の解釈として、労働条件の決定そ

の他労務管理について経営者と一体的な立場にある者の意

であり、名称にとらわれず、実態に即して判断すべきである

とされている。このため、職場で「管理職」として取り扱わ

れている者であっても、同号の管理監督者に当たらない場合

には、所定労働時間の短縮措置を講じなければならない。ま

た、同号の管理監督者であっても、育児・介護休業法第 23 

条第 1 項の措置とは別に、同項の所定労働時間の短縮措置

に準じた制度を導入することは可能であり、こうした者の仕

事と子育ての両立を図る観点からは、むしろ望ましいもので

ある。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.１）」（平成 30 年 3 月 23 日） 

人員基準 

(問 61) 

 指定訪問リハビリテーションの人員基準において常勤医

師の配置が必要であるが、常勤医師が１名の診療所や介護老

人保健施設において指定訪問リハビリテーションを実施す

る場合、当該医師の他にもう一人の常勤医師を雇用する必要

があるか。 

(答) 

必要ない。 

(問６２) 

 指定訪問リハビリテーション事業所の常勤医師が、理学療

法士等が利用者宅を訪問してリハビリテーションを提供し

ている時間や、カンファレンス等の時間に、医療保険におけ

る診療を行っても居宅等サービスの運営基準の人員に関す

る基準を満たしていると考えてよいか。 

 

(答) 

 よい。 
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●介護保険最新情報 vol.941「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A(vol.1)」（令和３年 3 月１９日） 

【全サービス共通：人員配置基準における両立支援】 

（問１） 

人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求め

られる職員が、産前産後休業や育児・介護休業等を取得した

場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算す

ることで、人員配置基準を満たすことを認めるとあるが、「同

等の資質を有する」かについてどのように判断するのか。 

（答） 

・ 介護現場において、仕事と育児やの両立が可能なる環境

整備を進め職員離職防止・定着促進を図る観点から、以下

の取扱い認める。  

＜常勤の計算＞  

・ 育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用す

る場合に加え、同法による介護の短時間勤務制度や、男女

雇用機会均等法による母性健康管理措置としての勤務時

間の短縮等を利用する場合についても、30 時間以上の勤

務で、常勤扱いとする。  

＜常勤換算の計算＞  

・ 職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性

健康管理措置としての勤務時間の短縮等を利用する場合、

週 30 時間以上の勤務で、常勤換算上も１と扱う。  

＜同等の資質を有する者の特例＞  

・ 「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や

育児・介護休業、育児休業に準ずる休業、母性健康管理措

置としての休業を取得した場合に、同等の資質を有する複

数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満

たすことを認める。  

・ なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得し

た職員の配置により満たしていた、勤続年数や所定の研修

の修了など各施設基準や加算の算定要件として定められ

た資質を満たすことである。 
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Ⅲ 設備に関する基準  

１ 設備及び備品等 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８１条 「条例施行要領」 第三の四の２ 

(設備及び備品等) 

指定訪問リハビリテーション事業所は、病院、診療所、介護老人

保健施設又は介護医療院において、事業の運営を行うために必要な

広さを有する専用の区画を設けるほか、指定訪問リハビリテーショ

ンの提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者が指定介護予防訪問リハビ

リテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、指定訪問リハビ

リテーションの事業と指定介護予防訪問リハビリテーションの事

業とが同一の事業所において一体的に運営される場合は、指定介

護予防サービス等基準条例第 80 条第１項に規定する設備に関す

る基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たすもの

とみなす。 

２ 設備に関する基準 

⑴ 居宅条例第 81 条は、指定訪問リハビリテーション事業所につい

ては、 

① 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院であること。 

② 指定訪問リハビリテーションの事業の運営を行うために必

要な広さ（利用申込の受付、相談等に対応するのに適切なスペ

ース）を有する専用の区画を設けていること。なお、業務に支

障がないときは、指定訪問リハビリテーションの事業を行うた

めの区画が明確に特定されていれば足りるものとすること。 

③ 指定訪問リハビリテーションの提供に必要な設備及び備品

等を備えていること。 

としたものである。 

⑵ 設備及び備品等については、当該病院、診療所、介護老人保健

施設又は介護医療院における診療用に備え付けられたものを使用

することができるものである。 
（介護予防）「予防条例」第８０条（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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Ⅳ 運営に関する基準  

１ 管理者の責務 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第５１条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三のニの３（１）を参照） 

(管理者の責務) 

 管理者は、当該指定訪問リハビリテーション事業所の従業者の管

理及び指定訪問リハビリテーションの利用の申込みに係る調整、業

務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならな

い。 

2  管理者は、当該指定訪問リハビリテーション事業所の従業者にこ

の節の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行わなければな

らない。 

⑴ 管理者の責務 

 居宅条例第 51 条は、指定訪問リハビリテーション事業所の管理者

の責務を、指定訪問リハビリテーション事業所の従業者の管理及び

指定訪問リハビリテーションの利用の申込みに係る調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行うとともに、当該指定訪問

リハビリテーション事業所の従業者に居宅条例の第５章第４節の規

定を遵守させるため必要な指揮命令を行うこととしたものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５１条）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２ 運営規程 

・ 事業所ごとに運営規程を設け、事業の目的の他、通常の事業の実施地域、実施地域外の交通費負担などにつ

いて定めること。また新たに追加された、虐待防止の措置事項も定めること。 

【指導事例】 

・ 交通費やキャンセル料の負担について、運営規程に明記されていない。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８２条 【参考】「条例施行要領」 第三の一の３（３） 

(運営規程) 

指定訪問リハビリテーション事業者は、各指定訪問リハビリテー

ション事業所において、次に掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程(以下この章において「運営規程」という。)を定めな

ければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 指定訪問リハビリテーションの利用料その他の費用の額 

五 通常の事業の実施地域(当該指定訪問リハビリテーション事業

所が通常時に指定訪問リハビリテーションを提供する地域をい

う。次条において同じ。) 

六 虐待の防止のための措置に関する事項 

七 その他運営に関する重要事項 

⑶ 運営規程 

 （略）    

② 利用料その他の費用の額（第４号） 

「利用料」としては、法定代理受領サービスである指定訪問リ

ハビリテーションに係る利用料（１割負担、２割負担又は３割負

担）及び法定代理受領サービスでない指定訪問リハビリテーショ

ンの利用料（10 割分）を、「その他の費用の額」としては、居宅

条例第 83 条第３項により徴収が認められている交通費の額及び

必要に応じてその他のサービスに係る費用の額を規定するもの

であること（以下、他のサービス種類についても同趣旨。）。 

③ 通常の事業の実施地域（第５号） 

通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるもの

とすること。なお、通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調

整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサービスが行わ

れることを妨げるものではないものであること（以下、居宅条例

第 52 条第５号、第 67 条第５号、第 82 条第５号、第 102 条第６

号、第 139 条第６号及び第 252 条第５号についても同趣旨。）。 
（介護予防）「予防条例」第８１条（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 

 
●介護保険最新情報 vol. 968「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A（vol.７）」（令和３年４月 21 日）  

運営規程について 

（問１） 

令和３年度改定において、運営基準等で経過措置期間を定

め、介護サービス事業所等に義務づけられたものがあるが、

これらについて運営規程においてはどのように扱うのか 

（答） 

・ 介護保険法施行規則に基づき運営規程については、変更

がある場合は都道府県知事又は市町村長に届け出ること

とされているが、今般介護サービス事業所等に対し義務づ

けられたもののうち、経過措置が定められているものにつ

いては、当該期間においては、都道府県知事等に届け出る

ことまで求めるものではないこと。 

・ 一方、これらの取組については、経過措置期間であって

もより早期に取組を行うことが望ましいものであること

に留意すること。 
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３ 勤務体制の確保等 

・ 事業所ごとに、月ごとの勤務表を作成すること。 

・ 従業者の職務の内容、常勤・非常勤の別等を勤務表上明確にすること。 

・ 事業所の従業者によってリハビリテーションを提供すること。 

・ 職場におけるハラスメントを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じること。 

【指導事例】 

・ 病院・診療所全体の勤務表は作成されているが、指定訪問リハビリテーション事業所としての勤務表が

作成されていない。 

・ 勤務表に記載すべき内容(常勤・非常勤の別、職務の内容等)が記載されていない。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１１条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（６）を参照） 

(勤務体制の確保等) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対し、適切な指

定訪問リハビリテーションを提供することができるよう各指定訪問

リハビリテーション事業所において、理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士の勤務体制を定めなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、各指定訪問リハビリテ

ーション事業所において、当該指定訪問リハビリテーション事業

所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士によって指定訪問リ

ハビリテーションを提供しなければならない。 

 

 

 

３ 指定訪問リハビリテーション事業者は、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士の資質向上のための研修の機会を確保しなけれ

ばならない。 

 

４ 指定訪問リハビリテーション事業者は、適切な指定訪問リハビ

リテーションの提供を確保する観点から、職場において行われる

優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたもの又は性的な言動により理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士等の就業環境等が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

⑹ 勤務体制の確保等 

  居宅条例第 11 条は、利用者に対する適切な指定訪問リハビリテ

ーションの提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定

したものであるが、次の点に留意する必要がある。 

①② 準用される居宅条例第 11 条については、指定訪問リハビリテ

ーション事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、指

定訪問リハビリテーションに従事する理学療法士、作業療法士及

び言語聴覚士を明確にするとともに、それらの者の職務の内容、

常勤・非常勤の別等を明確にすること。なお、指定訪問リハビリ

テーション事業所の理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士につ

いては、労働者派遣法に規定する派遣労働者（紹介予定派遣に係

る者を除く。）であってはならないものであること。 

③ 同条第３項は、当該指定訪問リハビリテーション事業所の従業

者たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の質の向上を図る

ため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の

機会を計画的に確保することとしたものであること。 

④ 同条第４項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号）第 11 条第１項

及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業

生活の充実等に関する法律（昭和 41 年法律第 132 号）第 30 条の

２第１項の規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシュア

ルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラ

スメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じる

ことが義務づけられていることを踏まえ、規定したものである。

事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望

ましい取組については、次のとおりとする。なお、セクシュアル

ハラスメントについては、上司や同僚に限らず、利用者やその家
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族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場におけ

る性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置

等についての指針（平成十八年厚生労働省告示第六百十五号）及

び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因

する問題に関して雇用管理上構ずべき措置等についての指針（令

和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」

という。）において規定されているとおりであるが、特に留意さ

れたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメ

ントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓

発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するため

に必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談

への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知するこ

と。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化

等の措置義務については、女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第 24 号）附

則第３条の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進

並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

第 30 条の２第１項の規定により、中小企業（医療・介護を含む

サービス業を主たる事業とする事業主については資本金が 5000

万円以下又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の企業）、令

和４年４月１日から義務化となり、それまでの間は努力義務とさ

れているが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を

講じるよう努められたい。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑

行為（カスタマーハラスメント）の防止のために、事業主が雇用

管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談

に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への

配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に

対して１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マ

ニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）

が規定されている。介護現場では特に、利用者又はその家族等か

らのカスタマーハラスメントの防止が求められていることから、
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イ（事業者が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じる

にあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュア

ル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考に

した取組を行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引

きについては、厚生労働省ホームページに掲載されているので参

考にされたい。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の２）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略）  
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（参考様式） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 サービス種別 ( ）

令和 ( ) 年 月 事業所名 ( ）

(1)

月 火 水 木 金 土 日 祝 営業時間 (3)事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数 時間/日 時間/週 時間/月

○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ⇒ ～ （計 時間）

－ － － － － － － － ⇒ ～ （計 時間） 当月の日数 日

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休

0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0

休 休 a a a a a 休 休 a a a a a 休 休 a a a a a 休 休 a a a a a 休 休

0 0 8 8 8 8 8 0 0 8 8 8 8 8 0 0 8 8 8 8 8 0 0 8 8 8 8 8 0 0

休 休 a a a a a 休 休 a a a a a 休 休 a a a a a 休 休 a a a a a 休 休

0 0 8 8 8 8 8 0 0 8 8 8 8 8 0 0 8 8 8 8 8 0 0 8 8 8 8 8 0 0

休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休

0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0

休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休 p p p p p 休 休

0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0 2 2 2 2 2 0 0

訪問リハビリテーション
5 2023 4 ○○○○○

実績

0.0 30
 備考（休業日等）

 休業日：12/30～1/3（年末年始）

(2)事業所の営業日

8 40 160

9:00 17:00 8.0

(9)1か月の
勤務時間数

合計

(10)
週平均

勤務時間数

(11) 兼務状況
（兼務先／兼務する職務の内容

／兼務先の勤務時間数）

1週目 2週目 3週目 4週目 5週目
No (4)

職種

(5)
勤務
形態

(6)
資格

(7) 氏　名

(8) 勤 務 時 間 数

40 9.3
勤務時間数

2 医師 A 医師 ○○　A郎
シフト記号

1 管理者 B ー 厚労　太郎
シフト記号

160 37.3
勤務時間数

3 理学療法士 A 理学療法士 ○○　B子
シフト記号

160 37.3
勤務時間数

4 作業療法士 D 作業療法士 ○○　C子
シフト記号

40 9.3
勤務時間数

5 言語聴覚士 D 言語聴覚士 ○○　D太
シフト記号

40 9.3
勤務時間数

6
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

7
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

8
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

9
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

10
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

11
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

12
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

13
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

0 0.0
勤務時間数

14
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

18
シフト記号

15
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

17
シフト記号

16
シフト記号

0 0.0
勤務時間数

440 102.7

0 0.0
勤務時間数

【記載例】
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４ 業務継続計画の策定等 

・ 感染症や非常災害の発生時における業務継続計画を策定すること。 

・ 業務継続計画について、理学療法士等に周知し、必要な研修及び訓練を実施すること。 

・ 業務継続計画について、定期的に見直し必要に応じて変更すること。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１１条の２を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（７）を参照） 

（業務継続計画の策定等） 

指定訪問リハビリテーション事業者は、感染症や非常災害の発生

時において、利用者に対する指定訪問リハビリテーションの提供を

継続的に行い、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画

に従い必要な措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑺ 業務継続計画の策定等 

① 居宅条例第 11 条の２は、指定訪問リハビリテーション事業者

は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して

指定訪問リハビリテーションの提供を受けられるよう、指定訪問

リハビリテーションの提供を継続的に実施するための、及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計

画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士その従業者に対して、必

要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならな

いこととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び

訓練の実施については、居宅条例第 11 条の２に基づき事業所に実

施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等に

より行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場

合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研

修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるよう

にすることが望ましい。 

なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たって

は、東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基

準に関する条例の一部を改正する条例（令和３年東京都条例第 24

号。以下「令和３年改正条例」という。）附則第３項において、

３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、

努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項

目の記載内容については、「介護施設・事業所における新型コロ

ナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施

設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を

参照されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるも

のであることから、項目については実態に応じて設定すること。

なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを

妨げるものではない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 
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２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士等に対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定訪問リハビリテーション事業者は、定期的に業務継続計画

の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと

する。 

 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取

組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者へ

の対応、関係者との情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のラ

イフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内

容を職員間に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急

時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以

上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施

することが望ましい。また、研修の実施内容についても記録する

こと。なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染

症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施するこ

とも差し支えない。 

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生し

た場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、

事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践

するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。

なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し

支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机

上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施する

ことが適切である。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の２の２）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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５ 内容及び手続の説明及び同意 

・ 利用申込者又はその家族に対し、サービスの提供の開始に際し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書（重要事項説明書）を交付

して説明を行い、その内容について利用申込者又はその家族の同意を得ること。 

・ 当該同意は、書面により確認すること。 

【指導事例】 

・ 重要事項説明書に定めるべき事項が定められていない。 

・ 運営規程の内容と齟齬がある。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１２条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（８）を参照） 

(内容及び手続の説明及び同意) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーシ

ョンの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に

対し、運営規程の概要、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の

勤務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められ

る重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該指定訪問リハ

ビリテーションの提供の開始について当該利用申込者の同意を得な

ければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用申込者又はその家

族からの申出があった場合は、前項の規定による文書の交付に代

えて、当該利用申込者又はその家族の同意を得て、前項の重要事

項を電子情報処理組織(指定訪問リハビリテーション事業者の使

用に係る電子計算機(入出力装置を含む。以下この条において同

じ。)と当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。)を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であって規則で定める

もの(以下この条において「電磁的方法」という。)により提供す

ることができる。この場合において、当該指定訪問リハビリテー

ション事業者は、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対

し、提供に用いる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電

磁的方法による同意を得なければならない。 

３ 電磁的方法は、利用申込者又はその家族が当該利用申込者又は

その家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録

を出力することによる文書を作成することができるものでなけれ

ばならない。 

４ 第２項後段の同意を得た指定訪問リハビリテーション事業者

は、当該利用申込者又はその家族から文書又は電磁的方法により

第１項の重要事項について電磁的方法による提供を受けない旨の

⑻ 内容及び手続の説明及び同意 

 居宅条例第 12 条は、指定訪問リハビリテーション事業者は、利用

者に対し適切な指定訪問リハビリテーションを提供するため、その

提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

当該指定訪問リハビリテーション事業所の運営規程の概要、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士の勤務体制、事故発生時の対応、

苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な

重要事項について、わかりやすい説明書等の文書を交付して懇切丁

寧に説明を行い、当該事業所から指定訪問リハビリテーションの提

供を受けることにつき同意を得なければならないこととしたもので

ある。なお、当該同意については、利用者及び指定訪問リハビリテ

ーション事業者双方の保護の立場から書面によって確認すること。 
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申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、電磁

的方法による提供をしてはならない。ただし、当該利用申込者又

はその家族が再び第二項後段の同意をした場合は、この限りでな

い。 

居宅規則 

(電磁的方法による手続) 

第１４条 (第４条を準用) 

条例第 12 条第２項に規定する規則で定める電磁的方法は、次に

掲げるものとする。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 指定訪問リハビリテーション事業者の使用に係る電子計算

機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接

続する電気通信回線を通じて条例第 12 条第１項に規定する重

要事項(以下この条において単に「重要事項」という。)を送信

し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルに記録する方法 

ロ 指定訪問リハビリテーション事業者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録された重要事項を電気通信回

線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申

込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに当該重要事項を記録する方法(条例第12条第２項後段に

規定する電磁的方法による提供を受ける旨の同意又は同条第

４項本文に規定する電磁的方法による提供を受けない旨の申

出をする場合にあっては、指定訪問リハビリテーション事業者

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記

録する方法) 

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる一定

の事項を確実に記録することができる電磁的記録媒体をもって調

製するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の３）（略） 

         「予防規則」第１３条（準用第８条）（略） 

（介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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６ 提供拒否の禁止 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１３条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（９）を参照） 

(提供拒否の禁止) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、正当な理由なく、指定訪

問リハビリテーションの提供を拒んではならない。 

⑼ 提供拒否の禁止 

 居宅条例第 13 条は、指定訪問リハビリテーション事業者は、原則

として、利用申込に対しては応じなければならないことを規定した

ものであり、特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供

を拒否することを禁止するものである。また、利用者が特定のサー

ビス行為以外の訪問リハビリテーションサービスの利用を希望する

ことを理由にサービス提供を拒否することも禁止するものである

（ただし、厚生省通知「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等に

ついて」（平成 12 年 11 月 16 日老振第 76 号）の１を除く。）。提

供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、①当該事業所の

現員からは利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地が

当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、その他利用申込

者に対し自ら適切な指定訪問リハビリテーションを提供することが

困難な場合である。 
（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の４）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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７ サービス提供困難時の対応 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１４条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（10）を参照） 

(サービス提供困難時の対応) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、当該指定訪問リハビリテ

ーション事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に

対し自ら必要な指定訪問リハビリテーションを提供することが困難

であると認める場合は、当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者

への連絡、他の指定訪問リハビリテーション事業者等の紹介その他

の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

⑽ サービス提供困難時の対応 

指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅条例第 13 条の正当な

理由により、利用申込者に対し自ら適切な指定訪問リハビリテーシ

ョンを提供することが困難であると認めた場合には、居宅条例第 14

条の規定により、当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連

絡、適当な他の指定訪問リハビリテーション事業者等の紹介その他

の必要な措置を速やかに講じなければならないものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の５）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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８ 受給資格等の確認 

・ サービスの提供の開始にあたっては、被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認

定の有効期間を確かめること。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１５条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（11）を参照） 

(受給資格等の確認) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーシ

ョンの提供の開始に際し、利用者の提示する被保険者証によって、

被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確認

しなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、前項の被保険者証に認

定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配

慮して、指定訪問リハビリテーションを提供するよう努めなけれ

ばならない。 

⑾ 受給資格等の確認 

① 居宅条例第 15 条第１項は、指定訪問リハビリテーションの利用

に係る費用につき保険給付を受けることができるのは、要介護認

定を受けている被保険者に限られるものであることを踏まえ、指

定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーショ

ンの提供の開始に際し、利用者の提示する被保険者証によって、

被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確

かめなければならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、利用者の被保険者証に、指定居宅サービスの適

切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項に係る

認定審査会意見が記載されているときは、指定訪問リハビリテー

ション事業者は、これに配慮して指定訪問リハビリテーションを

提供するように努めるべきことを規定したものである。 
（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の６）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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９ 要介護認定の申請に係る援助 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１６条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（12）を参照） 

(要介護認定の申請に係る援助) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、要介護認定の申請をして

いないことにより要介護認定を受けていない利用申込者に対して

は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われる

よう必要な援助を行わなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅介護支援(これに相

当するサービスを含む。)が利用者に対して行われていない等の場

合に必要と認めるときは、当該利用者の受けている要介護認定の

更新の申請が、遅くとも当該要介護認定の有効期間の満了日の 30

日前までに行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

⑿ 要介護認定の申請に係る援助 

① 居宅条例第 16 条第１項は、要介護認定の申請がなされていれ

ば、要介護認定の効力が申請時に遡ることにより、指定訪問リハ

ビリテーションの利用に係る費用が保険給付の対象となりうるこ

とを踏まえ、指定訪問リハビリテーション事業者は、利用申込者

が要介護認定を受けていないことを確認した場合には、要介護認

定の申請が既に行われているか否かを確認し、申請が行われてい

ない場合は、当該利用申込者の意向を踏まえて速やかに当該申請

が行われるよう必要な援助を行わなければならないこととしたも

のである。 

② 同条第２項は、要介護認定を継続し、継続して保険給付を受け

るためには要介護更新認定を受ける必要があること及び当該認定

が申請の日から 30 日以内に行われることとされていることを踏

まえ、指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅介護支援（こ

れに相当するサービスを含む。）が利用者に対して行われていな

い等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申

請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が

終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行わなければな

らないこととしたものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の７）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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１０ 心身の状況、病歴等の把握 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１７条を準用）  

(心身の状況、病歴等の把握) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーシ

ョンの提供に当たっては、利用者に係るサービス担当者会議等を通

じて、当該利用者の心身の状況、病歴、置かれている環境、他の保

健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の８）（略）  
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１１ 居宅介護支援事業者等との連携 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第６９条を準用）  

(居宅介護支援事業者等との連携) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーシ

ョンの提供に当たっては、居宅介護支援事業者等との密接な連携に

努めなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテー

ションの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適

切な指導を行うとともに、主治の医師及び当該利用者に係る居宅

介護支援事業者に対する情報の提供並びに保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならな

い。 

 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第６９条）（略）  
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１２ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第１９条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（13）を参照） 

(法定代理受領サービスの提供を受けるための援助) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーシ

ョンの提供の開始に際しては、利用申込者が介護保険法施行規則(平

成 11 年厚生省令第 36 号。以下「施行規則」という。)第 64 条各号

のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対

し、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業者に依頼する旨の

区市町村への届出等により、指定訪問リハビリテーションの提供を

法定代理受領サービスの提供として受けることが可能となる旨の説

明、居宅介護支援事業者に関する情報の提供その他の法定代理受領

サービスの提供のために必要な援助を行わなければならない。 

⒀ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

居宅条例第 19 条は、介護保険法施行規則第 64 条第１号イ又はロ

に該当する利用者は、指定訪問リハビリテーションの提供を法定代

理受領サービスとして受けることができることを踏まえ、指定訪問

リハビリテーション事業者は、施行規則第 64 条第１号イ又はロに該

当しない利用申込者又はその家族に対し、指定訪問リハビリテーシ

ョンの提供を法定代理受領サービスとして受けるための要件の説

明、居宅介護支援事業者に関する情報提供その他の法定代理受領サ

ービスを行うために必要な援助を行わなければならないこととした

ものである。 
（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の１０）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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１３ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

・ 居宅サービス計画に沿ったリハビリテーションを提供すること。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第２０条を準用）  

(居宅サービス計画に沿ったサービスの提供) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅サービス計画(施行規

則第 64 条第１号ハ及びニに規定する計画を含む。以下同じ。)が作

成されている場合は、当該計画に沿った指定訪問リハビリテーショ

ンを提供しなければならない。 

 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の１１）（略）  
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１４ 居宅サービス計画等の変更の援助 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第２１条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（14）を参照） 

(居宅サービス計画等の変更の援助) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者が居宅サービス計

画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る居宅介護支援事業者

への連絡その他の必要な援助を行わなければならない。 

⒁ 居宅サービス計画等の変更の援助 

居宅条例第 21 条は、指定訪問リハビリテーションを法定代理受領

サービスとして提供するためには当該指定訪問リハビリテーション

が居宅サービス計画（法第８条第 23 項に規定する居宅サービス計画

をいう。以下同じ。）に位置付けられている必要があることを踏ま

え、指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者が居宅サービス

計画の変更を希望する場合（利用者の状態の変化等により追加的な

サービスが必要となり、当該サービスを法定代理受領サービスとし

て行う等のために居宅サービス計画の変更が必要となった場合で、

指定訪問リハビリテーション事業者からの当該変更の必要性の説明

に対し利用者が同意する場合を含む。）は、当該利用者に係る居宅

介護支援事業者への連絡、サービスを追加する場合に当該サービス

を法定代理受領サービスとして利用する場合には支給限度額の範囲

内で居宅サービス計画を変更する必要がある旨の説明その他の必要

な援助を行わなければならないこととしたものである。 
（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の１２）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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１５ 身分を証する書類の携行 

・ 事業者は、理学療法士等に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者等から求められたときは

これを提示すべき旨を指導すること。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第２２条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（15）を参照） 

(身分を証する書類の携行) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利

用者又はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指

導しなければならない。 

⒂ 身分を証する書類の携行 

居宅条例第 22 条は、利用者が安心して指定訪問リハビリテーショ

ンの提供を受けられるよう、指定訪問リハビリテーション事業者は、

当該指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士に身分を明らかにする証書や名札等を携行させ、初

回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提

示すべき旨を指導しなければならないこととしたものである。この

証書等には、当該指定訪問リハビリテーション事業所の名称、当該

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の氏名を記載するものとし、

当該理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の写真の貼付や職能の

記載を行うことが望ましい。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の１３）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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１６ サービスの提供の記録 
 
・ リハビリテーションを提供した際には、提供日、具体的なサービスの内容等必要事項を記録すること。 

【指導事例】 

・ 訪問リハビリテーションを提供したにもかかわらず、サービスに関する記録が残されていなかった。 

・ 具体的なサービス内容についての記載がない。 

・ 記録上、加算の要件を満たしているか不明確。 

 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第２３条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（16）を参照） 

 (サービスの提供の記録) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーシ

ョンを提供した際には、当該指定訪問リハビリテーションの提供日

及び内容、当該指定訪問リハビリテーションについて法第 41 条第６

項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費

の額その他必要な事項を、当該利用者に係る居宅サービス計画を記

載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテー

ションを提供した際には、提供したサービスの具体的な内容等を

記録するとともに、利用者からの申出があった場合は、文書の交

付その他適切な方法により、当該事項に係る情報を当該利用者に

提供しなければならない。 

⒃ サービスの提供の記録 

① 居宅条例第 23 条第１項は、利用者及びサービス事業者が、その

時点での支給限度額の残額やサービスの利用状況を把握できるよ

うにするために、指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪

問リハビリテーションを提供した際には、当該指定訪問リハビリ

テーションの提供日、提供時間、内容（例えば、身体介護、生活

援助、通院等のための乗車又は降車の介助の別）、保険給付の額

その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサー

ビス利用票等に記載しなければならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、当該指定訪問リハビリテーションの提供日、提

供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要

な事項を記録するとともに、サービス事業者間の密接な連携等を

図るため、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その

他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければ

ならないこととしたものである。 

  また、「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意する

手帳等に記載するなどの方法である。 

  なお、提供した具体的なサービスの内容等の記録は、居宅条例

第 87 条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５２条の１４）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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１７ 利用料等の受領及び領収証の交付 
 
・ 利用者から徴収する費用については、あらかじめ運営規程等にその料金を定め、利用者又はその家族に対し

て説明を行い、利用者の同意を得ること。 

・ 通常の事業の実施地域内で、利用者からの交通費の支払いを受けることはできない。 

 

（利用料等の受領について） 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８３条 「条例施行要領」 第三の四の３(1) 

(利用料等の受領)  

指定訪問リハビリテーション事業者は、法定代理受領サービスに

該当する指定訪問リハビリテーションを提供した際には、利用者か

ら利用料の一部として、当該指定訪問リハビリテーションに係る居

宅介護サービス費用基準額から当該指定訪問リハビリテーション事

業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払

を受けるものとする。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、法定代理受領サービス

に該当しない指定訪問リハビリテーションを提供した際に利用者

から支払を受ける利用料の額及び指定訪問リハビリテーションに

係る居宅介護サービス費用基準額と、健康保険法第 63 条第１項又

は高齢者の医療の確保に関する法律第 64 条第１項に規定する療

養の給付のうち指定訪問リハビリテーションに相当するものに要

する費用の額との間に、不合理な差額が生じないようにしなけれ

ばならない。 

３ 指定訪問リハビリテーション事業者は、前２項に定める場合に

おいて利用者から支払を受ける額のほか利用者の選定により通常

の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問リハビリテ

ーションを行った場合は、それに要した交通費の額の支払を当該

利用者から受けることができる。 

４ 指定訪問リハビリテーション事業者は、前項の交通費の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家

族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、当

該利用者の同意を得なければならない。 

 

⑴ 利用料等の受領 

居宅条例第 83 条の規定は、指定訪問看護に係る居宅条例第 70 条

の規定と基本的に同趣旨であるため、第三の三〔訪問看護〕の３の

⑵を参照されたいこと。 

① 居宅条例第 70 条第１項、第３項及び第４項については、第三の

一〔訪問介護〕の３の⒄の①、③及び④を参照されたいこと。 

① 居宅条例第 83 条第１項は、指定訪問リハビリテーション事

業者は、法定代理受領サービスとして提供される指定訪問リハ

ビリテーションについての利用者負担として、居宅介護サービ

ス費用基準額の１割、２割又は３割（法第 50 条若しくは第 60

条又は第69条第５項の規定の適用により保険給付の率が９割、

８割又は７割でない場合については、それに応じた割合）の支

払を受けなければならないことを規定したものである。 

③ 同条第３項は、指定訪問リハビリテーション事業者は、指定

訪問リハビリテーションの提供に関して、前２項の利用料のほ

かに、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の

居宅において指定訪問リハビリテーションを行う場合の交通

費（移動に要する実費）の支払を利用者から受けることができ

ることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区

分されないあいまいな名目による費用の支払を受けることは

認めないこととしたものである。 

 ④ 同条第４項は、指定訪問リハビリテーション事業者は、前項

の交通費の支払を受けるに当たっては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対してその額等に関して説明を行い、利用者の同

意を得なければならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、

法定代理受領サービスでない指定訪問リハビリテーションを提供

した際にその利用者から支払を受ける利用料の額及び法定代理受

領サービスである指定訪問リハビリテーションに係る費用の額
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と、医療保険給付〔中略〕の対象となる健康保険法上の指定訪問

リハビリテーションの費用の額の間に不合理な差異を設けてはな

らないこととしたものであること。 

  なお、そもそも介護保険給付、医療保険給付〔中略〕の給付対

象となる指定訪問リハビリテーションと明確に区分されるサービ

スについては、第三の一の３の⒄の②のなお書きを参照されたい

こと。 

 

【参照】第三の一〔訪問介護〕の３の⒄の②なお書き 

〔略〕なお、指定訪問リハビリテーションのサービスとは別に、介

護保険外サービス（介護保険給付の対象とならない、指定訪問リハ

ビリテーションのサービスと明確に区分されるサービス）を提供す

る場合には、利用者にわかりやすいように、指定訪問リハビリテー

ション事業とは別事業として区分けし、次のような方法により別の

料金設定をして差し支えない。 

イ 利用者に、当該事業が指定訪問リハビリテーションの事業 

とは別事業であり、当該サービスが介護保険給付の対象となら

ないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定訪問リハビリ

テーション事業所の運営規程とは別に定められていること。 

ハ 会計が指定訪問リハビリテーションの事業の会計と区分さ

れていること。 

（介護予防）「予防条例」第８２条（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 

 

（領収証について） 

根拠法令等 

介護保険法第４１条第８項 介護保険法施行規則第６５条 

 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスその他のサービス

の提供に要した費用につき、その支払を受ける際、当該支払をした

居宅要介護被保険者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、

領収証を交付しなければならない。 

 

指定居宅サービス事業者は、法第 41 条第８項の規定により交付し

なければならない領収証に、指定居宅サービスについて居宅要介護

被保険者から支払を受けた費用の額のうち、同条第４項第１号又は

第２号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額（その額が現に当該指定居宅サービスに要した費用の額を超える

ときは、当該現に指定居宅サービスに要した費用の額とする。）、

食事の提供に要した費用の額及び滞在に要した費用の額に係るもの

並びにその他の費用の額を区分して記載し、当該その他の費用の額

についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分して記載しなければなら

ない。 

（介護予防）介護保険法第５３条第７項（法第４１条第８項を準用）（略） （介護予防）介護保険法施行規則第８５条（施行規則第６５条を準用）（略） 
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１８ 保険給付の申請に必要となる証明書の交付 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第２５条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（18）を参照） 

(保険給付の申請に必要となる証明書の交付) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、法定代理受領サービスに

該当しない指定訪問リハビリテーションに係る利用料の支払を受け

た場合は、当該指定訪問リハビリテーションの内容、費用の額その

他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に

交付しなければならない。 

⒅ 保険給付の請求のための証明書の交付 

居宅条例第 25 条は、利用者が特別区及び市町村に対する保険給付

の請求を容易に行えるよう、指定訪問リハビリテーション事業者は、

法定代理受領サービスでない指定訪問リハビリテーションに係る利

用料の支払を受けた場合は、提供した指定訪問リハビリテーション

の内容、費用の額その他利用者が保険給付を請求する上で必要と認

められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付

しなければならないこととしたものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５３条の２）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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１９ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８４条 「条例施行要領」 第三の四の３ 

(指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針) 

指定訪問リハビリテーションは、利用者の要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、リハビリテーションの目標を設定し、計

画的に行われなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、提供する指定訪問リハ

ビリテーションの質の評価を行い、常に改善を図らなければなら

ない。 

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方

針（居宅条例第 84 条及び第 85 条） 

 

※「２０ 指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針」参照 

（介護予防）「予防条例」第８５条 （介護予防）「条例施行要領」 第四の三の３（１） 

(指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針) 

 指定介護予防訪問リハビリテーションは、利用者の介護予防に資

するよう、目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者は、提供する指定

介護予防訪問リハビリテーションの質の評価を行い、常に改善を

図らなければならない。 

３ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者は、利用者が可能

な限り要介護状態とならずに自立した日常生活を営むことができ

るよう支援することを目的として指定介護予防訪問リハビリテー

ションの提供を行わなければならない。 

４ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者は、利用者が有す

る能力を最大限活用することが可能となるような方法による指定

介護予防訪問リハビリテーションの提供に努めなければならな

い。 

５ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者は、指定介護予防

訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利用者との意思の

疎通を十分に図ることその他の方法により、利用者の主体的な事

業への参加を働きかけるよう努めなければならない。 

⑴ 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針 

予防条例第 85 条にいう指定介護予防訪問リハビリテーションの

基本取扱方針について、特に留意すべきところは、次のとおりであ

る。 

① 指定介護予防訪問リハビリテーションは、利用者の心身の状態、

生活環境を踏まえて、妥当適切に行うとともにその生活の質の確

保を図るよう、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医

師の診療に基づく介護予防訪問リハビリテーション計画に沿って

行うものとしたものであること。 

指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たって、指定

介護予防訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医

師から計画的な医学的管理を受けている患者であって、例外とし

て、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合には、別の

医療機関の医師から情報提供を受けて、当該情報をもとに介護予

防リハビリテーション計画を作成しても差し支えないものとす

ること。なお、この場合は、当該情報提供を行った別の医療機関

の医師と当該事業所の医師の間で十分な連携を図るものである

こと。 

② 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定介

護予防訪問リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所の理

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当

該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション

開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーショ

ンを中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者

に対する負荷等の指示を行うこと。 

③ 介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、一

人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した

日常生活を営むことができるよう支援することを目的として行わ
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れるものであることに留意しつつ行うこと。 

④ 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利

用者の心身の状態、リハビリテーションの内容やそれを提供する

目的、具体的な方法、リハビリテーションに必要な環境の整備、

療養上守るべき点及び療養上必要な目標等、療養上必要な事項に

ついて利用者及び家族に理解しやすいよう指導又は説明を行うこ

と。 

  また、介護予防の十分な効果を高める観点からは、利用者の主

体的な取組が不可欠であることから、サービスの提供に当たって

は、利用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をは

じめ、様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めること。 

⑤ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う

形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘

を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」

ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切

なサービス提供をしないよう配慮すること。 

⑥ 提供された介護予防サービスについては、介護予防訪問リハビ

リテーション計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなけ

ればならないものであること。 

⑦ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問

介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業

者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、

介護の工夫などの情報を伝達していること。 
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２０ 指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８５条 「条例施行要領」 第三の四の３ 

(指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針) 

 指定訪問リハビリテーションの具体的な取扱いは、第 79 に規定す

る基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げる

ところによらなければならない。 

一 医師の指示及び次条第１項に規定する訪問リハビリテーション

計画に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、日常生活の

自立に資するよう、適切に行うとともに、利用者又はその家族に

対し、リハビリテーションの観点から療養上必要とされる事項に

ついて、指導又は説明を行うこと。 

二 常に利用者の病状、心身の状況、希望及び置かれている環境の

的確な把握に努め、利用者に対し、適切な指定訪問リハビリテー

ションを提供すること。 

三 利用者について、次条第１項に規定する訪問リハビリテーショ

ン計画に従った指定訪問リハビリテーションの実施状況及びその

評価について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師に報

告すること。 

四 指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会

議（次条第１項に規定する訪問リハビリテーション計画又は第142

条第１項に規定する通所リハビリテーション計画の作成のため

に、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、医師、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計

画の原案に位置付けた指定居宅サービス等（法第８条第23項に規

定する指定居宅サービス等をいう。）の担当者その他の関係者（以

下｢構成員｣という。）により構成される会議をいう。以下同じ。）

の開催により、リハビリテーションに関する専門的な見地から利

用者の状況等に関する情報を構成員と共有するよう努め、利用者

に対し、適切なサービスを提供すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方

針（居宅条例第 84 条及び第 85 条） 

① 指定訪問リハビリテーションは、利用者の心身の状態、生活環

境を踏まえて、妥当適切に行うとともにその生活の質の確保を図

るよう、主治の医師との密接な連携のもとに訪問リハビリテーシ

ョン計画に沿って行うこととしたものであること。 

② 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リハビ

リテーションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテーシ

ョンの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中

の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の

基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等の

指示を行うこと。 

③ 指定訪問リハビリテーションの提供については、目標達成の度

合いやその効果等について評価を行うとともに、訪問リハビリテ

ーション計画の修正を行い改善を図る等に努めなければならない

ものであること。 

④ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、利用者の心

身状態、リハビリテーションの内容やそれを提供する目的、具体

的な方法、リハビリテーションに必要な環境の整備、療養上守る

べき点及び療養上必要な目標等、療養上必要な事項について利用

者及びその家族に理解しやすいよう指導又は説明を行うこと。 

⑤ 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、医学の進歩

に沿った適切な技術をもって対応できるよう、新しい技術の習得

等、研鑽を積むことを定めたものであること。 

⑥ 指定訪問リハビリテーションを行った際には、速やかに、指定

訪問リハビリテーションを実施した要介護者等の氏名、実施日時、

実施した訪問リハビリテーションの要点及び担当者の氏名を記録

すること。 

⑦ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事

業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対

し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護

の工夫などの情報を伝達していること。 

⑧ リハビリテーション会議の構成員は、医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案
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２ リハビリテーション会議は、テレビ電話装置その他の情報通信

機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことが

できるものとする。ただし、利用者又はその家族が参加する場合に

あっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者又はその家

族の同意を得なければならない。 

 

 

 

 

に位置付けた指定居宅サービス等の担当者、介護予防・日常生活

支援総合事業（法第 115 条の 45 第１項に規定する介護予防・日常

生活支援総合事業をいう。以下同じ。）のサービス担当者及び保

健師等とすること。 

指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会

議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利

用者の状況等に関する情報を当該構成員と共有するよう努める

こと。 

なお、リハビリテーション会議は、利用者及びその家族の参加

を基本とするものであるが、家庭内暴力等によりその参加が望ま

しくない場合や、家族が遠方に住んでいる等によりやむを得ず参

加できない場合は、必ずしもその参加を求めるものではないこ

と。 

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、

サービス担当者の事由等により、構成員がリハビリテーション会

議を欠席した場合は、速やかに当該会議の内容について欠席者と

の情報共有を図ること。 

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下こ

の⑧において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、

テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なけ

ればならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個

人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守する

こと。 

（介護予防）「予防条例」第８６条 （介護予防）「条例施行要領」 第四の三の３（２） 

（指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針) 

 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的な取扱いは、第 

78 条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づ

き、次に掲げるところによらなければならない。 

一 主治の医師若しくは歯科医師からの情報の伝達又はサービ

ス担当者会議若しくはリハビリテーション会議（介護予防訪問

リハビリテーション計画又は介護予防通所リハビリテーショ

ン計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本とし

つつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、指定介護

予防支援等基準省令第２条に規定する担当職員、介護予防サー

ビス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等（法第８

条の２第 16 項に規定する指定介護予防サービス等をいう。）

の担当者その他の関係者（以下｢構成員｣という。）により構成

⑵ 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針 

① 予防条例第 86 条第１項第１号及び第２号は、医師及び理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士は、介護予防訪問リハビリテーシ

ョン計画を作成しなければならないこととしたものである。介護

予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、主治医若

しくは主治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議若し

くはリハビリテーション会議を通じる等の適切な方法により、利

用者の病状、心身の状況、置かれている環境等を把握・分析し、

指定介護予防訪問リハビリテーションの提供によって解決すべき

問題状況を明らかにした上で（アセスメント）、これに基づき、

支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、

期間等を明らかにするものとする。なお、既に介護予防サービス

計画が作成されている場合には、当該計画に沿って介護予防訪問
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される会議をいう。以下同じ。）を通じること等の方法により、

利用者の病状、心身の状況、置かれている環境等日常生活全般

の状況を把握すること。 

二 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、前号に

規定する日常生活全般の状況及び利用者の希望を踏まえて、指

定介護予防訪問リハビリテーションの目標、当該目標を達成す

るための指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的な内

容、提供を行う期間等を記載した介護予防訪問リハビリテーシ

ョン計画(以下この条において「介護予防訪問リハビリテーシ

ョン計画」という。)を作成すること。この場合において、既

に介護予防サービス計画が作成されているときは、当該介護予

防サービス計画の内容に沿って作成すること。 

三 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、介

護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該

介護予防訪問リハビリテーション計画の内容について利用者

又はその家族に対して説明し、当該利用者の同意を得ること。 

四 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、介

護予防訪問リハビリテーション計画を作成した際には、当該介

護予防訪問リハビリテーション計画を利用者に交付すること。 

五 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が指定介護予

防通所リハビリテーション事業者（第 117 条第１項に規定する

指定介護予防通所リハビリテーション事業者をいう。）の指定

を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じ

て、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環

境に関する情報を構成員と共有し、介護予防訪問リハビリテー

ション及び介護予防通所リハビリテーションの目標及び当該

目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性

のとれた介護予防訪問リハビリテーション計画を作成した場

合については、第 125 条第１項第２号から第４号までに規定す

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を満た

すことをもって、第二号から前号までに規定する基準を満たし

ているものとみなすことができる。 

六 医師の指示及び介護予防訪問リハビリテーション計画に基

づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、日常生活の自立に

資するよう、適切に指定介護予防訪問リハビリテーションの提

供を行うこと。 

七 利用者又はその家族に対し、リハビリテーションの観点から

療養上必要とされる事項について、指導又は説明を行うこと。 

八 介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもって指定介護

予防訪問リハビリテーションの提供を行うこと。 

リハビリテーションの計画を立案する。介護予防訪問リハビリテ

ーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計

画を見直していること。 

② 同条同項第３号から第７号までは、利用者又はその家族に対す

る説明について定めたものである。即ち、介護予防訪問リハビリ

テーション計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏ま

えて作成されなければならないものであり、その内容について説

明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることによ

り、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しよう

とするものである。医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士は、介護予防訪問リハビリテーション計画の目標や内容

等について、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を

行うとともに、その実施状況や評価についても説明を行うものと

する。 

  また、介護予防訪問リハビリテーション計画を作成した際には、

当該リハビリテーション計画書を遅滞なく利用者に交付しなけれ

ばならず、当該リハビリテーション計画書は、予防条例第 83 条第

２項の規定に基づき、２年間保存しなければならないこととして

いる。 

③ 予防条例第 86 条第１項第８号は、指定介護予防訪問リハビリテ

ーションの提供に当たっては、医学の進歩に沿った適切な技術を

もって対応できるよう、新しい技術の習得等、研鑽を積むことを

定めたものである。 

④ 同条同項第 10 号から第 12 号までは、介護予防訪問リハビリテ

ーション計画に定める計画期間終了後の当該計画の実施状況の把

握（モニタリング）、当該モニタリング結果の記録の作成、当該

記録の担当する介護予防支援事業者への報告を義務づけたもので

ある。 

⑤ 介護予防サービス計画に基づきサービスを提供している指定介

護予防訪問リハビリテーション事業者については、介護予防訪問

リハビリテーション計画の作成に当たっては、利用者の状況を把

握・分析し、介護予防訪問リハビリテーションの提供によって解

決すべき問題状況を明らかにし(アセスメント)、これに基づき、

支援の方向性や目標を明確にし、担当する理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が提供するサービスの具体的内容、所要時間、

日程等を明らかにするものとする。なお、介護予防訪問リハビリ

テーション計画の様式については、事業所ごとに定めるもので差

し支えない。 
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九 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、利用者について、

介護予防訪問リハビリテーション計画に従った指定介護予防

訪問リハビリテーションの実施状況及びその評価について、速

やかに診療記録を作成するとともに、医師に報告すること。 

十 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、介

護予防訪問リハビリテーション計画に基づく指定介護予防訪

問リハビリテーションの提供を開始した時から、当該介護予防

訪問リハビリテーション計画に記載した指定介護予防訪問リ

ハビリテーションの提供を行う期間が終了する時までに、少な

くとも１回、当該介護予防訪問リハビリテーション計画の実施

状況の把握(次号及び第11号において「モニタリング」という。)

を行うこと。 

十一 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、

モニタリングの結果の記録を行い、当該記録を当該指定介護予

防訪問リハビリテーションの提供に係る介護予防サービス計

画を作成した介護予防支援事業者に報告すること。 

十ニ 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、

モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防訪問リハ

ビリテーション計画の変更を行うこと。 

２ リハビリテーション会議は、テレビ電話装置その他の情報通信

機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族が参加する場

合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者又は

その家族の同意を得なければならない。 

３ 前項第１号から第 11 号までの規定は、同項第 12 号に規定する

介護予防訪問リハビリテーション計画の変更について準用する。 

 

●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A」（平成 27 年 4 月 1 日）  

リハビリテーション会議 

(問８１) 

リハビリテーション会議への参加は、誰でも良いのか。 

 

 

 

(答) 

利用者及びその家族を基本としつつ、医師、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計

画に位置付けた指定居宅サービス等の担当者その他の関係

者が構成員となって実施される必要がある。 

(問８２) 

 介護支援専門員が開催する「サービス担当者会議」に参加

し、リハビリテーション会議同等の構成員の参加とリハビリ

テーション計画に関する検討が行われた場合は、リハビリテ

ーション会議を開催したものと考えてよいのか。 

(答) 

サービス担当者会議からの一連の流れで、リハビリテーシ

ョン会議と同様の構成員によって、ハビリテーションに関す

る専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を共有し

た場合は、リハビリテーション会議を行ったとして差し支え

ない。 
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(問８３) 

リハビリテーション会議に欠席した構成員がいる場合、サ

ービス担当者会議と同様に照会という形をとるのか。 

(答) 

照会は不要だが、会議を欠席した居宅サービス等の担当者

等には、速やかに情報の共有を図ることが必要である。 

 
●介護保険最新情報 vol.471「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成 27 年 4 月 30 日） 

リハビリテーション会議 

(問６) 

地域ケア会議とリハビリテーション会議が同時期に開催

される場合であって、地域ケア会議の検討内容の１つが、通

所リハビリテーションの利用者に関する今後のリハビリテ

ーションの提供内容についての事項で、当該会議の出席者が

当該利用者のリハビリテーション会議の構成員と同様であ

り、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の

状況等に関する情報を構成員と共有した場合、リハビリテー

ション会議を開催したものと考えてよいのか。 

(答) 

貴見のとおりである。 
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２１ 訪問リハビリテーション計画の作成 
・ リハビリテーション計画の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得ること。また、

当該リハビリテーション計画を利用者に交付すること。 

【指導事例】 

・ 居宅サービス計画や医師の指示の内容をふまえて、計画書を作成していない。 

・ 利用者の状態変化等に応じた計画の変更がなされていない。 

・ 利用者又は家族の同意を得ていない／不明確 
 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８６条 「条例施行要領」 第三の四の３ 

(訪問リハビリテーション計画の作成) 

 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該医師の

診療に基づき、利用者の病状、心身の状況、希望及び置かれている

環境を踏まえて、指定訪問リハビリテーションの目標、当該目標を

達成するための具体的な指定訪問リハビリテーションの内容等を記

載した訪問リハビリテーション計画(以下この条において「訪問リハ

ビリテーション計画」という。)を作成しなければならない。この場

合において、既に居宅サービス計画が作成されているときは、当該

居宅サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。 

２ 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、訪問

リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該訪問リハビリ

テーション計画の内容について利用者又はその家族に対して説明

し、当該利用者の同意を得なければならない。 

３ 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、訪問

リハビリテーション計画を作成した際には、当該訪問リハビリテ

ーション計画を利用者に交付しなければならない。 

４  指定訪問リハビリテーション事業者が指定通所リハビリテーシ

ョン事業者（第136条第１項に規定する指定通所リハビリテーショ

ン事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーシ

ョン会議の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及

びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リ

ハビリテーション及び通所リハビリテーションの目標及び当該目

標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性のとれ

た訪問リハビリテーション計画を作成した場合については、第142

条第１項から第３項までに規定する運営に関する基準を満たすこ

とをもって、前３項に規定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

⑶ 訪問リハビリテーション計画の作成（居宅条例第 86 条） 

① 訪問リハビリテーション計画は、指定訪問リハビリテーション

事業所の医師の診療に基づき、利用者ごとに、利用者の心身の状

態、生活環境を踏まえて作成することとしたものである。利用者

の希望、リハビリテーションの目標及び方針、健康状態、リハビ

リテーション実施上の留意点、リハビリテーション終了の目安・

時期等を記載する。なお、既に居宅サービス計画等が作成されて

いる場合には、居宅サービス計画に沿って訪問リハビリテーショ

ン計画を立案すること。訪問リハビリテーション計画の進捗状況

を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。 

②  訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては①が原則であ

るが、指定訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医

師から計画的な医学的管理を受けている患者であって、例外とし

て、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合には、別の

医療機関の医師から情報の提供を受けて、当該情報を根拠に訪問

リハビリテーション計画を作成しても差し支えないものとするこ

と。 

③ 訪問リハビリテーション計画の目標や内容等について、利用者

及びその家族に理解しやすい方法で説明を行うとともに、その実

施状況や評価についても説明を行う。 

④ 訪問リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って作

成されなければならないこととしたものである。 

  なお、訪問リハビリテーション計画を作成後に居宅サービス計

画が作成された場合は、当該訪問リハビリテーション計画が居宅

サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更す

るものとすること。 

⑤ 訪問リハビリテーション計画は医師の診療に基づき、利用者の

病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作

成されなければならないものであり、サービス内容等への利用者

の意向の反映の機会を保障するため、医師及び理学療法士、作業
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療法士又は言語聴覚士は、当該計画の作成に当たっては、その内

容等を説明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当

該訪問リハビリテーション計画書を利用者に交付しなければなら

ない。 

  なお、交付した訪問リハビリテーション計画書は、居宅条例第

87 条第２項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

⑥ 指定訪問リハビリテーション事業者が、指定通所リハビリテー

ション事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会

議の開催等を通じて、指定訪問リハビリテーション及び指定通所

リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテー

ション提供内容について整合性のとれた訪問リハビリテーション

計画を作成した場合については、居宅条例第 142 条第１項から第

３項までの基準を満たすことによって、居宅条例第 86 条第１項か

ら第３項までの基準を満たしているとみなすことができることと

したものであること。 

  当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえた上

で、共通目標を設定すること。また、その達成に向けて各々の事

業の役割を明確にした上で、利用者に対して一連のサービスとし

て提供できるよう、個々のリハビリテーションの実施主体、目的

及び具体的な提供内容等を一つの計画として分かりやすく記載す

るよう留意すること。 

⑦ 訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションにおいて

整合性のとれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合に

は、居宅条例第85条第３項に規定する診療記録を一括して管理し

ても差し支えないものであること。 

⑧ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定訪問リ

ハビリテーション事業者については、第３の１の３の⒇の⑥を準

用する。この場合において、「訪問介護計画」とあるのは「訪問

リハビリテーション計画」と読み替える。 

 

●介護保険最新情報 vol.948「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A Vol.2」（令和３年 3 月 23 日） 

リハビリテーション計画書 

(問22) 

 報酬告示又は予防報酬告示の留意事項通知において、医療

保険から介護保険のリハビリテーションに移行する者の情

報提供に当たっては「リハビリテーション・個別機能訓練、

栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並び

に事務処理手順及び様式例の提示について」（令和3年3月

16 日老認発0316 第３号、老老発0316 第2号）の別紙

様式2-2-1を用いることとされている。別紙様式2-2-1は

（答） 

・ 医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する

者の情報提供に当たっては別紙様式２－２－１を用いる

必要があるが、Barthel Index の代替としてFIM を用い

る場合に限り変更を認める。 

・ なお、様式の変更に当たっては、本件のように情報提供

をする医師と情報提供を受ける医師との間で事前の合意

があることが必要である。 
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BarthelIndex が用いられているが、情報提供をする医師と

情報提供を受ける医師との間で合意している場合には、FIM

（Functional Independenceeasure）を用いて評価して

もよいか。 

 

 

(問23) 

医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する

者の情報提供について、「リハビリテーション・個別機能訓

練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並

びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３

月16 日老認発0316第３号、老老発0316 第２号）の別

紙様式2-2-1をもって、保険医療機関から介護保険のリハ

ビリテーション事業所が情報提供を受け、当該事業所の医師

が利用者を診療するとともに、別紙様式2-2-1に記載され

た内容について確認し、リハビリテーションの提供を開始し

ても差し支えないと判断した場合には、例外として、別紙様

式2-2-1をリハビリテーション計画書と見なしてリハビリ

テーションの算定を開始してもよいとされている。 

１） 医療保険から介護保険のリハビリテーションへ移行す

る者が、当該保険医療機関を介護保険のリハビリテーショ

ン事業所として利用し続ける場合であっても同様の取扱

いをしてよいか。また、その場合、保険医療機関側で当該

の者を診療し、様式2-2-1を記載して情報提供を行った

医師と、介護保険のリハビリテーション事業所側で情報提

供を受ける医師が同一であれば、情報提供を受けたリハビ

リテーション事業所の医師の診療を省略して差し支えな

いか。 

２） 医療保険から介護保険のリハビリテーションへ移行す

る者が、保険医療機関から情報提供を受ける介護保険のリ

ハビリテーション事業所において、指定訪問リハビリテー

ションと指定通所リハビリテーションの両方を受ける場

合、リハビリテーション会議の開催等を通じて、利用者の

病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境に関す

る情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通

所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリ

ハビリテーション提供内容について整合が取れたものと

なっていることが確認できれば、別紙様式2-1による情報

提供の内容を訪問リハビリテーション及び通所リハビリ

テーションの共通のリハビリテーション計画とみなして、

双方で使用して差し支えないか。 

（答） 

１） よい。また、医師が同一の場合であっては、医師の診

療について省略して差し支えない。ただし、その場合には

省略した旨を理由とともに記録すること。 

２） 差し支えない。 

≪参考≫ 

居宅基準第81 条第５項、基準解釈通知第３の四の３の(３)

⑤から⑦までを参照のこと。 
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２２ 利用者に関する区市町村への通知 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３０条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（21）を参照） 

(利用者に関する区市町村への通知) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者が正当な理由なく、

指定訪問リハビリテーションの利用に関する指示に従わないことに

より、要介護状態の程度を増進させたと認められる場合又は偽りそ

の他不正の行為によって保険給付を受け、若しくは受けようとした

場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を区市町村に通知しなけれ

ばならない。 

(21) 利用者に関する特別区及び市町村への通知 

 居宅条例第 30 条は、偽りその他不正な行為によって保険給付を受

けた者及び自己の故意の犯罪行為又は重大な過失等により、要介護

状態又はその原因となった事故を生じさせるなどした者について

は、特別区及び市町村が、法第 22条第１項に基づく既に支払った保

険給付の徴収又は法第 64 条に基づく保険給付の制限を行うことが

できることに鑑み、指定訪問リハビリテーション事業者が、その利

用者に関し、保険給付の適正化の観点から特別区及び市町村に通知

しなければならない事由を列記したものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５３条の３）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２３ 衛生管理等 

・ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うこと。 

・ 感染症が発生し、又はまん延しないように感染症対策委員会を開催するなど、必要な措置を講じなければな

らない。 

【指導事例】 

・ 定期的な健康診断が行われていない。 

・ 非常勤職員など、他で健康診断を受診した職員の健康診断結果が適切に管理されていない。 

 
根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３２条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（23）を参照） 

(衛生管理等) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を

行わなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテー

ション事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めな

ければならない。 

 

 

 

３ 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテー

ション事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、

規則で定める措置を講じなければならない。 

 

居宅規則 

第１４条の２（第４条の２準用） 

（衛生管理等） 

第４条の２ 条例第 32 条第３項に規定する規則で定める措置は、次

に掲げるとおりとする。 

一 感染症の予防及びまん延の防止に係る対策を検討するため

の感染症対策委員会その他の委員会をおおむね６月に１回以

上開催するとともに、その結果について、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士等に十分に周知すること。 

二 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備するこ

と。 

三 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等に対し、感染症の

予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施

すること。 

２ 前項第１号の委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

(23) 衛生管理等 

① 居宅条例第 32 条第１項及び第２項は、指定訪問リハビリテーシ

ョン事業者は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の清潔の

保持及び健康状態の管理並びに指定訪問リハビリテーション事業

所の設備及び備品等の衛生的な管理に努めるべきことを規定した

ものである｡特に、指定訪問リハビリテーション事業者は､理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が感染源となることを予防し、

また理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を感染の危険から守

るため、使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備える

など対策を講じる必要がある。 

② 同条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないよう

に講ずるべき措置については、具体的には次のイからハまでの取

扱いとすること。各事項について、同項に基づき事業所に実施が

求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。 

なお、感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る義務

付けの適用に当たっては、令和三年改正条例附則第四項におい

て、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされている。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、

感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成するこ

とが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外

部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバー

の責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担

当する者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくこと

が必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状

況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、
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ができるものとする。 

 
 

感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必

要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像

を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）

を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の

適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シス

テムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、こ

れと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事

業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との

連携等により行うことも差し支えない。 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための

指針」には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。 

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、

ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の

対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保

健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政

等への報告等が想定される。また、発生時における事業所内の連

絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくこ

とも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場

における感染対策の手引き」を参照されたい。 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等その他の従業者に対

する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、

感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するととも

に、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的

なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定

期的な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には

感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容

についても記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向

け感染症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業

所内で行うものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行う

こと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生

時の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回
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以上）に行うことが必要である。訓練においては、感染症発生時

において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び

研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をし

た上でのケアの演習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机

上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施する

ことが適切である。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の２）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２４ 掲示 
【指導事例】  

・ 重要事項説明書等の掲示が行われていない。 

 
根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３３条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（24）を参照） 

(掲示) 

１ 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテー

ション事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士の勤務体制その他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければなら

ない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、前項に規定する事項を

記載した書面を指定リハビリテーション事業所に備え付け、かつ、

これを関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による

掲示に代えることができる。 

 

 

(24) 掲示 

① 居宅条例第 33 条第１項は、指定訪問リハビリテーション事業者

は、運営規程の概要、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の

勤務の体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサー

ビスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月

日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申

込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を指定訪問

リハビリテーション事業所の見やすい場所に掲示することを規定

したものであるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

イ 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サー

ビスの利用申込者、利用者又はその家族に対して見やすい場所

のことであること。 

ロ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等の勤務の体制につ

いては、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨

であり、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等の氏名まで

掲示することを求めるものではないこと。 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービス

の利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当

該指定訪問リハビリテーション事業所内に備え付けることで同条

第１項の掲示に代えることができることを規定したものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の３）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２５ 秘密保持等 

・ 従業者及び従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

すことがないよう、必要な措置を講じること。 

・ 従業者でなくなった後も秘密を保持すべきことを、雇用時などに取り決めておくこと。 

・ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情

報を用いる場合は当該家族の同意を、それぞれあらかじめ文書により得ること。 

【指導事例】 

・ 従業者の守秘義務についての取り決めが徹底されていない。 

・ 従業者であった者の守秘義務についての取り決めが徹底されていない。 

・ 利用者及び利用者家族の個人情報を用いる場合、事前に文書による同意が明確でない。 

・ 利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は家族の同意を

それぞれ文書により得なければならないが、利用者の家族の同意が明確でない。 

 
根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３４条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（25）を参照） 

(秘密保持等) 

 指定訪問リハビリテーション事業所の従業者は、正当な理由な

く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、従業者であった者が、

正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定訪問リハビリテーション事業者は、サービス担当者会議等

において、利用者の個人情報を用いる場合にあっては当該利用者

の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合にあっては当該

家族の同意を、あらかじめ文書により得なければならない。 

(25) 秘密保持等 

① 居宅条例第 34 条第１項は、指定訪問リハビリテーション事業所

の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士その他の従業者に、そ

の業務上知り得た利用者又はその家族の秘密の保持を義務づけた

ものである。 

② 同条第２項は、指定訪問リハビリテーション事業者に対して、

過去に当該指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士その他の従業者であった者が、その業務

上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必

要な措置を取ることを義務づけたものであり、具体的には、指定

訪問リハビリテーション事業者は、当該指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士その他の従

業者が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持す

べき旨を、従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金につい

ての定めをおくなどの措置を講ずべきこととするものである。 

③ 同条第３項は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がサー

ビス担当者会議等において、課題分析情報等を通じて利用者の有

する問題点や解決すべき課題等の個人情報を、介護支援専門員や

他のサービスの担当者と共有するためには、指定訪問リハビリテ

ーション事業者は、あらかじめ、文書により利用者又はその家族

から同意を得る必要があることを規定したものであるが、この同

意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族から包括的な同

意を得ておくことで足りるものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の４）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２６ 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３６条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（27）を参照） 

(居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅介護支援事業者又は

その従業者に対し、利用者に特定の事業者によるサービスを利用さ

せることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはな

らない。 

(27) 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

居宅条例第 36 条は、居宅介護支援の公正中立性を確保するため

に、指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅介護支援事業者又

はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービス

を利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与

してはならないこととしたものである。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の６）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２７ 苦情処理 
 

・ 苦情相談窓口について、重要事項説明書に記載すること。 

【指導事例】 

・ 苦情の相談窓口として、以下のいずれかの記載が不足している。 

① 事業所の相談窓口 

② 通常の事業の実施地域内の全ての保険者の相談窓口 

③ 東京都国民健康保険団体連合会の相談窓口 

・ 苦情を処理するために講ずる措置の概要について、事業所に掲示がない。 

 
根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３７条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（28）を参照） 

 (苦情処理) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者及びその家族から

の指定訪問リハビリテーションに関する苦情に迅速かつ適切に対応

するために、窓口の設置その他の必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、前項の苦情を受け付け

た場合は、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 指定訪問リハビリテーション事業者は、提供した指定訪問リハ

ビリテーションに関し、法第 23 条の規定による区市町村が行う文

書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該区市町村の職

員が行う質問若しくは照会に応じるとともに、利用者からの苦情

に関して区市町村が行う調査に協力し、当該区市町村から指導又

は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を

行わなければならない。この場合において、当該区市町村からの

求めがあったときは、当該改善の内容を報告しなければならない。 

４ 指定訪問リハビリテーション事業者は、提供した指定訪問リハ

ビリテーションに関する利用者からの苦情に関して国民健康保険

団体連合会(国民健康保険法(昭和33年法律第192号)第45条第５

項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。)が行う

法第 176 条第１項第３号の規定による調査に協力するとともに、

国民健康保険団体連合会から同号の規定による指導又は助言を受

けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれ

ばならない。この場合において、当該国民健康保険団体連合会か

らの求めがあったときは、当該改善の内容を報告しなければなら

ない。 

(28) 苦情処理 

① 居宅条例第 37 条第１項にいう「必要な措置」とは、具体的には、

相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を

処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込

者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する

措置の概要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示す

ること等である。 

② 同条第２項は、利用者及びその家族からの苦情に対し、指定訪

問リハビリテーション事業者が組織として迅速かつ適切に対応す

るため、当該苦情（指定訪問リハビリテーション事業者が提供し

たサービスとは関係のないものを除く。）の受付日、その内容等

を記録することを義務づけたものである。 

  また、指定訪問リハビリテーション事業者は、苦情がサービス

の質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情

の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行うべ

きである。 

  なお、居宅条例第 41 条第２項の規定に基づき、苦情の内容等の

記録は、２年間保存しなければならない。 

③ 居宅条例第 37 条第３項は、法上、苦情処理に関する業務を行う

ことが位置付けられている国民健康保険団体連合会のみならず、

住民に最も身近な行政庁であり、かつ、保険者である特別区及び

市町村が、サービスに関する苦情に対応する必要が生ずることか

ら、特別区及び市町村についても国民健康保険団体連合会と同様

に、指定訪問リハビリテーション事業者に対する苦情に関する調

査や指導、助言を行えることを運営基準上、明確にしたものであ

る。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の７）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２８ 地域との連携等 

根拠法令等 

「居宅条例」第８８条（準用第３８条） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（29）を参照） 

(地域との連携等) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテーシ

ョンの事業の運営に当たっては、区市町村が実施する社会福祉に関

する事業に協力するよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、指定訪問リハビリテー

ション事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対

して指定訪問リハビリテーションを提供する場合には、当該建物

に居住する利用者以外の者に対しても指定訪問リハビリテーショ

ンの提供を行うよう努めなければならない。 

 

(29) 地域との連携 

居宅条例第 38 条第１項は、居宅条例第３条第２項の趣旨に基づ

き、介護サービス相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、

特別区及び市町村との密接な連携に努めることを規定したものであ

る。 

 なお、「特別区及び市町村が実施する事業」には、介護サービス

相談員派遣事業のほか、広く特別区及び市町村が老人クラブ、婦人

会その他の非営利団体や住民の協力を得て行う事業が含まれるもの

である。 

② 同条第２項は、高齢者向け集合住宅等と同一の建物に所在する

指定訪問リハビリテーション事業所が当該高齢者向け集合住宅等に

居住する要介護者に指定訪問リハビリテーションを提供する場合、

当該高齢者向け集合住宅等に居住する要介護者のみを対象としたサ

ービス提供が行われないよう、第 13 条の正当な理由がある場合を除

き、地域包括ケア推進の観点から地域の要介護者にもサービス提供

を行うよう努めなければならないことを定めたものである。なお、

こうした趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて、都道府県が条例等を

定める場合や、市町村等の意見を踏まえて指定の際に条件を付す場

合において、例えば、当該事業所の利用者のうち、一定割合以上を

当該集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければ

ならない等の規定を設けることは差し支えないものである。この際、

自立支援や重度化防止等につながるようなサービス提供がなされて

いるか等、サービスの質が担保されているかが重要であることに留

意すること。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の８）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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２９ 事故発生時の対応 

 
・ 事故が発生した場合には、速やかに保険者等に連絡をすること。 

 
根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３９条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（30）を参照） 

(事故発生時の対応) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定訪問

リハビリテーションの提供により事故が発生した場合は、速やかに

区市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業

者等に連絡を行うとともに、当該事故の状況及び処置についての記

録その他必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定訪

問リハビリテーションの提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、速やかに損害賠償を行わなければならない。 

(30) 事故発生時の対応 

 居宅条例第 39 条は、利用者が安心して指定訪問リハビリテーショ

ンの提供を受けられるよう、事故発生時の速やかな対応を規定した

ものである。指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対す

る指定訪問リハビリテーションの提供により事故が発生した場合

は、特別区及び市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅

介護支援事業者等に対して連絡を行う等の必要な措置を講じるべき

こととするとともに、当該事故の状況及び事故に際して採った処置

について記録しなければならないこととしたものである。 

 また、利用者に対する指定訪問リハビリテーションの提供により

賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなけれ

ばならないこととしたものである。 

 なお、居宅条例第 87 条第２項の規定に基づき、事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録は、２年間保存しなければな

らない。 

 このほか、以下の点に留意するものとする。 

① 利用者に対する指定訪問リハビリテーションの提供により事故

が発生した場合の対応方法については、あらかじめ指定訪問リハ

ビリテーション事業者が定めておくことが望ましいこと。 

② 指定訪問リハビリテーション事業者は、賠償すべき事態におい

て速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入しておくか、又

は賠償資力を有することが望ましいこと。 

③ 指定訪問リハビリテーション事業者は、事故が生じた際にはそ

の原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じること。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の９）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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３０ 虐待の防止 

 
・ 事業者は、虐待の発生及び再発を防止するため虐待防止検討委員会の開催等、必要な措置を講じること。 

 
根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第３９条の２を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（31）を参照） 

（虐待の防止） 

指定訪問リハビリテーション事業者は、虐待の発生及び再発を防

止するため、規則で定める措置を講じなければならない。 

 

居宅規則 

第１４条の２（第４条の３を準用） 

（虐待の防止） 

第４条の３ 条例 39 条の２に規定する規則で定める措置は、次に掲

げるとおりとする。 

一 虐待の防止に係る対策を検討するための委員会を定期的に

開催するとともに、その結果について、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士等に十分に周知すること。 

二 虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等に対し、虐待の防

止のための研修を定期的に実施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く

こと。 

２ 前項第一号の委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。 

 

 
 
 
 

 

(31) 虐待の防止 

居宅条例第 39 条の２は、虐待の防止に関する事項について規定し

たものである。虐待は、介護保険法の目的の一つである高齢者の尊

厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極

めて高く、指定訪問リハビリテーション事業者は虐待の防止のため

に必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止するため

の対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17 年法律第

124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されていると

ころであり、その実効性を高め、入所者の尊厳の保持・人格の尊重

が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を

講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定訪問リハビリテーション事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊

重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があ

り、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じ

て、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業

者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責

務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定訪問リハビリテーション事業所の従業者は、虐待等又はセル

フ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあるこ

とから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対

する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが

望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利

用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必

要があり、指定訪問リハビリテーション事業者は当該通報の手続が

迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協

力するよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が

発生した場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を
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実施するものとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正条例附則

第２項において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31

日までの間は、努力義務とされている。 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第一号） 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止

検討委員会」という。）は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、

虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検

討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メ

ンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催す

ることが必要である。また、虐待防止の専門家を委員として積極的

に活用することが望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複

雑かつ機微なものであることが想定されるため、その性質上、一概

に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別の状況に

応じて慎重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、

これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事

業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連

携等により行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検

討することとする。その際、そこで得た結果（事業所における虐待

に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図

る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関す 

ること 

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅 

速かつ適切に行われるための方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる 

再発の確実な防止策に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価 

に関すること 
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② 虐待の防止のための指針（第二号） 

指定訪問リハビリテーション事業者が整備する「虐待の防止のた

めの指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第三号） 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等

の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するもので

あるとともに、当該指定訪問リハビリテーション事業所における指

針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定訪問リハ

ビリテーション事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、

定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には

必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研

修の実施は、事業所内職員研修での研修で差し支えない。 

④ 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者（第四号） 

指定訪問リハビリテーション事業所における虐待を防止するた

めの体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するた

め、専任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、

虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望

ましい。 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の９の２）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 

 

●介護保険最新情報 vol. 952「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A（vol.３）」（令和３年３月 26 日） 

【全サービス共通】 

（問１）  

 居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者

では、実質的に従業者が１名だけということがあり得る。こ

のような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修を定期的

にしなければならないのか。 

 

 

（答） 

・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守

るため、関係機関との連携を密にして、規模の大小に関わ

りなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していた

だきたい。小規模事業所においては他者・他機関によるチ

ェック機能が得られにくい環境にあることが考えられる

ことから、積極的に外部機関等を活用されたい。 

- 74 -



 

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催に

あたっては、法人内の複数事業所による合同開催、感染症

対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を

得て開催することが考えられる。 

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法

人内の複数事業所や他委員会との合同開催、都道府県や市

町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所に

よる外部講師を活用した合同開催等が考えられる。 
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３１ 会計の区分 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８８条（第４０条を準用） 「条例施行要領」第三の四の３（５）（第三の一の３（32）を参照） 

(会計の区分) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、各指定訪問リハビリテー

ション事業所において経理を区分するとともに、指定訪問リハビリ

テーションの事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければ

ならない。 

(32) 会計の区分 

居宅条例第 40 条は、指定訪問リハビリテーション事業者は、指定

訪問リハビリテーション事業所ごとに経理を区分するとともに、指

定訪問リハビリテーションの事業の会計とその他の事業の会計を区

分しなければならないこととしたものであるが、具体的な会計処理

の方法等については、別に通知するところによるものであること。 

【参照】介護保険の給付対象事業における会計の区分について 

（平成 13年 3月 28 日 老振発第 18 号） 

（介護予防）「予防条例」第８４条（準用第５４条の１０）（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 
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３２ 記録の整備 

根拠法令等 

「居宅条例」 第８７条 「条例施行要領」 第三の四の３ 

(記録の整備) 

 指定訪問リハビリテーション事業者は、従業者、設備、備品及び

会計に関する記録を整備しなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定訪

問リハビリテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、

当該利用者の契約終了の日から２年間保存しなければならない。 

一 訪問リハビリテーション計画 

二 次条において準用する第 23 条第２項に規定する提供したサ

ービスの具体的な内容等の記録 

三 次条において準用する第 30 条に規定する区市町村への通知

に係る記録 

四 次条において準用する第 37 条第２項に規定する苦情の内容

等の記録 

五 次条において準用する第 39 条第１項に規定する事故の状況

及び処置についての記録 

（4）記録の整備 

居宅条例第 87 条第２項は、指定訪問リハビリテーション事業者が

同項各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなければならない

こととしたものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契

約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立

等）により一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

居宅条例第 87 条第２項の指定訪問リハビリテーションの提供に

関する記録には診療記録が含まれるものであること。 

 

（介護予防）「予防条例」第８３条（略） （介護予防）「条例施行要領」第四の一（略） 

 

●介護保険最新情報 vol. 952「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A（vol.３）」（令和３年３月 26 日） 

指定基準の記録の整備の規定について 

（問２）  

 指定基準の記録の整備の規定における「その完結の日」の

解釈が示されたが、指定権者が独自に規定を定めている場合

の取扱い如何。 

 

（答） 

・ 指定権者においては、原則、今回お示しした解釈に基づ

いて規定を定めていただきたい。 

・ なお、指定権者が独自に規定を定めている場合は、当該

規定に従っていれば、指定基準違反になるものではない。 
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Ⅴ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準  

１ 算定基準 

・ 所在地により各級地に応じて算定する。 

 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 「厚労省告示第９３号」 

 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 41 条第４項及び第 53 条

第２項の規定に基づき、指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準を次のように定め、平成 12 年４月１日から適用する。 

１ 指定居宅サービスに要する費用の額は、別表指定居宅サービス

介護給付費単位数表により算定するものとする。 

２ 指定居宅サービスに要する費用（別表中短期入所療養介護に係

る緊急時施設療養費（特定治療に係るものに限る。）及び特別療

養費並びに特定診療費として算定される費用を除く。）の額は、

別に厚生労働大臣が定める一単位の単価に別表に定める単位数を

乗じて算定するものとする。 

３ 前２号の規定により指定居宅サービスに要する費用の額を算定

した場合において、その額に一円未満の端数があるときは、その

端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「厚生労働大臣が定める一単位の単価」 

１ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成

12 年厚生省告示第 19 号)第２号、(略)、指定介護予防サービスに

要する費用の額の算定に関する基準(平成 18 年厚生労働省告示第

127 号)第２号、(略)の厚生労働大臣が定める一単位の単価(以下

「一単位の単価」という。)は、十円に次の表に掲げる介護保険法(平

成９年法律第 123 号)第 41 条第１項に規定する指定居宅サービス、

(略)同法第 53 条第１項に規定する指定介護予防サービス、(略)等

を行う介護保険施設が所在する地域区分及び同表の中欄に掲げる

サービス種類に応じて同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額と

する。 

【訪問リハビリテーション（介護予防含む）】 

地域区分 地域 割合 

一級地 特別区 1,110／1,000 

二級地 町田市、狛江市、多摩市 1,088／1,000 

三級地 八王子市、武蔵野市、三鷹市、青梅

市、府中市、調布市、小金井市、小

平市、日野市、東村山市、国分寺市、

国立市、清瀬市、東久留米市、稲城

市、西東京市 

1,083／1,000 

四級地 立川市、昭島市、東大和市 1,066／1,000 

五級地 福生市、あきる野市、日の出町 1,055／1,000 

六級地 武蔵村山市、羽村市、瑞穂町、 

奥多摩町、檜原村 

1,033／1,000 

七級地 なし 1,017／1,000 

その他 島嶼 1,000／1,000 
 

（介護予防）平成１８年 厚労省告示第１２７号（略）  
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●介護保険最新情報 vol.948「介護報酬に係る Q&A vol.2」（令和３年３月２３日） 

算定の基準について 

(問24) 

 訪問リハビリテーションの算定の基準に係る留意事項に、

「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門

員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービス

に該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの

観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達

していること」があるが、その他の指定居宅サービスを利用

していない場合や福祉用具貸与のみを利用している場合は

どのような取扱いとなるのか。 

（答） 

リハビリテーション以外にその他の指定居宅サービスを

利用していない場合は、該当する他のサービスが存在しない

ため情報伝達の必要性は生じない。また、福祉用具貸与のみ

を利用している場合であっても、本基準を満たす必要があ

る。通所リハビリテーションにおいても同様に取り扱う。 

 

●介護保険最新情報 vol.966「令和 3 年度介護報酬改定に関する Q＆A(vol.６)」（令和 3 年４月１５日） 

算定の基準について 

(問１) 

シーティングとして、医師の指示の下に理学療法士等が、

椅子や車椅子等上の適切な姿勢保持や褥瘡予防のため、患者

の体幹機能や座位保持機能を評価した上で体圧分散やサポ

ートのためのクッションや付属品の選定や調整を行った場

合に、介護報酬上におけるリハビリテーションの実施時間に

含めることは可能か。 

  

(答) 

可能。この場合のシーティングとは、椅子や車椅子等上で

の姿勢保持が困難なため、食事摂取等の日常生活動作の能力

の低下を来した患者に対し、理学療法士等が、車椅子や座位

保持装置上の適切な姿勢保持や褥瘡予防のため、患者の体幹

機能や座位保持機能を評価した上で体圧分散やサポートの

ためのクッションや付属品の選定や調整を行うことをいい、

単なる離床目的で椅子や車椅子等上での座位をとらせる場

合は該当しない。またシーティング技術を活用して車椅子で

はなく、椅子やテーブル等の環境を整えることで、「椅子に

座る」ことが望ましい。なお、シーティングの実務について

は「高齢者の適切なケアとシーティングに関する手引き」を

参考とすること。 ＜参考：「高齢者の適切なケアとシーテ

ィングに関する手引き」（令和２年度 厚生労働省老人保健

健康増進等事業「車椅子における座位保持等と身体拘束との

関係についての調査研究」高齢者の適切なケアとシーティン

グに係る検討委員会、令和３年３月）＞ 1.1  

高齢者ケアにおけるシーティングとは  

高齢者ケアにおけるシーティングを、「体幹機能や座位保

持機能が低下した高齢者が、個々に望む活動や参加を実現

し、自立を促すために、椅子や車椅子等に快適に座るための 

支援であり、その支援を通して、高齢者の尊厳ある自立した

生活の保障を目指すもの」と定義します。 
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２ 訪問リハビリテーション費 

・ 計画的な医学的管理を行っている事業所の医師の指示の下、実施すること。 

・ 計画的な医学的管理を行っている事業所の医師の診療の日から３月以内に行われた場合に算定すること。 

【指導事例】 

・ 医師の診療の日から３月を越えた期間にサービスを提供し、訪問リハビリテーション費を算定していた。 

 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注１ 「老企第３６号」 第２の５ 

イ 訪問リハビリテーション費(１回につき)     ３０７単位 

通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業

所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この号において

「理学療法士等」という。）が、計画的な医学的管理を行っている

当該事業所の医師の指示に基づき、指定訪問リハビリテーションを

行った場合に算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 算定の基準について 

① 指定訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管理を行っ

ている当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師の指示

の下で実施するとともに、当該医師の診療の日から３月以内に

行われた場合に算定する。 

  また、例外として、指定訪問リハビリテーション事業所の医

師がやむを得ず診療できない場合には、別の医療機関の計画的

な医学的管理を行っている医師から情報提供（指定訪問リハビ

リテーションの必要性や利用者の心身機能や活動等に係るア

セスメント情報等）を受け、当該情報提供を踏まえて、当該リ

ハビリテーション計画を作成し、指定訪問リハビリテーション

を実施した場合には、情報提供を行った別の医療機関の医師に

よる当該情報提供の基礎となる診療の日から３月以内に行わ

れた場合に算定する。 

  この場合、少なくとも３月に１回は、指定訪問リハビリテー

ション事業所の医師は、当該情報提供を行った別の医療機関の

医師に対して訪問リハビリテーション計画等について情報提

供を行う。 

② 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リハ

ビリテーションの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士に対し、当該リハビリテーションの目

的に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意

事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基

準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等の

うちいずれか１以上の指示を行う。 

③ ②における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療

法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、当該指示に基づき行

った内容を明確に記録する。 

④ 指定訪問リハビリテーションは、指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の医師の診療に基づき、訪問リハビリテーション計画

を作成し、実施することが原則であるが、医療保険の脳血管疾
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患等リハビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料

又は運動器リハビリテーション料を算定すべきリハビリテー

ションを受けていた患者が、介護保険の指定訪問リハビリテー

ションへ移行する際に、「リハビリテーション・個別機能訓練、

栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日

老認発0316第３号、老老発0316第２号）の別紙様式２－２－１

をもって、保険医療機関から当該事業所が情報提供を受け、当

該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－２

－１に記載された内容について確認し、指定訪問リハビリテー

ションの提供を開始しても差し支えないと判断した場合には、

例外として、別紙様式２－２－１をリハビリテーション計画書

とみなして訪問リハビリテーション費の算定を開始してもよ

いこととする。 

  なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起

算して３月以内に、当該事業所の医師の診療に基づいて、次回

の訪問リハビリテーション計画を作成する。 

⑤ 訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、

必要に応じて当該計画を見直す。初回の評価は、訪問リハビリ

テーション計画に基づくリハビリテーションの提供開始から

おおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ごとに評価を行

う。 

⑥ 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が利用者に対し

て３月以上の指定訪問リハビリテーションの継続利用が必要

と判断する場合には、リハビリテーション計画書に指定訪問リ

ハビリテーションの継続利用が必要な理由、具体的な終了目安

となる時期、その他指定居宅サービスの併用と移行の見通しを

記載する。 

⑦ 指定訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用

者の看護に当たる者に対して１回当たり20分以上指導を行っ

た場合に、１週に６回を限度として算定する。 

  ただし、退院（退所）の日から起算して3月以内に、医師の

指示に基づきリハビリテーションを行う場合は、週12回まで算

定可能である。 

⑧ 指定訪問リハビリテーション事業所が介護老人保健施設又

は介護医療院である場合にあって、医師の指示を受けた理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問して

指定訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護

老人保健施設又は介護医療院の人員基準の算定に含めないこ
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ととする。なお、介護老人保健施設又は介護医療院による指定

訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介護老人保健施

設又は介護医療院において、施設サービスに支障のないよう留

意する。 

⑨ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護

の事業その他指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者

に対して、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意

点、介護の工夫などの情報を伝達する。 

⑩ 居宅からの一連のサービス行為として、買い物やバス等の公

共交通機関への乗降などの行為に関する訪問リハビリテーシ

ョンを提供するに当たっては、訪問リハビリテーション計画に

その目的、頻度等を記録するものとする。 

⑪ 利用者が指定訪問リハビリテーション事業所である医療機

関を受診した日又は訪問診療若しくは往診を受けた日に、訪問

リハビリテーション計画の作成に必要な医師の診療が行われ

た場合には、当該複数の診療等と時間を別にして行われている

ことを記録上明確にする。 

 

(３) 「通院が困難な利用者」について 

訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」に対して

給付することとされているが、指定通所リハビリテーションのみ

では、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合の家屋状況

の確認を含めた指定訪問リハビリテーションの提供など、ケアマ

ネジメントの結果、必要と判断された場合は訪問リハビリテーシ

ョン費を算定できるものである。「通院が困難な利用者」の趣旨

は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通所

系サービスを優先すべきということである。 

 

(13)  記録の整備について 

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行

った指示内容の要点を診療録に記入する。 

  理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、訪問リハビリテ

ーション計画書に基づき提供した具体的なサービスの内容等

及び指導に要した時間を記録にとどめておく。なお、当該記載

については、医療保険の診療録に記載することとしてもよい

が、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるように

することとする。 

② リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担

当者、加算の算定に当たって根拠となった書類等）は利用者ご
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とに保管され、常に当該事業所のリハビリテーション従事者に

より閲覧が可能であるようにすること。 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注１ （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４  

イ 介護予防訪問リハビリテーション費（１回につき）  

３０７単位 

通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーシ

ョン事業所（指定介護予防サービス基準第 79 条第１項に規定する指

定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、計画的な医学的管理を

行っている当該事業所の医師の指示に基づき、指定介護予防訪問リ

ハビリテーション(指定介護予防サービス基準第 78 条に規定する指

定介護予防訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。)を行った場

合に算定する。 

 

 

(１) 算定の基準について 

①  指定介護予防訪問リハビリテーションは、計画的な医学的管

理を行っている当該指定介護予防訪問リハビリテーション事

業所の医師の指示の下実施するとともに、当該医師の診療の日

から３月以内に行われた場合に算定する。 

   また、例外として、指定介護予防訪問リハビリテーション事

業所の医師がやむを得ず診療できない場合には、別の医療機関

の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（指定介

護予防訪問リハビリテーションの必要性や利用者の心身機能

や活動等に係るアセスメント情報等）を受け、それを踏まえ、

介護予防訪問リハビリテーション計画を作成し、指定介護予防

訪問リハビリテーションを実施した場合には、情報提供を行っ

た別の医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療

の日から３月以内に行われた場合に算定する。 

  この場合、少なくとも３月に１回は、指定介護予防訪問リハ

ビリテーション事業所の医師は、当該情報提供を行った別の医

療機関の医師に対して介護予防訪問リハビリテーション計画

等について情報提供を行う。 

② 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定

介護予防訪問リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所

の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、当該リハビ

リテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション開始前

又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを

中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に

対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行う。 

③ ②における指示を行った医師又は等が指示を受けた理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当該指示に基づき行った

ことを明確に記録する。 

④  指定介護予防訪問リハビリテーションは、指定介護予防訪問

リハビリテーション事業所の医師の診療に基づき、介護予防訪

問リハビリテーション計画を作成し、実施することが原則であ

るが、医療保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、廃用症

候群リハビリテーション料又は運動器リハビリテーション料

を算定すべきリハビリテーションを受けていた患者が、介護保

険の指定介護予防訪問リハビリテーションへ移行する際に、

「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理

の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式
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例の提示について」(令和３年３月16日老認発0316第３号、老

老発0316第２号)の別紙様式２－２－１をもって、保険医療機

関から当該事業所が情報提供を受け、当該事業所の医師が利用

者を診療するとともに、別紙様式２－２－１に記載された内容

について確認し、指定介護予防訪問リハビリテーションの提供

を開始しても差し支えないと判断した場合には、例外として、

別紙様式２－２－１をリハビリテーション計画書とみなして

介護予防訪問リハビリテーション費の算定を開始してもよい

こととする。 

  なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起

算して３月以内に、当該事業所の医師の診療に基づいて、次回

の介護予防訪問リハビリテーション計画を作成する。 

⑤ 介護予防訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的

に評価し、必要に応じて当該計画を見直す。初回の評価は、介

護予防訪問リハビリテーション計画に基づくリハビリテーシ

ョンの提供開始からおおむね２週間以内に、その後はおおむね

３月ごとに評価を行う。 

⑥ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が、利用

者に対して３月以上の指定予防訪問リハビリテーションの継

続利用が必要と判断する場合は、介護予防訪問リハビリテーシ

ョン計画に指定介護予防訪問リハビリテーションの継続利用

が必要な理由、具体的な終了目安となる時期、その他指定介護

予防サービスの併用と移行の見通しを記載すること。 

⑦  指定介護予防訪問リハビリテーションは、利用者又はその家

族等利用者の看護に当たる者に対して１回当たり20分以上指

導を行った場合に、１週に６回を限度として算定する。ただし、

退院(所)の日から起算して３月以内に、医師の指示に基づきリ

ハビリテーションを行う場合は、週１２回を限度として算定す

る。 

⑧  指定介護予防訪問リハビリテーション事業所が介護老人保

健施設又は介護医療院である場合にあって、医師の指示を受け

た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を

訪問して指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場合

には、訪問する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該

訪問の時間は、介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準の

算定に含めないこととする。         

  なお、介護老人保健施設又は介護医療院による指定介護予防

訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介護老人保健施

設又は介護医療院において、施設サービスに支障のないよう留

意する。 
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⑨  居宅からの一連のサービス行為として、買い物やバス等の公

共交通機関への乗降などの行為に関する指定介護予防訪問リ

ハビリテーションを提供するに当たっては、介護予防訪問リハ

ビリテーション計画にその目的、頻度等を記録するものとす

る。 

⑩  利用者が指定介護予防訪問リハビリテーション事業所であ

る医療機関を受診した日又は訪問診療若しくは往診を受けた

日に、介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に必要な医

師の診療が行われた場合には、当該複数の診療等と時間を別に

して行われていることを記録上明確にすることとする。 

⑪ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、第１

号訪問事業の事業その他指定介護予防サービスに該当する事

業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常

生活上の留意点、介護の工夫などの情報を伝達する。 

 

(３) 「通院が困難な利用者」について 

 介護予防訪問リハビリテーション費は「通院が困難な利用者」

に対して給付することとされているが、指定介護予防通所リハビ

リテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難であ

る場合の家屋状況の確認を含めた指定介護予防訪問リハビリテー

ションの提供など、介護予防ケアマネジメントの結果、必要と判

断された場合は介護予防訪問リハビリテーション費を算定できる

ものである。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同

様のサービスが担保されるのであれば、通所系サービスを優先す

べきということである。 

 

(13) 記録の整備について 

① 医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行

った指示内容の要点を診療録に記入する。 

  理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、介護予防訪問リ

ハビリテーション計画の内容を利用者に説明し、記録するとと

もに、医師の指示に基づき行った指導の内容の要点及び指導に

要した時間を記録にとどめておく。なお、当該記載については、

医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又は枠

で囲う等により、他の記載と区別できるようにする。 

② 指定介護予防訪問リハビリテーションに関する記録（実施時

間、訓練内容、担当者等）は利用者ごとに保管され、常に指定

介護予防訪問リハビリテーション事業所のリハビリテーショ

ン従事者により閲覧が可能であるようにすること。 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬に係る Q&A」（平成 15 年 5 月 30 日） 

医療保険の訪問看護との関係 

(問１４) 

医療保険による訪問診療を算定した日において、介護保険

による訪問看護、訪問リハビリテーションを行った場合、医

療保険と介護保険についてそれぞれ算定できるか。 

(答) 

医療保険による訪問診療を算定した日において、介護保険

による訪問看護、訪問リハビリテーションが別の時間帯に別

のサービスとして行われる場合に限りそれぞれ算定できる。 

入院患者の外泊中のサービス提供 

(問１５) 

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に介護保険による

訪問看護、訪問リハビリテーションを算定できるか。 

(答) 

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に受けた訪問通所

サービスは介護保険による算定はできないため、ご指摘の場

合は算定できない。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q＆A(vol.１)」（平成 30 年 3 月 23 日） 

保険医療機関において指定訪問リハビリテーションを行う場合の取扱 

(問 58) 

 保険医療機関において、脳血管疾患等リハビリテーショ

ン、運動器リハビリテーション又は呼吸器リハビリテーショ

ン（以下、疾患別リハビリテーション）と１時間以上２時間

未満の通所リハビリテーション又は訪問リハビリテーショ

ンを同時に行う場合、理学療法士等は同日に疾患別リハビリ

テーション、通所リハビリテーション、訪問リハビリテーシ

ョンを提供することができるのか。 

 

(答) 

・次の４つの条件を満たす必要がある。 

１ 訪問リハビリテーションにおける 20 分のリハビリテ

ーションに従事した時間を、疾患別リハビリテーションの

１単位とみなし、理学療法士等１人あたり１日 18 単位を

標準、１日 24 単位を上限とし、週 108 単位以内である

こと。 

２ １時間以上２時間未満の通所リハビリテーションにお

ける 20 分の個別リハビリテーションに従事した時間を、

疾患別リハビリテーションの１単位とみなし、理学療法士

等１人あたり１日 18 単位を標準、１日 24 単位を上限と

し、週 108 単位以内であること。 

３ 疾患別リハビリテーション１単位を訪問リハビリテー

ション又は通所リハビリテーションの 20 分としてみな

し、理学療法士等１人当たり１日合計８時間以内、週 36

時間以内であること。 

４ 理学療法士等の疾患別リハビリテーション、通所リハビ

リテーション及び訪問リハビリテーションにおけるリハビ

リテーションに従事する状況が、勤務簿等に記載されてい

ること。 

≪参考≫ 

・「介護サービス関係Ｑ＆Ａ」1211（平成 24 年３月 16

日発出【64】85） 

 

- 86 -



 

訪問リハビリテーションの基本報酬 

(問６３) 

 １日のうちに連続して 40 分以上のサービスを提供した

場合、２回分として算定してもよいか。 

 

(答) 

・ケアプラン上、複数回のサービス提供を連続して行うこと

になっていれば、各サービスが 20 分以上である限り、連

続していてもケアプラン上の位置づけ通り複数回算定して

差し支えない。 

・ただし、訪問リハビリテーションは、１週に６回を限度と

して算定することとなっていることに注意されたい。 

 
 

●介護保険最新情報 vol.948「令和 3 年度介護報酬改定に関する Q＆A(vol.２)」（令和 3 年 3 月２３日） 

算定の基準について 

(問 24) 

 訪問リハビリテーション料の算定の基準に係る留意事項

に、「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援

専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サー

ビスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーショ

ンの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を

伝達していること」があるが、その他の指定居宅サービスを

利用していない場合や福祉用具貸与のみを利用している場

合はどのような取扱いとなるのか。  

(答) 

リハビリテーション以外にその他の指定居宅サービスを

利用していない場合は、該当する他のサービスが存在しない

ため情報伝達の必要性は生じない。また、福祉用具貸与のみ

を利用している場合であっても、本基準を満たす必要があ

る。通所リハビリテーションにおいても同様に取り扱う。 
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３ 同一の敷地内・隣接する敷地内の建物に居住する利用者に対する取扱い 
 

・ 事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは事業所と同一の建物に居住

する利用者に対して指定訪問リハビリテーションを行った場合は、所定単位数の 100 分の 90 に相当する

単位数を算定すること。 

・ 事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物の利用者に対し、指定訪問

リハビリテーションを行った場合は、所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定すること。 

・ 事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者に

対して、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 85 に相当

する単位数を算定すること。 

 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注２ 「老企第３６号」 第２の５（２） 

指定訪問リハビリテーション事業所の所在する建物と同一の敷地

内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」

という。）に居住する利用者（指定訪問リハビリテーション事業所

における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住

する建物に居住する利用者を除く。）又は指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上

居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対

して、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、１回につき所

定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定し、指定訪問リハビ

リテーション事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物

等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者に対して、指定訪問リ

ハビリテーションを行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分

の 85 に相当する単位数を算定する。 

 

 

（指定訪問リハビリテーション事業所と同一の敷地内若しくは隣接

する敷地内の建物若しくは指定訪問リハビリテーション事業所と

同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い） 

訪問介護と同様であるので、２（14）を参照されたい。 

【参照】２(14) 

①  同一敷地内建物等の定義 

注 10 における「同一敷地内建物等」とは、当該指定訪問リハビ

リテーション事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同

一敷地内並びに隣接する敷地（当該指定訪問リハビリテーション

事業所と建築物が道路等を挟んで設置している場合を含む。）に

ある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指すもの

である。具体的には、一体的な建築物として、当該建物の１階部

分に指定訪問リハビリテーション事業所がある場合や当該建物と

渡り廊下でつながっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接

する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員

の狭い道路を挟んで隣接する場合などが該当するものであるこ

と。 

② 同一の建物に 20 人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除

く。）の定義 

イ 「当該指定訪問リハビリテーション事業所における利用者が

同一建物に 20 人以上居住する建物」とは、①に該当するもの

以外の建築物を指すものであり、当該建築物に当該指定訪問リ

ハビリテーション事業所の利用者が 20 人以上居住する場合に

該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する

建物の利用者数を合算するものではない。 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を

用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月にお
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ける１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該

月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当

たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。また、当該指

定訪リハビリテーション護事業所が、第１号訪問事業（旧指定

介護予防訪問リハビリテーションに相当するものとして市町

村が定めるものに限る。以下同じ。）と一体的な運営をしてい

る場合、第１号訪問事業の利用者を含めて計算すること。 

③ 当該減算は、指定訪問リハビリテーション事業所と建築物の

位置関係により、効率的なサービス提供が可能であることを適

切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、

位置関係のみをもって判断することがないよう留意すること。

具体的には、次のような場合を一例として、サービス提供の効

率化につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと。 

（同一敷地内建物等に該当しないものの例） 

・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 

・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられて

おり、横断するために迂回しなければならない場合 

④ ①及び②のいずれの場合においても、同一の建物については、

当該建築物の管理、運営法人が当該指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の指定訪問リハビリテーション事業者と異なる場合で

あっても該当するものであること。 

⑤ 同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物の定義 

イ 同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当

該指定訪問リハビリテーション事業所の利用者が 50 人以上居

住する建物の利用者全員に適用されるものである。 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を

用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月にお

ける１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該

月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当

たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注２ （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（２）  

指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の所在する建物と同

一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定介護予防訪

問リハビリテーション事業所と同一の建物（以下この注において「同

一敷地内建物等」という。）に居住する利用者(指定介護予防訪問リ

ハビリテーション事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内

建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。) 又は指

定介護予防訪問リハビリテーション事業所における１月当たりの利

用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物(同一敷地内建物等を除

く。)に居住する利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーシ

（指定介護予防訪問リハビリテーション事業所と同一の敷地内若し

くは隣接する敷地内の建物若しくは指定介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所と同一の建物等に居住する利用者に対する取扱い） 

介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２（４）を参照されたい。 

【参照】２（４） 

訪問介護と同様であるので老企 36 号の２の(15)を参照されたい。 
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ョンを行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 90 に相当す

る単位数を算定し、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所に

おける１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住す

る建物に居住する利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー

ションを行った場合は、１回につき所定単位数の 100 分の 85 に相当

する単位数を算定する。 

 

●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

集合住宅減算について 

（問５)  

月の途中に、集合住宅減算の適用を受ける建物に入居した

又は当該建物から退居した場合、月の全てのサービス提供部

分が減算の対象となるのか。 

（答） 

集合住宅減算については、利用者が減算対象となる建物に

入居した日から退居した日までの間に受けたサービスにつ

いてのみ減算の対象となる。 

月の定額報酬であるサービスのうち、介護予防訪問介護

費、夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）及び定期巡回・随時対応型

訪問介護看護費については、利用者が減算対象となる建物に 

居住する月があるサービスに係る報酬（日割り計算が行われ

る場合は日割り後の額）について減算の対象となる。 

なお、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問

介護費については減算の対象とならない。また、（介護予防）

小規模多機能型居宅介護費及び看護小規模多機能型居宅介

護費については利用者の居所に応じた基本報酬を算定する。 

（問６） 

集合住宅減算について、「同一の敷地内若しくは隣接する

敷地内の建物」であっても「サービス提供の効率化につなが

らない場合には、減算を適用すべきではないこと」とされて

いるが、具体的にはどのような範囲を想定しているのか。 

（答） 

集合住宅減算は、訪問系サービス（居宅療養管理指導を除

く）について、例えば、集合住宅の１階部分に事業所がある

場合など、事業所と同一建物に居住する利用者を訪問する場

合には、地域に点在する利用者を訪問する場合と比べて、移

動等の労力（移動時間）が軽減されることから、このことを

適正に評価するために行うものである。 

従来の仕組みでは、事業所と集合住宅（養護老人ホーム、

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け

住宅に限る。以下同じ。）が一体的な建築物に限り減算対象

としていたところである。 

今般の見直しでは、事業所と同一建物の利用者を訪問する

場合と同様の移動時間により訪問できるものについては同

様に評価することとし、「同一敷地内にある別棟の集合住

宅」、「隣接する敷地にある集合住宅」、「道路等を挟んで

隣接する敷地にある集合住宅」のうち、事業所と同一建物の

利用者を訪問する場合と同様に移動時間が軽減されるもの

については、新たに、減算対象とすることとしたものである。 

このようなことから、例えば、以下のケースのように、事
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業所と同一建物の利用者を訪問する場合とは移動時間が明

らかに異なるものについては、減算対象とはならないものと

考えている。 

・ 広大な敷地に複数の建物が点在するもの（例えば、ＵＲ

（独立行政法人都市再生機構）などの大規模団地や、敷地

に沿って複数のバス停留所があるような規模の敷地） 

・ 幹線道路や河川などにより敷地が隔てられており、訪問

するために迂回しなければならないもの 

（問７）  

「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」に該当す

るもの以外の集合住宅に居住する利用者に対し訪問する場

合、利用者が１月あたり２０人以上の場合減算の対象となる

が、算定月の前月の実績で減算の有無を判断することとなる

のか。 

（答） 

算定月の実績で判断することとなる。 

（問８）  

「同一建物に居住する利用者が 1 月あたり 20 人以上で

ある場合の利用者数」とは、どのような者の数を指すのか。 

（答） 

この場合の利用者数とは、当該指定訪問介護事業所とサー

ビス提供契約のある利用者のうち、該当する建物に居住する

者の数をいう。（サービス提供契約はあるが、当該月におい

て、訪問介護費の算定がなかった者を除く。） 

（問１１）  

集合住宅減算について、サービス提供事業所と建物を運営

する法人がそれぞれ異なる法人である場合にはどのような

取扱いとなるのか。 

（答） 

サービス提供事業所と建物を運営する法人が異なる場合

も減算対象となる。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q＆A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者 20 人以上にサービスを行う場合の減算（集合住宅減算） 

（問２)  

集合住宅減算についてはどのように算定するのか。 

（答） 

集合住宅減算の対象となるサービスコードの所定単位数

の合計に対して減算率を掛けて算定をすること。 

なお、区分支給限度基準額を超える場合、区分支給限度基

準額の管理に際して、区分支給限度基準額の超過分に同一建

物減算を充てることは出来ないものとする。 
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４ 特別地域訪問リハビリテーション加算 
 
・ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問リハ

ビリテーションを提供した場合に算定すること。 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注３ 「老企第３６号」 第２の５（４） 

別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定訪問リハビリテー

ション事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在

しない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され

る事務所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問リハ

ビリテーションを行った場合は、特別地域訪問リハビリテーション

加算として、１回につき所定単位数の 100 分の 15 に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

 (特別地域訪問リハビリテーション加算について) 

訪問介護と同様であるので、２（15）を参照されたい。 

 

【参照】２(15) 

注 11 の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の

保管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という）

を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト

事業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする理

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問リハビリテーショ

ンは加算の対象とならず、サテライト事業所を業務の本拠とする理

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問リハビリテーショ

ンは加算の対象となるものであること。 

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテラ

イト事業所を本拠とする理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を

明確にするとともに、当該サテライト事業所からの提供した具体的

なサービスの内容等の記録を別に行い、管理すること。 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注３ （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（４） 

別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問リハ

ビリテーション事業所（その一部として使用される事務所が当該地

域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として

使用される事務所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定

介護予防訪問リハビリテーションを行った場合は、特別地域介護予

防訪問リハビリテーション加算として、１回につき所定単位数の

100 分の 15 に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

 (特別地域介護予防訪問リハビリテーション加算について) 

注３の「その一部として使用されている事務所」とは、待機や

道具の保管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」

という。）を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、

サテライト事業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の

本拠とする理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による介護予

防訪問リハビリテーションは加算の対象とならず、サテライト事

業所を業務の本拠とする理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

による介護予防訪問リハビリテーションは加算の対象となるもの

であること。 

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテ

ライト事業所を本拠とする理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士を明確にするとともに、当該サテライト事業所からの提供した

具体的なサービス内容等の記録を別に行い、管理すること。 
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５ 短期集中リハビリテーション実施加算 

・ 【指定】退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の期間に、１週につきおおむね２日以上、１日当た

り 20 分以上実施するものでなければならない。 

・ 【介護予防】退院（所）日又は認定日から起算して１月以内の期間に行われた場合は１週につきおおむね２

日以上、１日当たり４０分以上、退院（所）日又は認定日から起算して１月を超え３月以内の期間に行われ

た場合は１週につきおおむね２日以上、１日当たり２０分以上実施するものでなければならない。 

・ 認定日に係る起算日は、法第 19 条第１項に規定する要介護認定（以下「要介護認定」という。）の効力が

生じた日（当該利用者が新たに要介護認定を受けた者である場合に限る。以下「認定日」という。）である。 

【指導事例】 

・ 加算の起算日である退院日を誤って把握しており、算定期間が間違っていた。 

・ おおむね週２日以上実施していないにもかかわらず、加算を算定している。 

 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注６ 「老企第３６号」 第２の５（７） 

利用者に対して、リハビリテーションを必要とする状態の原因と

なった疾患の治療のために入院若しくは入所した病院、診療所若し

くは介護保険施設から退院若しくは退所した日（以下「退院（所）

日」という。）又は法第 19 条第１項に規定する要介護認定（以下「要

介護認定」という。）の効力が生じた日（当該利用者が新たに要介

護認定を受けた者である場合に限る。以下「認定日」という。）か

ら起算して３月以内の期間に、リハビリテーションを集中的に行っ

た場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、１日につ

き２００単位を所定単位数に加算する。 

 

 

（短期集中リハビリテーション実施加算について） 

① 短期集中リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーシ

ョンは、利用者の状態に応じて、基本的動作能力（起居、歩行、

発話等を行う能力をいう。以下同じ。）及び応用的動作能力（運

搬、トイレ、掃除、洗濯、コミュニケーション等を行うに当たり

基本的動作を組み合わせて行う能力をいう。以下同じ。）を向上

させ、身体機能を回復するための集中的なリハビリテーションを

実施するものであること。 

② 「リハビリテーションを集中的に行った場合」とは、退院（所）

日又は認定日から起算して３月以内の期間に、１週につきおおむ

ね２日以上、１日当たり 20 分以上実施するものでなければならな

い。 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注６  （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（７） 

利用者に対して、当該利用者がリハビリテーションを必要とする

状態の原因となった疾患等の治療等のために入院又は入所した病院

若しくは診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日又は法第

19 条第２項に規定する要支援認定（以下「要支援認定」という。）

の効力が生じた日（当該利用者が新たに要支援認定を受けた者であ

る場合に限る。）から起算して３月以内の期間に集中的に指定介護

予防訪問リハビリテーションを行った場合は、短期集中リハビリテ

ーション実施加算として、1 日につき２００単位を所定単位数に加

算する。 

（集中的な指定介護予防訪問リハビリテーションについて） 

集中的な指定介護予防訪問リハビリテーションとは、退院（所）

日又は認定日から起算して１月以内の期間に行われた場合は１週に

つきおおむね２日以上、１日当たり 40 分以上、退院（所）日又は認

定日から起算して１月を超え３月以内の期間に行われた場合は１週

につきおおむね２日以上、１日当たり 20 分以上実施する場合をい

う。 
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●介護制度改革 information vol.78「平成 18 年 4 月改定関係 Q＆A(vol.1)」（平成 18 年 3 月 22 日） 

短期集中リハビリテーション実施加算 

(問６) 

短期集中リハビリテーション実施加算について、退院(所）

後に認定がなされた場合の起算点はどちらか。逆の場合はど

うか。 

(答) 

退院後に認定が行われた場合、認定が起算点となり、逆の

場合は、退院（所）日が起算点てある。 

 

●介護保険最新情報 vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成２７年４月３０日）  

短期集中個別リハビリテーション実施加算 

(問１７) 

短期集中個別リハビリテーション実施加算の算定に当た

って、①本人の自己都合、②体調不良等のやむを得ない理由

により、定められた実施回数、時間等の算定要件に適合しな

かった場合はどのように取り扱うか。 

(答) 

短期集中個別リハビリテーション実施加算の算定に当た

っては、正当な理由なく、算定要件に適合しない場合には、

算定は認められない。算定要件に適合しない場合であって

も、①やむを得ない理由によるもの（利用者の体調悪化等）、

②総合的なアセスメントの結果、必ずしも当該目安を超えて

いない場合であっても、それが適切なマネジメントに基づく

もので、利用者の同意を得ているもの（一時的な意欲減退に

伴う回数調整等）であれば、リハビリテーションを行った実

施日の算定は認められる。なお、その場合は通所リハビリテ

ーション計画の備考欄等に、当該理由等を記載する必要があ

る。 
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６ リハビリテーションマネジメント加算 

※算定に当たっては、告示及び通知を参照し、要件を充足しているか確認すること。 

（参考）令和３年３月１６日付老認発 0316 第３号老老発 0316 第２号厚生労働省認知症施策・地域介護 

推進課長厚生労働省老健局老人保健課長通知 

○ 加算(A)イ 

①医師は、リハビリテーションの実施に当たり、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、 

当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際 

の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を PT、OT 

又は ST に行うこと。さらに、医師の指示内容を記録すること。 

 ②リハビリテーション会議を開催し、利用者の状況等を構成員と共有し、会議内容を記録すること。 

③３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、訪問リハビリテーショ 

 ン計画を見直していること。 

④ＰＴ、ＯＴ又はＳＴが、介護支援専門員に対し、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び 

日常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。 

⑤ＰＴ、ＯＴ又はＳＴが（指定居宅サービスの従業者と）、利用者の居宅を訪問し、その家族（当該従業者） 

に対し、介護の工夫に関する指導及び日常生活に上の留意点に関する助言を行うこと。 

⑥リハビリテーション計画について、計画作成に関与した PT、OT 又は ST が利用者又はその家族に対して 

説明し、同意を得るとともに、医師に報告すること。 

○ 加算(A)ロ 

・加算(A)イの要件をすべて満たしていること。 

・利用者毎の訪問リハビリテーション計画等の内容に関するデータを、厚生労働省に提出し、当該情報その 

他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

〇 加算(B)イ 

・加算(A)イの①～⑤の要件を満たしていること。 

・リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説明し、同意を得ること。 

〇 加算(B)ロ 

 ・加算(B)イの要件をすべて満たしていること。 

 ・利用者毎の訪問リハビリテーション計画等の内容に関するデータを、厚生労働省に提出し、当該情報その 

他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

【指導事例】 

・ 各加算の要件をすべて満たしていないにもかかわらず加算を算定していた。 

 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注７ 「老企第３６号」 第２の５（８） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府

県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所の医師、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続

的にリハビリテーションの質を管理した場合は、リハビリテーショ

ンマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ、１月につき次

（リハビリテーションマネジメント加算について） 

① リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われ

るケアマネジメントの一環として実施されるものであり、リハビ

リテーションの質の向上を図るため、利用者の状態や生活環境等

を踏まえた（Survey）、多職種協働による訪問リハビリテーショ
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に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

 

(１) リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ   １８０単位  

(２) リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ   ２１３単位  

(３) リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ   ４５０単位  

(４) リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)ロ   ４８３単位  

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準 （「厚生労働大臣が定める基

準」平成 27 年厚生労働省告示第 95 号の十二） 

訪問リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジ 

メント加算の基準 

イ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ 次に掲げる基準の

いずれにも適合すること。 

(１)  訪問リハビリテーション事業所(指定居宅サービス等基準

第76条第１項に規定する指定訪問リハビリテーション事業所を

いう。以下同じ。)の医師が、指定訪問リハビリテーションの実

施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に

加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、

やむを得ず当該リハビリテーションを中止する際の基準、当該

リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいず

れか１以上の指示を行うこと。 

（２）(１)における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当該指示の内容が(1)に掲

げる基準に適合するものであると明確にわかるように記録する

こと。 

(３) リハビリテーション会議（指定居宅サービス等基準第 80 条

第５号に規定するリハビリテーション会議をいう。以下同じ。）

を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用

者の状況等に関する情報を構成員（同号に規定する構成員をい

う。以下同じ。）と共有し、当該リハビリテーション会議の内

容を記録すること。 

(４)  訪問リハビリテーション計画(指定居宅サービス等基準第

81 条第１項に規定する訪問リハビリテーション計画をいう。以

下同じ。)について、当該計画の作成に関与した理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が利用者又はその家族に対して説明

し、利用者の同意を得るとともに、説明した内容等について医

師へ報告すること。 

ン計画の作成（Plan）、当該計画に基づく状態や生活環境等を踏

まえた適切なリハビリテーションの提供（Do）、当該提供内容の

評価（Check）とその結果を踏まえた当該計画の見直し等（Action）

といったサイクル（以下「SPDCA サイクル」という。）の構築を

通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場合に

加算するものである。 

② 「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は

向上を目指すに当たって、心身機能、個人として行う ADL や IADL

といった活動をするための機能、家庭での役割を担うことや地域

の行事等に関与すること等といった参加をするための機能につい

て、バランス良くアプローチするリハビリテーションが提供でき

ているかを管理することをいう。 

③  リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出

席については、テレビ電話等情報通信機器を使用してもよいこと

とする。なお、テレビ電話等情報通信機器を使用する場合には、

当該会議の議事に支障のないように留意すること。 

④  大臣基準告示第12号ロ(２)及びニ(２)に規定する厚生労働省へ

の情報の提出については、「科学的介護情報システム(Long-term  

care Informationsystem Forvidence)」(以下「LIFE」という。)

を用いて行うこととする。LIFEへの提出情報、提出頻度等につい

ては、「科学的介護情報システム(LIFE)関連加算に関する基本的

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」(令和３

年３月16日老老発0316第４号)を参照されたい。 

 サービスの質の向上を図るため、LIFEへの提出情報及びフィー

ドバック情報を活用し、SPDCAサイクルにより、サービスの質の

管理を行うこと。 

 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有

する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。 
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(５)  ３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用

者の状態の変化に応じ、訪問リハビリテーション計画を見直し

ていること。 

(６)  指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員(法第７条第５項に規

定する介護支援専門員をいう。以下同じ。)に対し、リハビリ

テーションに関する専門的な見地から、利用者の有する能力、

自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関す

る情報提供を行うこと。 

(７) 次のいずれかに適合すること。 

 (一) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、居宅サービス計画（法第８条第 23

項に規定する居宅サービス計画をいう。以下同じ。）に位置付

けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当す

る事業に係る従業者と指定訪問リハビリテーション（指定居宅

サービス等基準第 75 条に規定する指定訪問リハビリテーショ

ンをいう。以下同じ。）の利用者の居宅を訪問し、当該従業者

に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護

の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を

行うこと。 

(二) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーションの

利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、リハビリテーショ

ンに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び

日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。 

(８)  (１)から(７)までに掲げる基準に適合することを確認し、

記録すること。 

ロ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ 次に掲げる基

準のいずれにも適合すること。 

(１) イ(１)から(８)までに掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 

(２) 利用者ごとの訪問リハビリテーション計画書等の内容等

の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に当

たって、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用していること。 

ハ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ 次に掲げる基

準のいずれにも適合すること。 

(１)  イ(１)から(３)まで及び(５)から(７)までに掲げる基準

のいずれにも適合すること。 

(２)  訪問リハビリテーション計画について、指定訪問リハビリ
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テーション事業所の医師が利用者又はその家族に対して説明

し、利用者の同意を得ること。 

(３)  (１)及び(２)に掲げる基準に適合することを確認し、記

録すること。 

ニ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)ロ 次に掲げる基準

のいずれにも適合すること。 

(１) ハ(１)から(３)までに掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 

(２) 利用者ごとの訪問リハビリテーション計画等の内容等の

情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの情報提供に

当たって、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効

な実施のために必要な情報を活用していること。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.１）」（平成 30 年 3 月 23 日）  

リハビリテーションマネジメント加算 

(問５２) 

リハビリテーションの実施に当たり、医師の指示が求めら

れているが、医師がリハビリテーション実施の当日に指示を

行わなければならないか。 

（答） 

・毎回のリハビリテーションは、医師の指示の下、行われ

るものであり、当該の指示は利用者の状態等を踏まえて適

時適切に行われることが必要であるが、必ずしも、リハビ

リテーションの提供の日の度に、逐一、医師が理学療法士

等に指示する形のみを求めるものではない。 

・例えば、医師が状態の変動の範囲が予想できると判断し

た利用者について、適当な期間にわたり、リハビリテーシ

ョンの指示を事前に出しておき、リハビリテーションを提

供した理学療法士等の記録等に基づいて、必要に応じて適

宜指示を修正する等の運用でも差し支えない。 

 

●介護保険最新情報 vol.948「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A Vol.２」（令和３年３月２３日） 

リハビリテーションマネジメント加算 

(問１) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)の算定

要件について、「リハビリテーション計画について、利用者

又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ること」と

あるが、当該説明等は利用者又は家族に対して、電話等によ

る説明でもよいのか。 

(答１) 

・利用者又はその家族に対しては、原則面接により直接説明

することが望ましいが、遠方に住む等のやむを得ない理由で

直接説明できない場合は、電話等による説明でもよい。 

・ ただし、利用者に対する同意については、書面等で直接

行うこと。 

(問２) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)の算定

要件について、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

利用者の居宅を訪問し、その他指定居宅サービス従業者ある

いは利用者の家族に対し指導や助言することとなっている

(答２) 

訪問頻度については、利用者の状態等に応じて、通所リハ

ビリテーション計画に基づき適時適切に実施すること。 
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が、その訪問頻度はどの程度か。 

(問３) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)におけ

る理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による居宅への訪

問時間は人員基準の算定外となるのか。 

（答） 

訪問時間は、通所リハビリテーション、病院、診療所及び

介護老人保健施設、介護医療院の人員基準の算定に含めな

い。 

(問４) 

一事業所が、利用者によってリハビリテーションマネジメ

ント加算(Ａ)イ又はロ若しくは(Ｂ)イ又はロを取得するとい

うことは可能か。 

（答） 

利用者の状態に応じて、一事業所の利用者ごとにリハビリ

テーションマネジメント加算(Ａ)イ又はロ若しくは(Ｂ)イ又

はロを取得することは可能である。 

(問５) 

サービス提供を実施する事業者が異なる訪問リハビリテ

ーションと通所リハビリテーションの利用者がおり、それぞ

れの事業所がリハビリテーションマネジメント加算(Ａ)又

は(Ｂ)を取得している場合、リハビリテーション会議を通じ

てリハビリテーション計画を作成する必要があるが、当該リ

ハビリテーション会議を合同で開催する(ことは可能か。 

 

（答） 

居宅サービス計画に事業者の異なる訪問リハビリテーシ

ョンと通所リハビリテーションの利用が位置づけられてい

る場合であって、それぞれの事業者が主体となって、リハビ

リテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に

関する情報を構成員と共有し、リハビリテーション計画を作

成等するのであれば、リハビリテーション会議を合同で会議

を実施しても差し支えない。 

(問６) 

「リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本

的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処理

手順及び様式例の提示について」に示されたリハビリテーシ

ョン計画書の様式について、所定の様式を活用しないとリハ

ビリテーションマネジメント加算や移行支援加算等を算定

することができないのか。 

（答） 

様式は標準例をお示ししたものであり、同様の項目が記載

されたものであれば、各事業所で活用されているもので差し

支えない。 

(問７) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)の算定

要件にあるリハビリテーション会議の開催頻度を満たすこ

とができなかった場合、当該加算は取得できないのか。 

 

 

 

（答） 

・ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)の取得

に当たっては、算定要件となっているリハビリテーション

会議の開催回数を満たす必要がある。 

・ なお、リハビリテーション会議は開催したものの、構成

員のうち欠席者がいた場合には、当該会議終了後、速やか

に欠席者と情報共有すること。 

(問８) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)の算定要件に

ある「医師が利用者またはその家族に対して説明し、利用者

の同意を得ること」について、当該医師はリハビリテーショ

ン計画を作成した医師か、計画的な医学的管理を行っている

医師のどちらなのか。 

（答） 

リハビリテーション計画を作成した医師である。 

(問９) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)とリハビリテ

（答） 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)とリハビリテ
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ーションマネジメント加算(Ｂ)については、同時に取得する

ことはできないが、月によって加算の算定要件の可否で加算

を選択することは可能か。 

ーションマネジメント加算(Ｂ)については、同時に取得する

ことはできないものの、いずれかの加算を選択し算定するこ

とは可能である。ただし、リハビリテーションマネジメント

加算については、リハビリテーションの質の向上を図るた

め、SPDCA サイクルの構築を通じて、継続的にリハビリ 

テーションの質の管理を行うものであることから、リハビリ

テーションマネジメント加算(Ｂ)が算定できる通所リハビ

リテーション計画を作成した場合は、継続的にリハビリテー

ションマネジメント加算(Ｂ)を、リハビリテーションマネジ

メント加算(Ａ)が算定できる通所リハビリテーション計画

を作成した場合は、継続的にリハビリテーションマネジメン

ト加算(Ａ)を、それぞれ取得することが望ましい。 

(問10) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)につい

ては、当該加算を取得するに当たって、初めて通所リハビリ

テーション計画を作成して同意を得た日の属する月から取

得することとされているが、通所リハビリテーションの提供

がない場合でも、当該月に当該計画の説明と同意のみを得れ

ば取得できるのか。 

（答） 

・取得できる。 

・リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)は、「通

所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、

利用者の同意を得た日の属する月」から取得することとして

いるため、通所リハビリテーションの提供がなくても、通所

リハビリテーションの提供開始月の前月に同意を得た場合

は、当該月より取得が可能である。 

・なお、訪問リハビリテーションにおいても同様に取り扱う。 

(問11) 

同一利用者に対して、複数の事業所が別々に通所リハビリ

テーションを提供している場合、各々の事業者がリハビリテ

ーションマネジメント加算の算定要件を満たしていれば、リ

ハビリテーションマネジメント加算を各々算定できるか。 

（答） 

・事業所ごとに提供可能なサービスの種類が異なり、単一の

事業所で利用者が必要とする理学療法、作業療法、言語聴覚

療法のすべてを提供できない場合、複数の事業所で提供する

ことが考えられる。例えば、脳血管疾患発症後であって、失

語症を認める利用者に対し、１つの事業所がリハビリテーシ

ョンを提供することとなったが、この事業所には言語聴覚士

が配置されていないため、失語に対するリハビリテーション

は別の事業所で提供されるというケースが考えられる。 

・この場合、例えば、リハビリテーションマネジメント加算

(Ａ)であれば、リハビリテーション会議を通じて、提供可能

なサービスが異なる複数の事業所を利用することを話し 

合った上で、通所リハビリテーション計画を作成し、その内

容について利用者の同意を得る等、必要な算定要件を各々の

事業者が満たしていれば、リハビリテーションマネジメント

加算(Ａ)の算定は可能である。 

・リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)についても同様

に取り扱う。 
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(問13) 

リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)の算定要件で

は、医師がリハビリテーション計画の内容について利用者又

はその家族へ説明することとされている。 

リハビリテーション会議の構成員の参加については、テレビ

電話装置等を使用しても差し支えないとされているが、リハ

ビリテーション計画の内容について医師が利用者又はその

家族へテレビ電話装置等を介して説明した場合、リハビリテ

ーションマネジメント加算(Ｂ)の算定要件を満たすか。 

（答） 

リハビリテーション会議の中でリハビリテーション計画

の内容について利用者又はその家族へ説明する場合に限り

満たす。 

(問14) 

リハビリテーションマネジメント加算におけるリハビリ

テーション会議の構成員の参加については、テレビ電話装置

等を使用しても差し支えないとされているが、テレビ電話装

置等の使用について、基本的には音声通話のみであるが、議

事のなかで必要になった時に、リハビリテーション会議を実

施している場の動画や画像を送る方法は含まれるか。 

（答） 

・ 含まれない。 

・ テレビ電話装置等の使用については、リハビリテーショ

ン会議の議事を円滑にする観点から、常時、医師とその他

の構成員が動画を共有している必要がある。 

(問15) 

令和３年３月以前にリハビリテーションマネジメント加

算(Ⅳ)を算定している場合、令和３年４月からリハビリテー

ションマネジメント加算(Ａ)ロ又は(Ｂ)ロの算定の開始が可

能か。 

（答） 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ及び(Ｂ)ロに

ついては、令和３年４月以降に、リハビリテーション計画書

を見直した上で「科学的介護情報システム（Long-termcare 

Information system For Evidence）」（「ＬＩＦＥ」）

へ情報の提出を行い、リハビリテーションマネジメント加算

(Ａ)ロ又は(Ｂ)ロの要件を満たした月から算定が可能であ

る。 

(問16) 

訪問・通所リハビリテーションの利用開始時点でリハビリ

テーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)（令和３年３月以

前ではリハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)以上）を算

定していない場合において、リハビリテーションマネジメン

ト加算(Ａ)及び(Ｂ)の算定を新たに開始することは可能か。 

（答） 

・ 初めてリハビリテーション計画を作成した際に、利用者

とその家族に対し説明と同意を得ている場合は可能。 

・ なお、利用者の同意を得た日の属する月から６月間を超

えてリハビリテーションマネジメント加算(Ａ)又は(Ｂ)を

取得する場合は、原則としてリハビリテーションマネジメ

ント加算(Ａ)イ(Ⅱ)若しくはロ(Ⅱ)又は(Ｂ)イ(Ⅱ)若しくは

ロ(Ⅱ)を取得することとなる。 

(問25) 

訪問リハビリテーションでリハビリテーションマネジメ

ント加算(Ａ)又は(Ｂ)を算定する場合、リハビリテーション

会議の実施場所はどこになるのか。 

（答） 

訪問リハビリテーションの場合は、指示を出した医師と居

宅を訪問し、居宅で実施する又は利用者が医療機関を受診し

た際の診察の場面で実施することが考えられる。 

 

●介護保険最新情報 vol.965「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.５）」（令和３年４月９日） 

科学的介護推進体制加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ及び(Ｂ)ロ、リハビリテー
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ションマネジメント計画書情報加算、（以下、略） 

（問 4） 

ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム

（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老

発 0316 第４号）の各加算の様式例において示されている

が、利用者又は入所者の評価等に当たっては、当該様式例を

必ず用いる必要があるのか。 

（答） 

・ 「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す

る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ

いて」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４号）におい

てお示しをしているとおり、評価等が算定要件において求め

られるものについては、それぞれの加算で求められる項目

（様式で定められた項目）についての評価等が必要である。 

・ ただし、同通知はあくまでもＬＩＦＥへの提出項目をお

示ししたものであり、利用者又は入所者の評価等において各

加算における様式と同一のものを用いることを求めるもの

ではない。 
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７ 頻回のリハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合 

・ 主治の医師が急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要がある旨の特別の指

示を行った場合、その指示の日から 14 日間に限って訪問リハビリテーション費は算定しないこと。 

 
根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注８ 「老企第３６号」 第２の５（９） 

指定訪問リハビリテーションを利用しようとする者の主治の医師

（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が、当該者が

急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必

要がある旨の特別の指示を行った場合は、その指示の日から 14 日間

に限って、訪問リハビリテーション費は算定しない。 

（急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う

必要がある旨の特別の指示を行った場合の取扱い） 

注８の「急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーショ

ンを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合」とは、保険医療

機関の医師が、診療に基づき、利用者の急性増悪等により一時的に

頻回の訪問リハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学

的管理の下に、在宅で療養を行っている利用者であって通院が困難

なものに対して、訪問リハビリテーションを行う旨の指示を行った

場合をいう。この場合は、その特別の指示の日から１４日間を限度

として医療保険の給付対象となるため、訪問リハビリテーション費

は算定しない。 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注７  （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（８） 

指定介護予防訪問リハビリテーションを利用しようとする者の主

治の医師（介護老人保健施設及び介護療養院の医師を除く。）が、

当該者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーション

を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、その指示の日か

ら 14 日間に限って、介護予防訪問リハビリテーション費は算定しな

い。 

（急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う

必要がある旨の特別の指示を行った場合の取扱い） 

注８の「急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーショ

ンを行う必要がある旨の特別の指示を行った場合」とは、保険医療

機関の医師が、診療に基づき、利用者の急性増悪等により一時的に

頻回の訪問リハビリテーションを行う必要性を認め、計画的な医学

的管理の下に、在宅で療養を行っている利用者であって通院が困難

なものに対して、訪問リハビリテーションを行う旨の指示を行った

場合をいう。この場合は、その特別の指示の日から 14 日間を限度と

して医療保険の給付対象となるため、介護予防訪問リハビリテーシ

ョン費は算定しない。 

 

 

（参考）在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料について  

・ 保険医療機関が診療に基づき、１月にバーセル指数又はＦＩＭが５点以上悪化し、一時的に頻回の訪問リハビリテ

ーションが必要であると認められた患者については、６月に１回に限り、当該診療を行った日から１４日以内の期

間において、１４日を限度として１日に４単位まで算定できる。 

・ 診療録に頻回の訪問リハビリテーションが必要であると認めた理由及び頻回の訪問リハビリテーションが必要な期

間（ただし１４日間以内に限る。）を記載する。根拠法令等 

・ 診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号） 

別表第１ 第２章 第２部 第１節 C006 在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料 

・ 診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（平成 30 年３月 5 日保医発第０３０5 第１号） 

  別添１ 第２章 第２部 第１節 C006 在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料 
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８ サービス種類相互の算定関係 

・ 利用者が短期入所生活介護等の他サービスを受けている間は、算定しないこと。 

・ 介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院及び短期入所療養介護については、入所（入院）当

日の入所（入院）前に利用した訪問リハビリテーション費は算定できるが、退所・退院した日については

算定できない。 

・ 施設入所（入院）者の外泊時又は試行的退所時は算定できない。 

 
根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注９ 「老企第３６号」 第２の１ （２）（３） 

利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設

入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施

設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護を受けている間は、訪問リハビリテーション費は、算定しない。 

(2) サービス種類相互の算定関係について 

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しく

は地域密着型特定施設入居者生活介護を受けている間について

は、その他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係

る介護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないもの

であること。ただし、特定施設入居者生活介護又は認知症対応型

共同生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担

により、その利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着

型サービスを利用させることは差し支えないものであること。ま

た、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間につ

いては、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪問リハビ

リテーション費、通所介護費及び通所リハビリテーション費並び

に定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、

地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、小規模多機能

型居宅介護費及び複合型サービス費は算定しないものであるこ

と。（後略） 

(3) 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定につい

て 

 介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院の

退所（退院）日又は短期入所療養介護のサービス終了日（退所・

退院日）については、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、

居宅療養管理指導費及び通所リハビリテーション費は算定できな

い。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できるが、施設サー

ビスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを

行えることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械的に

組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

 また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用

する訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）

前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むと

いった居宅サービス計画は適正でない。 
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 また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設、経過的介

護療養型医療施設若しくは介護医療院の試行的退所を行っている

場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定できな

い。 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注８ （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の１（２）（３） 

利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護

若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応

型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問リハビリテーショ

ン費は、算定しない。 

(2) サービス種類相互の算定関係について 

介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共

同生活介護費を受けている間については、その他の介護予防サー

ビス費又は地域密着型介護予防サービス費(介護予防居宅療養管

理指導費を除く。)は算定しないものであること。ただし、指定介

護予防特定施設入居者生活介護の提供に必要がある場合に、当該

事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の介護予防

サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用させることは差

し支えないものであること。また、介護予防短期入所生活介護又

は介護予防短期入所療養介護を受けている間については、介護予

防訪問介護費、介護予防訪問入浴介護費、介護予防訪問看護費、

介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防通所介護費及び介

護予防通所リハビリテーション費並びに介護予防認知症対応型通

所介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費は算定しないも

のであること。（後略） 

 (3) 退所日等における介護予防サービス費の算定について 

介護予防短期入所療養介護のサービス終了日(退所・退院日)に

ついては、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーショ

ン費、介護予防居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビリテ

ーション費は算定できない。介護予防訪問介護等の福祉系サービ

スは別に算定できるが、介護予防短期入所サービスにおいても機

能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所(退院日)に

介護予防通所介護を機械的に組み込むといった介護予防サービス

計画は適正でない。 

なお、入所(入院)当日であっても当該入所(入院)前に利用する

介護予防訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所(入院)

前に介護予防通所介護又は介護予防通所リハビリテーションを機

械的に組み込むといった介護予防サービス計画は適正ではない。 
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９ 事業所の医師が診療せずにリハビリテーションを提供した場合の減算 

・ 事業所の医師が診療を行っていない利用者に対してサービスを提供した場合は、１回につき５０単位を減算

すること。 

 
根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４注１０ 「老企第３６号」 第２の５（10） 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定訪問リハビリ

テーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当

該指定訪問リハビリテーション事業所の医師が診療を行っていない

利用者に対して、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、１

回につき５０単位を所定単位数から減算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準 （「厚生労働大臣が定める基準」

平成 27 年厚生労働省告示第 95 号の十二の二） 

指定訪問リハビリテーション事業所の医師による診療を行わずに

利用者に対して指定訪問リハビリテーションを行った場合の減算に

係る基準 

イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 指定訪問リハビリテーション事業所の利用者が、当該事業所

とは別の医療機関の医師による計画的な医学的管理を受けてい

る場合であって、当該事業所の医師が、計画的な医学的管理を

行っている医師から、当該利用者に関する情報の提供を受けて

いること。 

(２) 当該計画的な医学的管理を行っている医師が適切な研修の

修了等をしていること。 

(３) 当該情報の提供を受けた指定訪問リハビリテーション事業

所の医師が、当該情報を踏まえ、訪問リハビリテーション計画

を作成すること。 

ロ イの規定に関わらず、令和３年４月１日から令和６年３月 31 日

までの間に、イ(１)及び(３)に掲げる基準に適合する場合には、

同期間に限り、指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問リハ

ビリテーション費の注 10 を算定できるものとする。 

(注 10 の取扱いについて) 

訪問リハビリテーション計画は、原則、当該指定訪問リハビリテ

ーション事業所の医師の診療に基づき、当該医師及び理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が共同して作成するものである。 

注 10 は、指定訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関

の医師による計画的な医学的管理を受けている利用者であって、

当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合に、別の医療機

関の医師からの情報をもとに、当該事業所の医師及び理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が訪問リハビリテーション計画を作成

し、当該事業所の医師の指示に基づき、当該事業所の理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問リハビリテーションを実施

した場合について、例外として基本報酬に 50 単位を減じたもので

評価したものである。 

「当該利用者に関する情報の提供」とは、別の医療機関の計画

的に医学的管理を行っている医師から指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の医師が、「「リハビリテーション・個別機能訓練、栄

養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について」の別紙様式２－２－１のうち、

本人の希望、家族の希望、健康状態・経過、心身機能・構造、活

動（基本動作、移動能力、認知機能等）、活動（ＡＤＬ）、リハ

ビリテーションの目標、リハビリテーション実施上の留意点等に

ついて、当該指定訪問リハビリテーション事業所の医師が十分に

記載できる情報の提供を受けていることをいう。 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注９ （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（９） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護予防訪問

リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士が、当該指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が診

療を行っていない利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー

ションを行った場合は、１回につき５０単位を所定単位数から減算

する。 

(注９の取扱いについて) 

介護予防訪問リハビリテーション計画は、原則、当該指定介護予

防訪問リハビリテーション事業所の医師の診療に基づき、当該医師

及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が作成するものである。 

注９は、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所とは別の医

療機関の医師による計画的な医学的管理を受けている利用者であっ
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準 （「厚生労働大臣が定める基準」

平成 27 年厚生労働省告示第 95 号の百六の三） 

指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師による診療を

行わずに利用者に対して指定介護予防訪問リハビリテーションを行

った場合の減算に係る基準 

イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の利用者が当

該事業所とは別の医療機関の医師による計画的な医学的管理を

受けている場合であって、当該事業所の医師が、計画的な医学

的管理を行っている医師から、当該利用者に関する情報の提供

を受けていること。 

(２) 当該計画的な医学的管理を行っている医師が適切な研修の

修了等をしていること。 

(３) 当該情報の提供を受けた指定介護予防訪問リハビリテーシ

ョン事業所の医師が、当該情報を踏まえ、訪問リハビリテーシ

ョン計画を作成すること。 

ロ イの規定に関わらず、平成 30年４月１日から平成 31 年３月 31

日までの間に、イ(１)及び(３)に掲げる基準に適合する場合には、

同期間に限り、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護

予防訪問リハビリテーション費の注 10 を算定できるものとする。 

て、当該事業所の医師がやむを得ず診療できない場合に、別の医療

機関の医師からの情報をもとに、当該事業所の医師及び理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が介護予防訪問リハビリテーション計画

を作成し、当該事業所の医師の指示に基づき、当該事業所の理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問リハビリテー

ションを実施した場合について、例外として、基本報酬に５０単位

を減じたもので評価したものである。 

「当該利用者に関する情報の提供」とは、別の医療機関の計画

的に医学的管理を行っている医師から指定介護予防訪問リハビリ

テーション事業所の医師が、「リハビリテーション・個別機能訓

練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」(令和３年３月１６日老

認発 0316 第３号、老老発 0316 第２号)の別紙様式２－２－１のう

ち、本人の希望、家族の希望、健康状態・経過、心身機能・構造、

活動（基本動作、移動能力、認知機能等）、活動（ADL）、リハビ

リテーションの目標、リハビリテーション実施上の留意点等につ

いて、当該指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の医師が

十分に記載できる情報の提供を受けていることをいう。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.１）」（平成 30 年 3 月 23 日） 

事業所の医師が診療せずにリハビリテーションを提供した場合の減算 

(問 5９) 

別の医療機関の医師から計画的な医学的管理を受けてい

る者に対し、指定訪問リハビリテーション事業所等の医師

が、自らは診療を行わず、当該別の医療機関の医師から情報

提供を受けてリハビリテーションを計画、指示してリハビリ

テーションを実施する場合において、当該別の医療機関の医

師から提供された情報からは、環境因子や社会参加の状況

等、リハビリテーションの計画、指示に必要な情報が得られ

ない場合どのように対応すればよいか。 

(答) 

 指定訪問リハビリテーション等を開始する前に、例えば当

該指定訪問リハビリテーション事業所等の理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士に利用者を訪問させ、その状態につい

ての評価を報告させる等の手段によって、必要な情報を適宜

入手した上で医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士が共同してリハビリテーションを計画し、事業所の医師の

指示に基づいてリハビリテーションを行う必要がある。 

 

 

●介護保険最新情報 vol1090「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.12）」（令和４年７月２０日） 

事業所の医師が診察せずにリハビリテーションを提供した場合の減算 

(問26) 

別の医療機関の医師から計画的な医学的管理を受けてい

る利用者に対し、指定訪問リハビリテーション事業所等の医

師が、自らは診療を行わず、当該別の医療機関の医師から情

（答） 

含まれる。なお、応用研修のすべての単位を取得している

必要はなく、事業所の医師に情報提供を行う日が属する月か

ら前 36 月の間に合計６単位以上（応用研修のうち、「フ 
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報提供を受けてリハビリテーションを計画、指示してリハビ

リテーションを実施した場合、当該別の医療機関の医師が適

切な研修の修了等をしていれば、基本報酬から50単位を減

じた上で訪問リハビリテーション料等を算定できることと

されている。この「適切な研修の修了等」に、日本医師会の

「日医かかりつけ医機能研修制度」の応用研修の単位を取得

した場合は含まれるか。 

レイル予防・対策」「地域リハビリテーション」「かかりつ

け医に必要な生活期リハビリテーションの実際」「在宅リハ

ビリテーション症例」「リハビリテーションと栄養管理・摂

食嚥下障害」のうち、いずれか１単位以上を含むこと。）を

取得又は取得を予定していればよい。また、別の医療機関の

医師が訪問リハビリテーション事業所等の医師に情報提供

をする際に下記を参考とした記載をすることが望ましい。 

「適切な研修の修了等をしている。」 

※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令

和３年３月２３日）問 26 の一部修正 
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１０ 移行支援加算 

・ 訪問リハビリテーションの提供を終了した日から起算して１４日以降４４日以内に、当該サービス終了者 

に対して指定通所介護等の実施状況を確認し、記録すること。 

・ 指定通所介護等の事業所へ移行するに当たり、リハビリテーション計画書を移行先事業所へ提供すること。 

 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４ 「老企第３６号」 第２の５（11） 

ロ 移行支援加算                 １７単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所が、リハ

ビリテーションを行い、利用者の指定通所介護事業所（指定居宅

サービス基準第 93 条第１項に規定する指定通所介護事業所をい

う。以下同じ。）等への移行等を支援した場合は、移行支援加算

として、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）

の末日が属する年度の次の年度内に限り、１日につき所定単位数

を加算する。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準（「厚生労働大臣が定める基準」

平成27年厚生労働省告示第95号の十三） 

訪問リハビリテーション費における移行支援加算の基準 

イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供を 

終了した者（以下「訪問リハビリテーション終了者」という。） 

のうち、指定通所介護（指定居宅サービス等基準第92条に規定 

する指定通所介護をいう。以下同じ。）、指定通所リハビリテ 

ーション（指定居宅サービス等基準第110条に規定する指定通所 

リハビリテーションをいう。以下同じ。）、指定地域密着型通  

所介護（指定地域密着型サービス基準第19条に規定する指定地 

域密着型通所介護をいう。以下同じ。）、指定認知症対応型通 

所介護（指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認 

知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）、指定小規模多機能 

型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第62条に規定する指

定小規模多機能型居宅介護をいう。第54号において同じ。）、

指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基

準第170条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護をいう。

第79号ロにおいて同じ。）、指定介護予防通所リハビリテーシ

ョン（指定介護予防サービス等第116条に規定する指定介護予防

通所リハビリテーションをいう。以下同じ。）、指定介護予防

認知症対応型通所介護（指定地域密着型介護予防サービスの事

（移行支援加算について） 

① 移行支援加算におけるリハビリテーションは、訪問リハビリテ

ーション計画に家庭や社会への参加を可能とするための目標を作

成した上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬを向上させ、指定通所

介護等に移行させるものであること。 

② 「その他社会参加に資する取組」には、医療機関への入院や介

護保険施設への入所、指定訪問リハビリテーション、指定認知症

対応型共同生活介護等は含まれず、算定対象とならないこと。 

③ 大臣基準告示第13号イ（１）の基準において、指定通所介護等

を実施した者の占める割合及び基準第13号ロにおいて、12月を指

定訪問リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で除し

て得た数については、小数点第３位以下は切り上げること。 

④ 平均利用月数については、以下の式により計算すること。 

イ（ⅰ）に掲げる数÷（ⅱ）に掲げる数 

  （ⅰ）当該事業所における評価対象期間の利用者ごとの利用者

延月数の合計 

  （ⅱ）（当該事業所における評価対象期間の新規利用者数の合

計＋当該事業所における評価対象期間の新規終了者数の合

計）÷２ 

 ロ イ（ⅰ）における利用者には、当該施設の利用を開始して、

その日のうちに利用を終了した者又は死亡した者を含むも

のである。 

 ハ イ（ⅰ）における利用者延月数は、利用者が評価対象期間に

おいて当該事業所の提供する訪問リハビリテーションを利

用した月数の合計をいう。 

 ニ イ（ⅱ）における新規利用者数とは、当該評価対象期間に新

たに当該事業所の提供する指定訪問リハビリテーションを

利用した者の数をいう。また、当該事業所の利用を終了後、

12月以上の期間を空けて、当該事業所を再度利用した者に

ついては、新規利用者として取り扱うこと。 

 ホ イ（ⅱ）における新規終了者数とは、評価対象期間に当該事

業所の提供する指定訪問リハビリテーションの利用を終了
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業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成18年厚生労働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予

防サービス基準」という。）第４条に規定する指定介護予防認

知症対応型通所介護をいう。）、指定介護予防小規模多機能型

居宅介護（指定地域密着型介護予防サービス基準第43条に規定

する指定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう。）、法第115

の45第１項第１号ロに規定する第１号通所事業その他社会参加

に資する取組（以下「指定通所介護等」という。）を実施した

者の占める割合が、百分の五を超えていること。 

（２）評価対象期間中に指定訪問リハビリテーションの提供を終了

した日から起算して14日以降44日以内に、指定訪問リハビリテ

ーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

訪問リハビリテーション終了者に対して、当該訪問リハビリテ

ーション終了者の指定通所介護等の実施状況を確認し、記録し

ていること。 

ロ 12を指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月

数で除して得た数が百分の二十五以上であること。 

ハ 訪問リハビリテーション終了者が指定通所介護等の事業所へ移

行するに当たり、当該利用者のリハビリテーション計画書を移行

先の事業所へ提供すること。 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準（「厚生労働大臣が定める基準に

適合する利用者等」平成27年厚生労働省告示第94号の九） 

指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問リハビリテーション

費のロの注の厚生労働大臣が定める期間 

移行支援加算を算定する年度の初日の属する年の前年の一月 

から十二月までの期間（厚生労働大臣が定める基準に適合している

ものとして都道府県知事（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

252 条の 19 第１項の指定都市及び同法第 252 条の 22 第１項の中核

市にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下同じ。）に届け出

た年においては、届出の日から同年 12 月までの期間） 

した者の数をいう。 

⑤  「指定通所介護等の実施」状況の確認に当たっては、指定訪問

リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が、リハビリテーション計画書のアセスメント項目を活用し

ながら、リハビリテーションの提供を終了した時と比較して、Ａ

ＤＬ及びＩＡＤＬが維持又は改善していることを確認すること。 

   なお、電話等での実施を含め確認の手法を問わないこと。 

⑥ 「当該利用者のリハビリテーション計画書を移行先の事業所へ

提供」については、利用者の円滑な移行を推進するため、指定訪

問リハビリテーション終了者が指定通所介護、指定通所リハビリ

テーション、指定地域密着型通所介護、指定認知症対応型通所介

護、指定小規模多機能型通所介護、指定看護小規模多機能型居宅

介護、指定介護予防通所リハビリテーション、指定介護予防認知

症対応型通所介護又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所へ移行する際に、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養

管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示について」の別紙様式２－２―１及び２－

２－２のリハビリテーション計画書等の情報を利用者の同意の上

で指定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定地域密着型

通所介護、指定認知症対応型通所介護、指定小規模多機能型通所

介護、指定看護小規模多機能型居宅介護、指定介護予防通所リハ

ビリテーション、指定介護予防認知症対応型通所介護又は指定介

護予防小規模多機能型居宅介護の事業所へ提供すること。なお、

指定通所介護事業所等の事業所への情報提供に際しては、リハビ

リテーション計画書の全ての情報ではなく、「リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的

な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」に示す

別紙様式２－２―１及び２－２－２の本人の希望、家族の希望、

健康状態・経過、リハビリテーションの目標、リハビリテーショ

ンサービス等の情報を抜粋し、提供することで差し支えない。  

 

●介護保険最新情報 vol.948「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A Vol.2」（令和３年３月２３日） 

移行支援加算 

(問12) 

 移行支援加算に係る解釈通知における、「(ｉ)当該事業所

における評価対象期間の利用者ごとの利用者延月数の合計」

は、具体的にはどのように算出するか。 

（答） 

・ 移行支援加算は、利用者のＡＤＬ・ＩＡＤＬが向上し、

社会参加に資する取組に移行する等を指標として、質の高

いリハビリテーションを提供する事業所を評価するもの

である。 

- 110 -



 

・ そのため、「社会参加への移行状況」と「サービスの利

用の回転」を勘案することとしている。 

・ このうち、「サービスの利用の回転」の算定方法は下記

のとおりである。 

 （通所リハビリテーションは≧27％） 

・ この平均利用月数を算出する際に用いる、「(ｉ)当該事

業所における評価対象期間の利用者ごとの利用者延月数

の合計」とは、評価対象期間に当該事業所を利用した者の、

評価対象期間におけるサービス利用の延月数（評価対象期

間の利用者延月数）を合計するものである。なお、評価対

象期間以外におけるサービスの利用は含まない。 

 

(問17) 

移行支援加算について、既に訪問（通所）リハビリテーシ

ョンと通所介護を併用している利用者が、訪問（通所）リハ

ビリテーションを終了し、通所介護はそのまま継続となった

場合、「終了した後通所事業を実施した者」として取り扱う

ことができるか。 

（答） 

貴見の通りである。 

(問18) 

移行支援加算は事業所の取り組んだ内容を評価する加算

であるが、同一事業所において、当該加算を取得する利用者

と取得しない利用者がいることは可能か。 

（答） 

同一事業所において、加算を取得する利用者と取得しない

利用者がいることはできない。 

(問19) 

利用者が訪問リハビリテーションから通所リハビリテー

ションへ移行して、通所リハビリテーション利用開始後２月

で通所介護に移行した場合、訪問リハビリテーションの移行

支援加算の算定要件を満たしたこととなるか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

(問20) 

移行支援加算で通所リハビリテーションから通所介護、訪

問リハビリテーションから通所リハビリテーション等に移

行後、一定期間後元のサービスに戻った場合、再び算定対象

とすることができるのか。 

（答） 

移行支援加算については、通所リハビリテーションの提供

を終了した日から起算して14日以降44日以内に通所リハ

ビリテーション従業者が通所リハビリテーション終了者 

に対して、指定通所介護等を実施していることを確認し、記
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 録していることとしている。 

なお、３月以上経過した場合で、リハビリテーションが必要

であると医師が判断した時は、新規利用者とすることができ

る。 

(問21) 

移行支援加算における就労について、利用者が障害福祉サ

ービスにおける就労移行支援や就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）

の利用に至った場合を含めてよいか。 

（答） 

よい。 

 

●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（vol３）」（令和３年３月２６日） 

移行支援加算 

(問14) 

移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リ

ハビリテーションの提供を終了した者には、当該事業所の指

定訪問リハビリテーション利用を中断したのちに再開した

者も含まれるのか。 

 

（答） 

・移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リハ

ビリテーションの提供を終了した者とは、当該訪問リハビリ

テーション事業所の利用を終了し、評価対象期間に利用を再

開していない者をいう。なお通所リハビリテーションにおい

ても同様に取り扱う。 

・なお、終了後に３月以上が経過した場合で、リハビリテー

ションが必要であると医師が判断し当該事業所の利用を再

開した時は、新規利用者とみなすことができる。この場合は

評価対象期間に再開した場合でも、終了した者として取り扱

う。 
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１１ （介護予防）事業所評価加算 

・ 評価対象期間において、事業所の利用実人員数が 10 名以上であること。 

・ (2)の規定により算定した数を(1)に規定する数で除して得た数が 0.7 以上であること。 

(1) 評価対象期間内に介護予防訪問リハビリテーション費を３月以上算定し、その後に更新・変更認定を

受けた者の数 

(2)要支援状態区分の維持者数に、要支援状態区分の改善者数に２を乗じて得た数を加えたもの 

根拠法令等 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３ （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（11） 

ロ 事業所評価加算               １２０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府

県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所にお

いて、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の

満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につき所定単位数を加

算する。 

(「厚生労働大臣が定める基準」平成 27 年厚労省告示第 95 号の百

六の四) 

介護予防訪問リハビリテーション費における事業所評価加算の基

準  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 評価対象期間における指定介護予防訪問リハビリテーション事

業所の利用実人員数が１０名以上であること。 

ロ (2)の規定により算定した数を(1)に規定する数で除して得た数

が 0.7 以上であること。 

(1)評価対象期間において、法第三十三条第二項に基づく要支援

更新認定又は法第三十三条の二第一項に基づく要支援状態区分

の変更の認定((2)及び第百十号ニにおいて「要支援更新認定等」

という。)を受けた者の数 

(2)評価対象期間に行われる要支援更新認定等において、当該要

支援更新認定等の前の要支援状態区分と比較して、要支援状態区

分に変更がなかった者(指定介護予防支援事業者(法第五十八条

第一項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。)が介護予防

サービス計画(法第八条の二第十六項に規定する介護予防サービ

ス計画をいう。)に定める目標に照らし、当該指定介護予防サー

ビス事業者(法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービ

ス事業者をいう。)によるサービスの提供が終了したと認める者

に限る。第百十号ニ(2)において同じ。)の数に、要支援更新認定

等の前の要支援状態区分が要支援２の者であって、要支援更新認

定等により要支援１と判定されたもの又は要支援更新認定等の

 事業所評価加算の別に厚生労働大臣が定める基準ロの要件の算出

式は以下のとおりとする。 

要支援状態区分の維持者数＋改善者数×２ 

                          ≧0.7 

評価対象期間内に介護予防訪問リハビリテーション費を 

３月以上算定し、その後に更新・変更認定を受けた者の数 

- 113 -



 

前の要支援状態区分が要支援１の者であって、要支援更新認定等

により非該当と判定されたものの人数及び要支援更新認定等の

前の要支援状態区分が要支援２の者であって、要支援更新認定等

により非該当と判定されたものの人数の合計数に２を乗じて得

た数を加えたもの 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める期間(「厚生労働大臣が定める基準に

適合する利用者等」平成 27 年告示第 94 号七十八の二) 

指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問リハ

ビリテーション費のロの注の厚生労働大臣が定める期間 

事業所評価加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月

から 12 月までの期間 
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１２ サービス提供体制強化加算 

・ 訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、規定の 

勤続年数以上の者が１名以上いること。 

 

根拠法令等 

「厚生省告示第１９号」 別表４ハ注 「老企第３６号」 第２の５（12） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府

県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所が、利用者に

対し、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、１回につき所定単位数を加算する。ただし、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

 

(１) サービス提供体制強化加算(Ⅰ)        ６単位 

(２) サービス提供体制強化加算(Ⅱ)        ３単位 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準（「厚生労働大臣が定める基準に

適合する利用者等」平成27年厚生労働省告示第95号の十四） 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 指定訪問リハビリテーション

を利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

のうち、勤続年数７年以上の者がいること。 

ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 指定訪問リハビリテーション

を利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

のうち、勤続年数３年以上の者がいること。 

（サービス提供体制強化加算について） 

①  訪問入浴介護と同様であるので、３(９)⑥及び⑦を参照のこと。 

②  指定訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、サービス提供体制強化加

算(Ⅰ)にあっては勤続年数が７年以上の者が１名以上、サービス

体制強化加算(Ⅱ)にあっては勤続年数が３年以上の者が１名以上

いれば算定可能であること。 

 

【参照】３(９)  

⑥ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいう

ものとする。 

⑦ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に

加え同一法人等の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会

福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として

勤務した年数を含めることができるものとする。  

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３ハ注 （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（12）  

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府

県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所が、

利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場合

は、１回につき所定単位数を加算する。 

 

 (１) サービス提供体制強化加算(Ⅰ)        ６単位 

(２) サービス提供体制強化加算(Ⅱ)        ３単位 

 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準「厚生労働大臣が定める基準」平

成27年厚労省告示第95号の百六） 

 介護予防訪問リハビリテーション費におけるサービス提供体制強

化加算の基準 

 第十四号の規定を準用する。 

（サービス提供体制強化加算について） 

①  介護予防訪問入浴介護と同様であるので、２（９）⑥及び⑦を

参照されたい。 

②  指定介護予防訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、サービス提供体

制強化加算(Ⅰ)にあっては勤続年数が７年以上の者が１名以上、

サービス体制強化加算(Ⅱ)にあっては勤続年数が３年以上の者が

１名以上いれば算定可能であること。 

【参照】２（９） 

⑥ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいう

ものとする。 

⑦ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加

え、同一法人等の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会

福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として

勤務した年数を含めることができるものとする。 
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●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q＆A(vol.1)」（平成 21 年 3 月 23 日） 

サービス提供体制強化加算 

(問６) 

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

(答) 

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続してい

ることから、勤続年数に含めることができる。 

(問 10) 

「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法によ

り算出した平均を用いる」こととされている平成２１年度の

１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満た

ない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った場

合はどう取扱うか。 

(答) 

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たって

は、老企第３６号等において以下のように規定されていると

ころであり、これに従った取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況

が生じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らか

な場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、

この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日

から加算等の算定を行わないものとする。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２

０年１２月から平成２１年２月までの実績に基づいて３月

に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績

が基準を下回っていた場合は、その事実が発生した日から加

算の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算

定はできない取扱いとなる。 

 

●介護保険最新情報 vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成２７年４月３０日）  

サービス提供体制強化加算 

（問６３） 

サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職

員の割合については、これまでと同様に、１年以上の運営実

績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均

（３月分を除く。）をもって、運営実績が６月に満たない事

業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開した事業

所）の場合は、４月目以降に、前３月分の実績をもって取得

可能となるということでいいのか。 

（答）  

貴見のとおり。 

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場

合の届出にあっては、届出を行った月以降においても、毎

月所定の割合を維持しなければならず、その割合について

は毎月記録する必要がある。 

（問６４） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強

化加算（Ⅰ）ロは同時に取得することは可能か。不可である

場合は、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを取得していた

事業所が、実地指導等によって、介護福祉士の割合が 60％

を下回っていたことが判明した場合は、全額返還となるの

か。 

（答）  

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制

強化加算（Ⅰ）ロを同時に取得することはできない。 

また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算

（Ⅰ）イの算定要件を満たさないことが判明した場合、都

道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還さ

せることが可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を

満たしていないが、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロの

算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得する

ための届出が可能であり、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を

行うことが可能である。 
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１３ 12 月を超えて指定介護予防訪問リハビリテーションを行う場合の減算 

・ 利用を開始した日の属する月から起算して１２月を超えて指定介護予防訪問リハビリテーションを行う場

合は、１回につき５単位を所定単位数から減算すること。 
  

根拠法令等 

（介護予防）「厚生労働省告示第１２７号」 別表３注１０ （介護予防）「老計発第０３１７００１号」 第２の４（10） 

利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーションの利用を

開始した日の属する月から起算して１２月を超えて指定介護予防訪

問リハビリテーションを行う場合は、１回につき５単位を所定単位

数から減算する。 

(注 10 の取扱いについて) 

指定介護予防訪問リハビリテーションの利用が１２月を超える場

合は、介護予防訪問リハビリテーション費から５単位減算する。な

お、入院による中断があり、医師の指示内容に変更がある場合は、

新たに利用が開始されたものとする。また、本取扱いについては、

令和３年４月から起算して 12 月を超える場合から適用されるもの

であること。 

 

●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A(vol.３)」（令和３年３月２６日） 

利用開始した月から１２月を超えた場合の減算 

(問 121)  

介護予防訪問・通所リハビリテーション及び介護予防訪問

看護からの理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による訪問

について、当該事業所においてサービスを継続しているが、

要介護認定の状態から要支援認定へ変更となった場合の取

扱如何。 

(答) 

・ 法第 19 条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた

日が属する月をもって、利用が開始されたものとする。 

・ ただし、要支援の区分が変更された場合（要支援１から

要支援２への変更及び要支援２から要支援１への変更）は

サービスの利用が継続されているものとみなす。 

 

●介護保険最新情報 vol.966「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A(vol.６)」（令和３年４月１５日） 

利用開始した月から１２月を超えた場合の減算 

(問４) 

介護予防訪問・通所リハビリテーション及び介護予防訪問

看護からの理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による訪問

について、12 月以上継続した場合の減算起算の開始時点は

いつとなるのか。また、12 月の計算方法は如何。 

(答) 

・ 当該サービスを利用開始した日が属する月となる。 

・ 当該事業所のサービスを利用された月を合計したものを

利用期間とする。 
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1 

 

老認発 0316第３号 

老老発 0316第２号 

令和３年３月 16日 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する

基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について 

 

 

リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施について

は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ

ス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要

する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平

成 12年３月１日老企第 36号。以下「訪問通所サービス通知」という。）、「指定

居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特

定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額

の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年３月

８日老企第 40号）、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基

準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 18 年３月 17 日老計発第

0317001号、老振発第 0317001号、老老発第 0317001号）及び「指定地域密着型

サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サ

ービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて」（平成 18年３月 31日老計発第 0331005号、老振発第 0331005号、老老

発第 0331018号）において示しているところであるが、今般、基本的な考え方並

びに事務処理手順及び様式例を下記のとおりお示しするので、御了知の上、各都

道府県におかれては、管内市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図る

とともに、その取扱いに当たっては遺漏なきよう期されたい。 

なお、本通知は、令和３年４月１日から適用するが、「リハビリテーションマ
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2 

 

ネジメントの基本的考え方並びに加算に関する事務処理手順例及び様式例の提

示」（平成 18年３月 27日老老発第 0327001号）、「栄養マネジメント加算及び経

口移行加算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示について」（平成 17 年

９月７日老老発第 0907002 号）、「口腔機能向上加算等に関する事務処理手順例

及び様式例の提示について」（平成 18年３月 31日老老発第 0331008号）、「居宅

サービスにおける栄養ケア・マネジメント等に関する事務処理手順例及び様式

例の提示について」（平成 18年３月 31日老老発第 0331009号）、「通所介護及び

短期入所生活介護における個別機能訓練加算に関する事務処理手順例及び様式

例の提示について」（平成 27 年３月 27 日老振発 0327 第２号）及び「リハビリ

テーションマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーシ

ョン計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について」（平成 30年３月 22日

老老発 0322第２号）については、本通知を新たに発出することから廃止するこ

とにご留意されたい。 

 

記 

 

＜目次＞ 

第１ リハビリテーション・機能訓練、栄養管理及び口腔管理の一体的な実施に

関する基本的な考え方及び様式例の提示について 

第２ リハビリテーションマネジメント加算等の基本的考え方並びに事務処理

手順例及び様式例の提示について 

第３ 通所介護及び短期入所生活介護における個別機能訓練加算に関する事務

処理手順例及び様式例の提示について 

第４ 施設サービスにおける栄養ケア・マネジメント及び経口移行加算等に関

する事務処理手順例及び様式例の提示について 

第５ 居宅サービスにおける栄養ケア・マネジメント等に関する事務処理手順

例及び様式例の提示について 

第６ 口腔・栄養スクリーニング加算に関する基本的考え方並びに事務処理手

順例及び様式例の提示について 

第７ 口腔衛生の管理体制に関する基本的考え方並びに事務処理手順例及び様

式例の提示について 

第８ 口腔機能向上加算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示について 

 

第１ リハビリテーション・機能訓練、栄養管理及び口腔管理の一体的な実施に

関する基本的な考え方及び様式例の提示について 

１ リハビリテーション・機能訓練、栄養管理及び口腔管理の一体的な実施
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の基本的な考え方 

リハビリテーション・機能訓練と栄養管理の連携においては、筋力・持

久力の向上、活動量に応じた適切な栄養摂取量の調整、低栄養の予防・改

善、食欲の増進等が期待される。栄養管理と口腔管理の連携においては、

適切な食事形態・摂取方法の提供、食事摂取量の維持・改善、経口摂取の維

持等が期待される。口腔管理とリハビリテーション・機能訓練の連携にお

いては、摂食・嚥下機能の維持・改善、口腔衛生や全身管理による誤嚥性肺

炎の予防等が期待される。 

このように、リハビリテーション・機能訓練、栄養管理及び口腔管理の

取組は一体的に運用されることで、例えば、 

・ リハビリテーション・機能訓練の負荷又は活動量に応じて、必要なエ

ネルギー量や栄養素を調整することによる筋力・持久力の向上及びＡＤ

Ｌの維持・改善 

・ 医師、歯科医師等の多職種の連携による摂食・嚥下機能の評価により、

食事形態・摂取方法の適切な管理、経口摂取の維持等が可能となること

による誤嚥性肺炎の予防及び摂食・嚥下障害の改善 

など、効果的な自立支援・重度化予防につながることが期待される。 

このため自立支援・重度化防止のための効果的なケアを提供する観点か

ら、医師、歯科医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、

歯科衛生士等の多職種による総合的なリハビリテーション・機能訓練、栄

養管理及び口腔管理が実施されることが望ましい。 

 

２ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の一体的な実

施に関する様式例について 

令和３年度介護報酬改定において、リハビリテーション・機能訓練、栄養

管理及び口腔管理の取組を一体的に運用し、自立支援・重度化防止を効果的

に進めるため、リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理

に関する各種計画書（リハビリテーション計画書、個別機能訓練計画書、栄

養ケア計画書及び口腔機能向上サービスの管理指導計画・実施記録）につい

て、重複する記載項目を整理するとともに、それぞれの実施計画を一体的に

記入できる様式を設けることとした。 

下表中右欄に定める様式を用いて計画書を作成した場合、リハビリテー

ション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の各関係加算等の算定に際し

必要とされる左欄の様式の作成に代えることができる。 

別紙様式２－２－１及び２－２－

２（リハビリテーション計画書） 

別紙様式１－２（リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理、口腔
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管理に係る実施計画書（通所系））及

び別紙様式１－３（リハビリテーシ

ョンアセスメントシート） 

別紙様式２－９（リハビリテーショ

ン実施計画書） 

別紙様式１－１（リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理、口腔

管理に係る実施計画書（施設系））及

び別紙様式１－３（リハビリテーシ

ョンアセスメントシート） 

別紙様式３－３（個別機能訓練計画

書） 

別紙様式１－１（リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理、口腔

管理に係る実施計画書（施設系））又

は別紙様式１－２（リハビリテーシ

ョン・個別機能訓練、栄養管理、口

腔管理に係る実施計画書（通所系））

及び別紙様式１－４（個別機能訓練

アセスメントシート） 

別紙様式４－２（栄養ケア・経口移

行・経口維持計画書（施設）（様式

例）） 

別紙様式１－１（リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理、口腔

管理に係る実施計画書（施設系）） 

別紙様式５－２（栄養ケア計画書

（通所・居宅）（様式例）） 

別紙様式１－２（リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理、口腔

管理に係る実施計画書（通所系）） 

別紙様式８（口腔機能向上サービス

に関する計画書（様式例）） 

別紙様式１－２（リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理、口腔

管理に係る実施計画書（通所系））及

び別紙様式１－６（口腔機能向上加

算の実施記録） 

「指定居宅サービスに要する費用

の額の算定に関する基準（短期入所

サービス及び特定施設入居者生活

介護に係る部分）及び指定施設サー

ビス等に要する費用の額の算定に

関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について」別紙様式３及び

「指定地域密着型サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準及

別紙様式１－１（リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養管理、口腔

管理に係る実施計画書（施設系））及

び別紙様式１－５（口腔衛生管理加

算の実施記録） 
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び指定地域密着型介護予防サービ

スに要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意

事項について」別紙様式１（口腔衛

生管理加算 様式（実施計画）） 

 

第２ リハビリテーションマネジメント加算等の基本的考え方並びに事務処理

手順例及び様式例の提示について 

Ⅰ リハビリテーションマネジメントの基本的な考え方 

１ リハビリテーションマネジメントの基本的な考え方 

⑴ リハビリテーションの目的について 

生活機能の低下した利用者に対するハビリテーションは、単に運動機

能や認知機能といった心身機能の改善だけを目指すのではなく、利用者

が有する能力を最大限に発揮できるよう、「心身機能」「活動」「参加」の

それぞれの要素にバランスよく働きかけていくこと、また、これによって

日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を可能とすることを目的と

するものである。 

⑵ リハビリテーションマネジメントの運用に当たって 

リハビリテーションマネジメントは、高齢者の尊厳ある自己実現を目

指すという観点に立ち、利用者の生活機能の向上を実現するため、介護保

険サービスを担う専門職やその家族等が協働して、継続的な「サービスの

質の管理」を通じて、適切なリハビリテーションを提供し、もって利用者

の要介護状態又は要支援状態の改善や悪化の防止に資するものである。 

利用者に対して漫然とリハビリテーションの提供を行うことがないよ

うに、利用者毎に、解決すべき課題の把握（アセスメント）を適切に行い、

改善に係る目標を設定し、計画を作成した上で、必要な時期に必要な期間

を定めてリハビリテーションの提供を行うことが重要である。症状緩和

のための取組（いわゆる理学療法として行うマッサージ）のみを漫然と行

う場合はその必要性を見直すこと。また、リハビリテーションは、理学療

法士、作業療法士、又は言語聴覚士だけが提供するものではなく、医師、

歯科医師、看護職員、介護職員、管理栄養士、歯科衛生士、支援相談員等

様々な専門職が協働し、また利用者の家族にも役割を担っていただいて

提供されるべきものである。特に日常生活上の生活行為への働きかけで

ある介護サービスは、リハビリテーションの視点から提供されるべきも

のであるとの認識が重要である。リハビリテーションを提供する際には、

利用者のニーズを踏まえ、利用者本人による選択を基本とし、利用者やそ
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の家族にサービス内容について文書を用いてわかりやすく説明し、その

同意を得なければならない。利用者やその家族の理解を深め、協働作業が

十分になされるために、リハビリテーション、生活不活発病（廃用症候群）

や生活習慣病等についての啓発を行うことも重要である。 

⑶ 継続的なサービスの質の向上に向けて 

施設サービスにおいて提供されるリハビリテーションは、施設退所後

の居宅における利用者の生活やその場において提供されるリハビリテー

ションを考慮した上で、利用者の在宅復帰に資するものである必要があ

り、施設入所中又はその退所後に居宅において利用者に提供されるリハ

ビリテーションが一貫した考え方に基づき提供されるよう努めなければ

ならない。そのためには施設入所中も、常に在宅復帰を想定してリハビリ

テーションを提供していくことが基本である。また、居宅サービス（訪問・

通所リハビリテーション）におけるリハビリテーションマネジメントに

あっては、訪問介護員等他の居宅サービス事業所の担当者に対する情報

提供等を行うなど、利用者のよりよい在宅生活を支援するものとなるよ

う配慮することも必要である。全体のケアマネジメントとリハビリテー

ションマネジメントとの両者におけるアセスメントや計画書については、

基本的考え方、表現等が統一されていることが望まれる。さらに、利用者

の生活機能の改善状況は継続的に把握（モニタリング）し、常に適切なリ

ハビリテーションの提供を行わなければならない。リハビリテーション

マネジメント体制については、生活機能の維持、改善の観点から評価し、

継続的なサービスの質の向上へと繋げることが必要である。 

 

Ⅱ （介護予防）訪問・通所リハビリテーションにおけるリハビリテーション

マネジメントについて 

１ リハビリテーションマネジメントの実務等について 

⑴ リハビリテーションマネジメントについて 

リハビリテーションマネジメントは、調査(Survey)、計画(Plan)、実行

(Do)、評価(Check)、改善(Action)（以下「ＳＰＤＣＡ」という。）のサイ

クルの構築を通じて、心身機能、活動及び参加について、バランス良くア

プローチするリハビリテーションが提供できているかを継続的に管理す

ることによって、質の高いリハビリテーションの提供を目指すものであ

る。 

以下にリハビリテーションマネジメントにおけるＳＰＤＣＡサイクル

の具体的な取組内容を記載する。 

① 調査（Survey） 
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イ 事業所の医師の診療、運動機能検査、作業能力検査等により利用者

の心身機能や、利用者が個人として行う日常生活動作（以下「ＡＤＬ」

という。）や手段的日常生活動作（以下「ＩＡＤＬ」という。）といっ

た活動、家庭内での役割、余暇活動、社会地域活動、リハビリテーシ

ョン終了後に行いたい社会参加等の取組等といった参加についての

状況を把握すること。 

別紙様式２－１「興味・関心チェックシート」を活用し、利用者の

興味や関心のある生活行為について把握すること。 

ロ 介護支援専門員より居宅サービス計画の総合的援助の方針や解決

すべき具体的な課題及び目標について情報を入手すること。 

また、事業所とは別に医療機関において計画的な医学的管理を行っ

ている医師がいる場合にあっては、適宜、これまでの医療提供の状況

についての情報を入手すること。 

② 計画（Plan） 

イ リハビリテーションに関する解決すべき課題の把握 

事業所の医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、①調

査により収集した情報を踏まえ、利用者の心身機能、活動及び参加の

観点からアセスメントを行うこと。 

ロ リハビリテーション計画の作成 

事業所の医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は別紙様

式２－２－１及び別紙様式２－２－２「リハビリテーション計画書」

を活用し、また、アセスメントに基づき、目標、実施期間、リハビリ

テーションの具体的な内容、リハビリテーションの提供頻度、提供時

間、リハビリテーション提供中の具体的な対応等について検討する

とともに、必要に応じて歯科医師、歯科衛生士、管理栄養士等の助言

を参考とし、リハビリテーション計画を作成すること。 

リハビリテーション計画の内容については、利用者又はその家族に

対して説明され、利用者の同意を得ること。 

なお、居宅サービス計画の変更が生じる場合には、速やかに介護支

援専門員に情報提供を行うこと。また、事業所とは別の医療機関にお

いて計画的な医学的管理を行っている医師やその他の居宅サービス

事業者等に対しても適宜、情報提供すること。 

ハ リハビリテーション計画書の保存 

作成したリハビリテーション計画書は２年間保存すること。 

③ 実行（Do） 

イ リハビリテーションの実施 
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理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、事業所の医師の指示及

びリハビリテーション計画に基づき、リハビリテーションを提供す

ること。 

ロ 医師の詳細な指示 

事業所の医師は、リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所

の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して、利用者に対する

当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテーション

開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーション

を中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対

する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行うこと。 

指示の内容については、利用者の状態の変化に応じ、適宜変更する

こと。 

ハ 指示を行った医師又は指示を受けた理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士は当該指示の日時、内容等を記録に留めること。 

ニ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第

83 条又は第 119 条において準用する第 19 条に規定するサービスの

提供の記録において、利用者ごとのリハビリテーション計画に従い、

医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用

者の状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別にリハビリテ

ーションマネジメント加算の算定のために利用者の状態を定期的に

記録する必要はないものであること。 

ホ 介護支援専門員を通じたリハビリテーションの観点からの助言等 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、介護支援専門員を通じ

て、指定訪問介護その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る

従事者に対し以下の情報を伝達する等、連携を図ること。 

・ 利用者及びその家族の活動や参加に向けた希望 

・ 利用者の日常生活能力を維持又は向上させる介護の方法及びそ

の留意点 

・ その他、リハビリテーションの観点から情報共有をすることが必

要な内容 

④ 評価（Check）、改善（Action） 

イ リハビリテーション計画の見直し 

初回はサービス提供開始からおおむね２週間以内、その後はおおむ

ね３月ごとにアセスメントとそれに基づくリハビリテーション計画

の見直しを行うこと。 

ａ 退院（所）後間もない場合、利用者及びその家族が在宅生活に不
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安がある場合又は利用者の状態が変化する等の理由でリハビリテ

ーション計画の見直しが必要になった場合は、適宜当該計画の見

直しを行うこと。 

ｂ 目標の達成状況やＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況等を評価した

上で、再度アセスメントを行い、サービスの質の改善に関する事項

も含め、リハビリテーション計画の変更の必要性を判断すること。 

ｃ リハビリテーション計画の進捗状況について評価し、見直され

た計画は、３月ごとに担当の介護支援専門員等に情報を提供する

とともに、必要に応じて居宅サービス計画の変更を依頼すること。 

ｄ リハビリテーション計画の変更が生じた場合は、利用者又はそ

の家族に説明し、同意を得ること。 

ロ サービスの利用終了時の説明等 

ａ サービスの利用が終了する１月前以内に、事業所の医師、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士によるリハビリテーション会議を行

うことが望ましい。その際、介護支援専門員や終了後に利用予定の

他の居宅サービス事業所のサービス担当者、介護予防・日常生活支

援総合事業を利用する際はその担当者等の参加を求めるものであ

ること。 

ｂ 利用終了時に、担当の介護支援専門員や計画的な医学的管理を

行っている医師に対し、リハビリテーションの観点から必要な情

報提供を行うこと。 

 

２ リハビリテーションマネジメント加算について 

⑴ リハビリテーションマネジメント加算の算定上の留意事項 

① リハビリテーションマネジメントは、利用者ごとにケアマネジメン

トの一環として行われること。 

② 各施設・事業所における管理者は、リハビリテーションマネジメント

に関する手順をあらかじめ定めること。 

③ リハビリテーションマネジメントは、ＳＰＤＣＡサイクルの構築を

通じて、リハビリテーションの質の管理を行うものであること。各事業

所における多職種協働の体制等が異なることを鑑み、リハビリテーシ

ョンマネジメントの加算の種類を選択すること。 

④ 指定通所リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメ

ント加算の算定において、当該計画に係る利用者の同意を得た日の属

する月から起算して６月間を超えた場合であって、指定通所リハビリ

テーションのサービスを終了後に、病院等への入院又は他の居宅サー
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ビス等の利用を経て、同一の指定通所リハビリテーション事業所を再

度利用した場合は、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ⑴又

はロ⑴若しくは(Ｂ)イ⑴又はロ⑴を再算定することはできず、リハビ

リテーションマネジメント加算(Ａ)イ⑵又はロ⑵若しくは(Ｂ)イ⑵又

はロ⑵を算定すること。 

ただし、疾病が再発するなどにより入院が必要になった状態又は医

師が集中的な医学的管理を含めた支援が必要と判断した等の状態の変

化に伴う、やむを得ない理由がある場合であって、利用者又は家族が合

意した場合には、この限りでない。 

⑵ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イの算定に関して 

リハビリテーション会議の開催を通じた多職種の協働による継続的な

リハビリテーションの質の管理に加え、退院（所）後間もない者や新たに

要介護認定等を受けた者の生活の不安に対して、健康状態、生活の見通し

及びリハビリテーション計画の内容等を当該計画の作成に関与した理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者又は家族に説明することを

評価したものである。 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イの算定に当たっては、以

下の点に留意すること。 

① リハビリテーション会議の開催 

イ リハビリテーション会議の構成員 

利用者及びその家族を基本とし、医師、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士その他の職種の者であること。リハビリテーション会議

には必要に応じて歯科医師、歯科衛生士、管理栄養士等が参加するこ

とが望ましい。 

ロ リハビリテーション会議の構成員の参加 

リハビリテーション会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの

画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）

を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家

族（以下このロにおいて「利用者等」という。）が参加する場合にあ

っては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得

なければならない。なお、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等に対応していること。 

ハ リハビリテーション会議での協議内容 

リハビリテーション会議では、アセスメント結果などの情報の共有、
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多職種協働に向けた支援方針、リハビリテーションの内容、構成員間

の連携等について協議するよう努めること。 

利用者の必要に応じて、短期集中個別リハビリテーション、認知症

短期集中リハビリテーション、生活行為向上リハビリテーションを

実施することについても検討すること。 

ニ リハビリテーション会議の記録 

リハビリテーション会議で検討した内容については、別紙様式２－

３「リハビリテーション会議録」を活用し記録に残すこと。 

作成した会議録は介護支援専門員をはじめ、居宅サービス計画に位

置付けられた居宅サービスの担当者と共有を図ること。 

当該記録は利用者毎に２年間保存するものであること。 

ホ その他 

リハビリテーション会議に、家庭内暴力等により利用者やその家族

の参加が望ましくない場合又は家族が遠方に住んでいる等によりや

むを得ず参加ができない場合は、その理由を会議録に記載すること。  

また、リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、構成

員の事由等により、構成員が参加できなかった場合にはその理由を

会議録に記録するとともに、欠席者にはリハビリテーション計画書

及び会議録の写しを提供する等、情報の共有を図ること。 

② リハビリテーション計画の利用者又はその家族への説明 

イ 計画作成に関与した医師の指示の下、計画作成に関与した理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーション計画につい

て、リハビリテーション会議等で利用者又はその家族に説明し、同意

を得ること。 

具体的には、アセスメントに基づいた利用者の状態、解決すべき課

題とその要因、リハビリテーションの目標、実施期間、リハビリテー

ションの具体的な内容、リハビリテーションの提供頻度、提供時間、

リハビリテーション提供中の具体的な対応等を説明すること。 

ロ 利用者又はその家族の同意が得られたことを記録すること。 

ハ 説明した内容や説明時に生じた疑義等について、説明した理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士は速やかに事業所の医師へ報告し、

必要に応じて適切に対応すること。 

③ リハビリテーション会議の開催頻度 

リハビリテーション計画は、指定訪問リハビリテーションにおいて

はおおむね３月に１回、指定通所リハビリテーションにおいては、利用

者の同意を得てから６月以内はおおむね１月に１回、６月超後はおお
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むね３月に１回、リハビリテーション会議の開催を通して、進捗状況を

確認し、見直しを行うこと。 

ただし、指定通所リハビリテーションを実施する指定通所リハビリ

テーション事業所若しくは指定介護予防通所リハビリテーションを実

施する指定介護予防通所リハビリテーション事業所並びに当該事業所

の指定を受けている保険医療機関において、算定開始の月の前月から

起算して前 24月以内に介護保険または医療保険のリハビリテーション

に係る報酬の請求が併せて６月以上ある利用者については、算定当初

から３月に１回の頻度でよいこととする。 

④ 介護支援専門員に対するリハビリテーションの観点からの情報提供 

リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者の有する能

力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関する情

報提供を行う場合には、１⑴③ホの内容に加え、以下の内容を盛り込む

ことが望ましい。 

・ 利用者や家族の活動や参加に関する希望及び将来利用を希望する

社会参加に資する取組 

・ 利用者の基本的動作能力、応用的動作能力及び社会適応能力等の日

常生活能力並びにその能力の改善の可能性 

・ 利用者の日常生活能力を維持又は向上させる介護の方法及び留意

点 

・ 家屋等の環境調整の可能性及び家具や調理器具等の生活用具の工

夫 

・ その他リハビリテーションの観点から情報共有をすることが必要

な内容 

⑤ 指定訪問介護等の居宅サービスの従事者又は家族に対する助言 

事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーシ

ョン会議により協議した内容等を考慮し、助言する対象者を適切に判

断し、助言すること。 

イ 指定訪問介護等の居宅サービスの従事者助言 

居宅サービス計画に位置付けられた指定訪問介護等の居宅サービ

スの従事者と利用者の居宅を訪問し、当該従事者に対し、利用者の基

本的動作能力、応用的動作能力及び社会適応能力、それらの能力の改

善の可能性、生活環境に応じた日常生活上の留意点並びに介護の工

夫等の情報について助言指導を行うこと。 

ロ 家族への助言 

利用者の居宅を訪問し、その家族に対して、利用者の基本的動作能
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力、応用的動作能力及び社会適応能力、その能力の改善の可能性、生

活環境に応じた日常生活上の留意点並びに介護の工夫等の情報につ

いて助言指導を行うこと。 

⑥ リハビリテーションマネジメントにおけるプロセス管理 

リハビリテーションマネジメントの徹底を図るため、別紙様式２－

４「リハビリテーションマネジメントにおけるプロセス管理票」を活用

して、ＳＰＤＣＡサイクルの工程管理を行うこと。 

⑦ その他 

指定通所リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメ

ント加算(Ａ)イにおいては、利用者の状態の悪化等の理由から指定通

所リハビリテーションのサービスの利用がない月においても、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者の居宅を訪問し、利用者やそ

の家族、介護支援専門員にリハビリテーション及び廃用症候群を予防

する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留

意点等について助言を行った場合は算定できるものであること。その

場合、助言を行った内容の要点を診療記録に記載すること。 

⑶ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イの算定に関して 

リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イにおけるリハビリテーシ

ョンは、リハビリテーション会議の開催を通じて、多職種の協働による継

続的なリハビリテーションの質の管理に加え、退院（所）後間もない者や

新たに要介護認定等を受けた者の生活の不安に対して、健康状態、生活の

見通し及びリハビリテーション計画の内容等を事業所の医師が、利用者

又は家族に説明することを評価したものである。 

リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イの算定に当たっては、以

下の点に留意すること。 

① リハビリテーション会議の開催 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イと同様であるため、

⑵①を参照されたい。 

② リハビリテーション計画の利用者又はその家族への説明 

リハビリテーション計画の作成に関与した医師が、利用者又はその

家族に対して、リハビリテーション計画の内容について、リハビリテー

ション会議等で説明し、同意を得ること。 

なお、医師がやむを得ない理由等によりリハビリテーション会議を

欠席した場合は、リハビリテーション会議以外の機会を通して、利用者

又はその家族に対して、当該計画を説明し、同意を得ること。 

③ リハビリテーション会議の開催頻度 
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リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イと同様であるため、

⑵③を参照されたい。 

④ 介護支援専門員に対するリハビリテーションの観点からの情報提供 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イと同様であるため、

⑵④を参照されたい。 

⑤ 指定訪問介護等の居宅サービスの従事者又は家族に対する助言 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イと同様であるため、

⑵⑤を参照されたい。 

⑥ リハビリテーションマネジメントにおけるプロセス管理 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イと同様であるため、

⑵⑥を参照されたい。 

⑦ その他 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イと同様であるため、

⑵⑦を参照されたい。なお、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)

イはリハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イと読み替えられたい。 

⑷ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ又は(Ｂ)ロの算定に関し

て 

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ又は(Ｂ)ロは、リハビリ

テーションマネジメント加算(Ａ)イ又は(Ｂ)イの要件に加え、「科学的介

護情報システム（Long-term care Information system For Evidence）」

（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて厚生労働省に情報を提出し、提出

情報及びフィードバック情報を活用し、ＳＰＤＣＡサイクルにより、ケア

の質の向上を図ることを評価したものである。ＬＩＦＥへの提出情報、提

出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に

関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令

和３年３月 16日老老発 0316第４号）を参照されたい。 

 

２ 別紙様式の記載要領 

⑴ 別紙様式２－１（興味・関心チェックシート） 

利用者が日常生活上実際にしていること、実際にしてはいないがして

みたいと思っていること、してみたいまでは思わないものの興味がある

と思っていることに関して、利用者の記入又は聞き取りにより作成する

こと。 

⑵ 別紙様式２－２－１、別紙様式２－２－２（リハビリテーション計画書） 

① 本人の希望及び家族の希望 

本人の希望に関しては、別紙様式２－１で把握した、利用者がしてみ
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たい又は興味があると答えた内容を考慮して、利用者に確認の上、した

い又はできるようになりたい生活の希望等を該当欄に記載すること。 

家族の希望に関しては、利用者の家族が利用者に関して特に自立し

てほしいと思っている生活内容又は今後の生活で送ってほしいと希望

する内容に該当する項目を具体的に確認した上で、該当箇所に記載す

ること。 

② 健康状態、経過 

原因疾病、当該疾患の発症日・受傷日、直近の入院日、直近の退院日、

手術がある場合は手術日と術式等の治療経過、合併疾患の有無とその

コントロールの状況等、これまでのリハビリテーションの実施状況（プ

ログラムの実施内容、頻度、量等）を該当箇所に記載すること。 

③ 心身機能・構造 

心身機能の障害（筋力低下、麻痺、感覚機能障害、関節可動域制限、

摂食嚥下障害、失語症・構音障害、見当識障害、記憶障害、その他の高

次脳機能障害、栄養障害、褥瘡、疼痛、精神行動障害（ＢＰＳＤ））の

有無について、現在の状況の欄に記載すること。 

心身機能の障害があった場合には、現在の状況と活動への支障の有

無について該当箇所にチェックすること。なお、該当項目に無い項目に

関して障害を認める場合は、特記事項に記載すること。 

移動能力については、６分間歩行試験又は Timed up ＆ Go Test（Ｔ

ＵＧ）を選択し、客観的測定値を記入するとともに、将来の見込みにつ

いて該当箇所にチェックすること。 

認知機能については、ＭＭＳＥ（Mini Mental State Examination）

又はＨＤＳ－Ｒ（改定長谷川式簡易知能評価スケール）を選択し、その

得点を記入するとともに、将来の見込みについて該当箇所にチェック

すること。 

服薬管理の状況については、現在の状況及び将来の見込みを該当箇

所にチェックすること。 

コミュニケーションの状況については、現在の状況を記載するとと

もに、将来の見込みを該当箇所にチェックすること。 

④ 活動の状況 

現在の状況については「している」状況を該当箇所にチェックするこ

と。また、評点については、リハビリテーション計画の見直しごとに、

以下の通り、各活動の状況の評価を行い記入すること。 

イ 基本動作 

居宅を想定しつつ、基本動作（寝返り、起き上がり、座位保持、立
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ち上がり、立位保持）の状況を評価し、該当箇所にリハビリテーショ

ン開始時点及び現在の状況について記載すること。 

ロ 活動（ＡＤＬ）（Barthel Indexを活用） 

下記を参考に現在「している」状況について評価を行い、リハビリ

テーション開始時点及び現在の状況について該当箇所に記載するこ

と。 

動作 選択肢 

１ 食事 10自立 ５一部介助 ０全介助 

２ イスとベッド間の

移乗 

15自立 10監視下 ５一部介助 ０全介

助 

３ 整容 ５自立 ０一部介助又は全介助 

４ トイレ動作 10自立 ５一部介助 ０全介助 

５ 入浴 ５自立 ０一部介助又は全介助 

６ 平地歩行 15自立 10歩行器等 ５車椅子操作が可

能 ０その他 

７ 階段昇降 10自立 ５一部介助 ０全介助 

８ 更衣 10自立 ５一部介助 ０全介助 

９ 排便コントロール 10自立 ５一部介助 ０全介助 

10 排尿コントロール 10自立 ５一部介助 ０全介助 

⑤ リハビリテーションの目標、方針、本人・家族への生活指導の内容、

実施上の留意点、リハビリテーションの見通し・継続理由、終了の目安

と時期 

目標は長期目標と短期目標（今後３か月間）を、方針については今後

３か月間として、該当箇所に記載すること。本人・家族への生活指導の

内容を、自主トレーニングの内容と併せて記載すること。 

リハビリテーション実施上の留意点について、リハビリテーション

開始前・訓練中の留意事項、運動負荷の強度と量等を該当箇所に記載す

ること。終了の目安・時期について、おおよその時期を記載すること。 

また、事業所の医師が利用者に対して３月以上のリハビリテーショ

ンの継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーションの継続

利用が必要な理由、その他介護サービスの併用と移行の見通しをリハ

ビリテーションの見通し・継続理由に記載すること。 

⑥ 特記事項 

①から⑤の項目以外に記入すべき事項があった場合は、特記事項に

記載すること。 

⑦ 環境因子 
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家族、福祉用具等、住環境、自宅周辺の環境、利用者が利用できる交

通機関の有無、その他のサービスの利用について、課題があった場合に

該当箇所にチェックする。あわせて、福祉用具と住環境については調整

の状況及び調整状況についても該当箇所にチェックする。なお、具体的

に記載すべき課題がある場合は備考に記入すること。 

⑧ 社会参加の状況 

過去と現在の参加の状況（家庭内での役割や余暇活動、社会活動及び

地域活動への参加等）を聞き取り、また当該取組みを今後継続する意向

があるかどうか確認すること。さらに、サービス利用終了後の生活に関

して、利用者及びその家族と共有するために、指定通所リハビリテーシ

ョン利用終了後に利用を希望する社会参加等の取組に関して聞き取る

こと。 

⑨ 活動（ＩＡＤＬ）（Frenchay Activity Indexを活用） 

下記を参考に現在「している」状況について評価を行い、リハビリテ

ーション開始時点及び現在の状況を該当箇所にその得点を記載する。 

項目 選択肢 

１ 食事の用意（買い物

は含まれない） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々（週に１～２回） 

３ 週に３回以上している 

２ 食事の片づけ ０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々（週に１～２回） 

３ 週に３回以上している 

３ 洗濯 ０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 

４ 掃除や整頓（箒や掃

除機を使った清掃や

身の回りの整理整頓

など） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 

５ 力仕事（布団の上げ

下げ、雑巾で床を拭

く、家具の移動や荷

物の運搬など） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 
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６ 買物（自分で運んだ

り、購入すること） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 

７ 外出（映画、観劇、

食事、酒飲み、会合

などに出かけるこ

と） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 

８ 屋外歩行（散歩、買

物、外出等のために

少なくとも 15分以

上歩くこと） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 

９ 趣味（テレビは含め

ない） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に 1回以上している 

10 交通手段の利用（タ

クシー含む） 

０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 

11 旅行 ０ していない １ まれにしてい

る 

２ 時々している（週に１回未満） 

３ 週に１回以上している 

12 庭仕事（草曳き、水

撒き、庭掃除） 

※ベランダ等の作業

も含む 

０ していない １ 時々している 

２ 定期的にしている 

３ 定期的にしている。必要があれ

ば 

掘り起し、植え替え等の作業も

し 

ている 

13 家や車の手入れ ０ していない  

１ 電球の取替・ねじ止めなど 

２ ペンキ塗り・模様替え・洗車 

３ ２の他、家の修理や車の整備 
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14 読書（新聞・週刊

誌・パンフレット類

は含めない） 

０ 読んでいない １ まれに 

２ 月に１回程度 

３ 月に２回以上 

15 仕事（収入のあるも

の、ボランティアは

含まない） 

０ していない １ 週に１～９時

間 

２ 週に 10～29時間 

３ 週に 30時間以上 

⑩ 「活動」と「参加」に影響を及ぼす課題の要因分析 

能力及び生活機能の障害と、それらの予後予測を踏まえて、本人が希

望する活動と参加において重要性の高い課題、活動と参加に影響を及

ぼす機能障害の課題と機能障害以外の要因を分析し、簡潔にまとめた

上で記載すること。 

⑪ リハビリテーションサービス 

リハビリテーションの提供計画については、⑩で分析した課題につ

いて優先順位をつけ、その順位に沿って、目標（解決すべき課題）、目

標達成までの期間、担当職種、具体的支援内容、サービス提供の予定頻

度、及び時間について記載すること。 

具体的支援内容については、リハビリテーション会議を通して検討

し、利用者又はその家族が合意した提供内容について記載すること。ま

た、利用者の家族や居宅サービス計画に位置付けられている他の居宅

サービスの担当者と、利用者の居宅に訪問する場合、その助言内容につ

いても、あらかじめ分かる範囲で記載すること。さらに、居宅や通所施

設以外でリハビリテーションを実施する場合には、あらかじめその目

的、内容、場所についても記載すること。 

⑫ 情報提供先 

リハビリテーション計画書は、介護支援専門員や計画的な医学的管

理を行っている医師、居宅サービス計画に位置付けられている居宅サ

ービスの担当者と、その写しを共有すること。また、当該計画に関する

事項について情報提供をした場合は、該当の情報提供先にチェックを

すること。 

⑶ 別紙様式２－３（リハビリテーション会議録） 

① リハビリテーション会議の開催日、開催場所、開催時間、開催回数を

明確に記載すること。 

② 会議出席者の所属（職種）や氏名を記載すること。 

③ リハビリテーションの支援方針（サービス提供終了後の生活に関す

る事項を含む。）、リハビリテーションの内容、各サービス間の協働の内
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容について検討した結果を記載すること。 

③ 構成員が不参加の場合には、不参加の理由を記載すること。 

⑷ 別紙様式２－４（リハビリテーションマネジメントにおけるプロセス

管理票） 

① サービス開始時における情報収集 

事業者は、介護支援専門員より居宅サービス計画の総合的援助の方

針や解決すべき具体的な課題及び目標について情報を入手すること。 

また、事業所とは別の医療機関において計画的な医学的管理を行っ

ている医師がいる場合であっては、適宜、これまでの医療提供の状況に

ついての情報を入手すること。 

入手した場合は該当箇所にチェックすること。 

② リハビリテーション会議の開催によるリハビリテーション計画書の

作成 

リハビリテーション会議を開催した場合は、参加者に○をつけると

ともに、開催日付を記載すること。 

③ リハビリテーション計画の利用者・家族への説明 

リハビリテーション計画の説明を実施し、利用者から同意が得られ

た場合、該当箇所にチェックをする。なお、説明後に利用者又はその家

族からリハビリテーション計画の変更又は当該計画に関しての意見が

あった場合は、その旨を記載し、必要に応じて当該計画を見直すこと。 

イ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ又はロを算定してい

る場合にあっては、計画作成に関与した理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士によるリハビリテーション計画の利用者・家族への説明

の欄に記載すること。 

ロ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ又はロを算定してい

る場合にあっては、医師によるリハビリテーション計画の利用者・家

族への説明の欄に記載すること。 

④ リハビリテーション計画書に基づくリハビリテーションの提供 

リハビリテーションプログラムの内容について検討し、実施した内

容について、該当箇所にチェックをすること。 

⑤ リハビリテーション会議の実施と計画の見直し 

リハビリテーション会議を開催し、計画の見直しを行った場合、その

実施日を記入すること。 

⑥ 訪問介護の事業その他の居宅サービス事業に係る従業者に対する日

常生活上の留意点、介護の工夫等の情報伝達 

指定訪問介護又はその他の居宅サービスの担当者に対し、リハビリ
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テーションの観点から、日常生活上の留意点及び介護の工夫等の助言

を行った場合、その実施日を記入すること。 

⑦ 居宅を訪問して行う介護の工夫に関する指導・助言等の実施 

利用者の居宅を訪問し、介護の工夫に関する指導・助言等を実施した

場合、その実施日を記入すること。 

⑧ サービスを終了する１月前以内のリハビリテーション会議の開催 

サービス終了する１月前以内にリハビリテーション会議を実施した

場合は、該当箇所にチェックを行い、参加者に○をつけること。 

⑨ 終了時の情報提供 

終了時、リハビリテーションの情報を提供した場合は、その提供者の

該当箇所にチェックをすること。 

⑩ プロセス管理表の保管 

プロセス管理表は、利用者ごとにリハビリテーション計画書と一緒

に保管すること。 

 

３ リハビリテーションマネジメントに関連する主な加算 

⑴ 認知症短期集中リハビリテーション実施加算について 

心身機能、活動及び参加の維持又は回復を図るに当たって、認知症高齢

者の状態によりきめ細かく配慮し、より効果的なリハビリテーションの

提供を促進するため、認知症短期集中リハビリテーション実施加算を設

けた。 

① 認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅰ)の算定に関して 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅰ)の算定に関しては、

留意事項通知で示している内容を踏まえ、適切に行うこと。 

② 認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅱ)の算定に関して 

イ 包括報酬である認知症短期集中リハビリテーション加算(Ⅱ)を算

定する場合は、利用者の認知症の状態に対し、支援内容や利用回数が

妥当かどうかを確認し、適切に提供することが必要であることから

１月に１回はモニタリングを行い、通所リハビリテーション計画を

見直し、医師から利用者又はその家族に対する説明し、同意を得るこ

とが望ましい。 

ロ 別紙様式２－１を活用し、利用者がしている、してみたい、興味が

ある生活行為を把握し、見当識や記憶などの認知機能や実際の生活

環境を評価し、アセスメント後に、当該生活行為で確実に自立できる

行為を目標とする。 

ハ 目標を達成するために何を目的に、どんな実施内容をどのように
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するのか（たとえば、個別で又は集団で）をできる限り分かりやすく

記載する。 

ニ 通所での訓練内容について、その実施内容において望ましい提供

頻度、時間を記載する。通所の頻度については、月４回以上実施する

こととしているが、利用者の見当識を考慮し、月８回以上の通所リハ

ビリテーションの提供が望ましいものであり、その提供内容を記載

すること。 

ホ 目標の内容によっては、訓練した内容が実際の生活場面でできる

ようになったかどうかを評価、確認するために、当該利用者の居宅に

おいて応用的動作能力や社会適応能力について評価を行い、その結

果を当該利用者とその家族に伝達すること。その際にはその実施時

期、及び何をするのかをリハビリテーション計画書に記載する。家族

に指導する際に特に留意することがあった場合、記載すること。 

ヘ 居宅で評価する際には、利用者が実際に生活する場面で、失敗をし

ないで取り組めるよう、実施方法や環境にあらかじめ配慮し、実施す

ること。 

ト リハビリテーションの内容を選定する際には、役割の創出や達成

体験、利用者が得意とすることをプログラムとして提供するなど自

己効力感を高める働きかけに留意すること。 

③ 認知症短期集中リハビリテーション(Ⅱ)の提供後 

引き続きリハビリテーションの提供を継続することができる。なお、

この場合でも参加に向けた取組を促すこと。 

⑵ 生活行為向上リハビリテーション実施加算について 

活動の観点から、生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目

標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテーション実

施計画にあらかじめ定めた上で、加齢等により低下した利用者の活動の

向上を図るためのリハビリテーションの提供を評価するため、生活行為

向上リハビリテーション実施加算を設けた。 

なお、活動と参加の観点からは、居宅からの一連のサービス行為として、

買い物やバス等の公共交通機関への乗降などの行為に関する指定訪問リ

ハビリテーションを提供することも重要である。 

① 生活行為向上リハビリテーション実施加算の考え方 

生活行為とは、個人の活動として行う排泄、入浴、調理、買物、趣味

活動等の行為をいう。生活行為向上リハビリテーションは、加齢や廃用

症候群等により生活機能の一つである活動するための機能が低下した

高齢者や急性増悪により生活機能が低下し、医師がリハビリテーショ
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ンの提供が必要であると判断した者に対し、起居や歩行、排泄、入浴な

どのＡＤＬ、調理、買い物、趣味活動などのＩＡＤＬなどの生活行為の

内容の充実を図るため、その能力の向上について別紙様式２－５を作

成し、その介入方法及び介入頻度、時間等生活行為の能力の向上に資す

るプログラムを作成、計画的に実施するものである。 

② 生活行為向上リハビリテーションを実施する上での留意事項 

イ 目標達成後に自宅での自主的な取組や介護予防・日常生活支援総

合事業における第一号通所事業や一般介護予防事業、地域のカルチ

ャー教室や通いの場、通所介護などに移行することを目指し、６月間

を利用限度に集中的に行うこと。 

ロ 個人の活動として行う排泄するための行為、入浴するための行為、

調理するための行為、買い物をするための行為、趣味活動など具体的

な生活行為の自立を目標に、心身機能、活動、参加に対し段階的に実

施する６月間のリハビリテーション内容を別紙様式２－５にあらか

じめ定めた上で、実施すること。 

ハ （介護予防）通所リハビリテーション事業所の医師又は医師の指示

を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が当該利用者の居

宅を訪問し生活行為に関する評価をおおむね１月に１回以上実施す

ること。 

ニ 生活行為向上リハビリテーション実施計画は、専門的な知識や経

験のある作業療法士又は生活行為向上リハビリテーションに関する

研修を受けた理学療法士、言語聴覚士が立案、作成すること。 

ホ 事業所の医師が、おおむね月ごとに開催されるリハビリテーショ

ン会議で、生活行為向上リハビリテーション実施計画の進捗状況に

ついて報告することが望ましく、評価に基づく利用者の能力の回復

状況、適宜適切に達成の水準やプログラムの内容について見直しを

行い、目標が効果的に達成されるよう、利用者又はその家族、構成員

に説明すること。 

また、生活行為向上リハビリテーションを提供する場合は、目標が

達成する期限に向けて、計画の進捗の評価や利用者又はその家族に

生活行為を行う能力の回復程度など状況の説明が重要であることか

ら１月に１回はモニタリングを行い、別紙様式２－５を見直し、医師

から利用者又はその家族に対する説明し、同意を得ることが望まし

い。 

ヘ 当該リハビリテーションは、利用者と家族のプログラムへの積極

的な参加が重要であることから、生活行為向上リハビリテーション
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実施計画の立案に当たっては、利用者及びその家族に生活行為がう

まくできない要因、課題を解決するために必要なプログラム、家での

自主訓練を含め分かりやすく説明を行い、利用者及びその家族にプ

ログラムの選択を促すよう配慮し進め、生活行為向上リハビリテー

ションについて主体的に取り組む意欲を引き出すこと。 

ト 目標の達成期限の前１月以内には、リハビリテーション会議を開

催し、生活行為向上リハビリテーション実施計画及びそれに基づき

提供したリハビリテーションの成果、他のサービスへの移行に向け

た支援計画を、利用者又はその家族、構成員に説明すること。 

③ 生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定に関して 

イ 生活行為のニーズの把握 

別紙様式２－１を活用し、利用者がどのような生活行為をしてみ

たい、興味があると思っているのかを把握する。把握に当たっては、

利用者の生活の意欲を高めるためにも、こういうことをしてみたい

という生活行為の目標を認識できるよう働きかけることも重要であ

る。 

ロ 生活行為に関する課題分析 

ａ 利用者がしてみたいと思う生活行為で、一連の行為のどの部分

が支障となってうまくできていないのかという要因をまず分析す

ること。例えば、トイレ行為であれば、畳に座っている姿勢、立ち

上がり、トイレに行く、トイレの戸の開閉、下着の脱衣、便座に座

る動作、排泄、後始末、下着の着衣、元の場所に戻る、畳に座る等

の一連の行為を分析し、そのどこがうまくできていないのかを確

認すること。 

ｂ うまくできていない行為の要因ごとに、利用者の基本的動作能

力（心身機能）、応用的動作能力（活動）、社会適応能力（参加）の

どの能力を高めることで生活行為の自立が図られるのかを検討す

ること。 

基本的動作能力については、起居や歩行などの基本的動作を直

接的に通所にて訓練を行い、併せて居宅での環境の中で１人でも

安全に実行できるかを評価すること。 

応用的動作能力については、生活行為そのものの技能を向上さ

せる反復練習、新たな生活行為の技能の習得練習などを通して、通

所で直接的に能力を高める他、住環境や生活で用いる調理器具な

どの生活道具、家具など生活環境について工夫すること等につい

ても検討すること。通所で獲得した生活行為が居宅でも実行でき
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るよう訪問し、具体的な実践を通して評価を行い、実際の生活の場

面でできるようになるよう、支援すること。また、利用者が家庭で

の役割を獲得できるよう、家族とよく相談し、調整すること。 

社会適応能力については、通所の場面だけではなく、居宅に訪問

し家庭環境（家の中での環境）への適応状況の評価、利用者が利用

する店での買い物や銀行、公共交通機関の利用などの生活環境へ

の適応練習、地域の行事や趣味の教室などへの参加をするための

練習をするなど、利用者が１人で実施できるようになることを念

頭に指導すること。 

ｃ 利用者の能力だけではなく、利用者を取り巻く家族や地域の

人々、サービス提供者に対しても、利用者の生活行為の能力につい

て説明を行い、理解を得て、適切な支援が得られるよう配慮するこ

と。 

ハ 別紙様式２－５（生活行為向上リハビリテーション実施計画）の記

載 

ａ 利用者が、してみたいと思う生活行為に関して、最も効果的なリ

ハビリテーションの内容（以下「プログラム」という。）を選択し、

おおむね６月間で実施する内容を心身機能、活動、参加のアプロー

チの段階ごとに記載すること。 

ｂ プログラムについては、専門職が支援することの他、本人が取り

組む自主訓練の内容についても併せて記載すること。また、プログ

ラムごとに、おおむねの実施時間、実施者及び実施場所について、

記載すること。 

ｃ 支援の頻度は、リハビリテーションを開始してから３月間まで

の通所を主体とする通所訓練期はおおむね週２回以上、その後目

標を達成する６月間の期限まで、終了後の生活を視野に入れ、訪問

等組み合わせて訓練をする社会適応期はおおむね週１回以上訓練

を行うこと。 

ｄ プログラムの実施に当たっては、訪問で把握した生活行為や動

作上の問題を事業所内外の設備を利用し練習する場合には、あら

かじめ計画上に書き込むこと。 

ｅ 通所で獲得した生活行為については、いつ頃を目安に、利用者の

居宅を訪問し、当該利用者の実際の生活の場面で評価を行うのか

もあらかじめ記載すること。 

ｆ 終了後の利用者の生活をイメージし、引き続き生活機能が維持

できるよう地域の通いの場などの社会資源の利用する練習などに
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ついてもあらかじめプログラムに組み込むこと。 

ニ 生活行為向上リハビリテーションの実施結果報告 

計画実施期間の達成１ヵ月前には、リハビリテーション会議を開

催し、別紙様式２－５に支援の結果を記入し、本人及び家族、構成員

に支援の経過及び結果を報告すること。 

また、リハビリテーション会議にサービスの提供終了後に利用す

るサービス等の担当者にも参加を依頼し、サービスの提供終了後も

継続して実施するとよい事柄について申し送ることが望ましい。 

ホ その他 

生活行為向上リハビリテーションを行うために必要な家事用設備、

各種日常生活活動訓練用具などが備えられていることが望ましい。 

ヘ 要介護認定等の更新又は区分の変更に伴う算定月数の取扱い 

要介護認定等の更新又は区分の変更により、要介護状態区分から

要支援状態区分又は要支援状態区分から要介護状態区分となった利

用者に対して、生活行為向上リハビリテーションの提供を継続する

場合には、算定月数を通算するものとする。 

なお、作成した生活行為向上リハビリテーション実施計画を活用

することは差し支えないが、利用者の心身の状況等を鑑み、適時適切

に計画は見直すこと。 

⑶ 移行支援加算について 

利用者に対する適時・適切なリハビリテーションの提供を評価するた

め、移行支援加算を設けた。 

① 移行支援加算の考え方 

イ 移行支援加算は、指定通所介護事業所等へのスムーズな移行がで

きるよう、リハビリテーション計画を基に、リハビリテーションを提

供し、その結果、利用者のＡＤＬとＩＡＤＬが向上し、指定通所介護

等の他のサービス等に移行できるなど、質の高いリハビリテーショ

ンを提供しているリハビリテーションを提供する事業所の体制を評

価するものである。 

ロ 指定通所介護等への移行とは、指定通所リハビリテーション、指定

介護予防通所リハビリテーション（指定通所リハビリテーションの

場合にあっては、指定通所リハビリテーション間及び指定介護予防

通所リハビリテーション間の移行は除く。）や指定通所介護、指定地

域密着型通所介護、指定認知症対応型通所介護、指定小規模多機能型

居宅介護、指定看護小規模多機能型居宅介護、指定介護予防認知症対

応型通所介護、指定介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防・日
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常生活支援総合事業における通所事業や一般介護予防事業、居宅に

おける家庭での役割を担うこと、就労であること。 

ハ 入院、介護保険施設への入所、指定認知症対応型共同生活介護、指

定地域密着型特定施設入居者生活介護、指定地域密着型介護老人福

祉施設、指定訪問リハビリテーションは移行としては想定していな

いこと。 

② 移行支援加算の算定に関して 

移行支援加算は、指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所

リハビリテーション事業所について、効果的なサービスの提供を評価

する観点から、評価対象期間（各年１月１日から 12 月 31 日までの期

間をいう。）において、利用者の指定通所介護事業所等への移行割合が

一定以上となった場合等に、当該評価対象期間の翌年度における指定

訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーションの提供につ

き加算を行うものである。 

イ 算定方法 

以下の両方の条件を満たしていること。 

ａ 指定通所介護事業所等への移行状況 

指定通所介護事業所等への移行を実施した者 

評価対象期間中にサービス提供を終了した者 

（指定通所リハビリテーション事業所の場合３％） 

ｂ リハビリテーションの利用状況  

12月 

平均利用延月数 

（指定通所リハビリテーション事業所の場合 27％） 

※ 平均利用延月数の考え方 

評価対象期間の利用者延月数 

評価対象期間の（新規利用者数＋新規終了者数）÷２ 

ロ 移行後の継続の有無の評価 

評価対象期間中にリハビリテーションの提供を終了した日から起

算して 14 日以降 44 日以内に、指定訪問リハビリテーション事業所

又は指定通所リハビリテーション事業所の従業者が、リハビリテー

ションの提供を終了した者の状況を電話等により、リハビリテーシ

ョンの提供を終了した時と比較して、ＡＤＬとＩＡＤＬが維持又は

改善していることを確認し、記録すること。 

ハ 移行先の事業所へのリハビリテーション計画書の提供 

「当該利用者のリハビリテーション計画書を移行先の事業所へ提

＞５％ 

＞25％ 
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供」については、利用者の円滑な移行を推進するため、指定訪問リハ

ビリテーション終了者が指定通所介護、指定通所リハビリテーショ

ン、指定地域密着型通所介護、指定認知症対応型通所介護、指定小規

模多機能型通所介護、指定看護小規模多機能型居宅介護、指定介護予

防通所リハビリテーション、指定介護予防認知症対応型通所介護又

は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所へ移行する際に、別

紙様式２－２―１及び２－２－２のリハビリテーション計画書等の

情報を、利用者の同意の上で指定通所介護、指定通所リハビリテーシ

ョン、指定地域密着型通所介護、指定認知症対応型通所介護、指定小

規模多機能型通所介護、指定看護小規模多機能型居宅介護、指定介護

予防通所リハビリテーション、指定介護予防認知症対応型通所介護

又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所へ提供すること。

なお、移行先の事業所への情報提供に際しては、リハビリテーション

計画書の全ての情報ではなく、別紙様式２－２―１及び２－２－２

の本人の希望、家族の希望、健康状態・経過、リハビリテーションの

目標、リハビリテーションサービス等を抜粋したものを提供するこ

とで情報提供としてよい。 

 

Ⅲ 介護保健施設サービス、介護療養施設サービス及び介護医療院サービス

におけるリハビリテーションマネジメントの実務等について 

１ リハビリテーションマネジメントの実務等について 

⑴ リハビリテーションマネジメントの体制 

① リハビリテーションマネジメントは医師、歯科医師、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、薬剤師、看護職員、介護職員、管理栄養士、歯

科衛生士、介護支援専門員、支援相談員その他の職種（以下「関連スタ

ッフ」という。）が協働して行うものである。 

② 各施設等の管理者は、リハビリテーションマネジメントに関する手

順（情報収集、アセスメント・評価、カンファレンスの支援、計画の作

成、説明・同意、サービス終了前のカンファレンスの実施、サービス終

了時の情報提供等）をあらかじめ定める。 

⑵ リハビリテーションマネジメントの実務 

① サービス開始時における情報収集について 

関連スタッフは、サービス開始時までに適切なリハビリテーション

を実施するための情報を収集するものとする。情報の収集に当たって

は主治の医師から診療情報の提供、担当介護支援専門員等からケアマ

ネジメントに関わる情報の提供を文書で受け取ることが望ましい。な
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テキストボックス
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「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する

基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月

16 日老認発 0316 第３号、老老発 0316 第２号）の訂正について 

 

No. 該当箇所 訂正前 訂正後 

１ p.29 

９行目 

また、リハビリテーション実

施計画原案に関しては、ウ③に

掲げるリハビリテーション実

施計画書の様式又はこれを簡

略化した様式を用いるものと

する。なお、介護老人保健施設

の人員、施設及び設備並びに運

営に関する基準（平成 11 年厚

生省令第 40 号）第 14条若しく

は第 50 条において準用する第

14 条、健康保険法等の一部を

改正する法律附則第 130 条の

２第１項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた

指定介護療養型医療施設の人

員、設備及び運営に関する基準

（平成 11年厚生省令第 41 号）

第15条若しくは第50条におい

て準用する第 15 条、又は介護

医療院の人員、施設及び設備並

びに運営に関する基準（平成 

30 年厚生省令第５号）第 17 条

若しくは第 54 条において準用

する第 17 条において作成する

こととされている各計画の中

に、リハビリテーション実施計

画原案に相当する内容をそれ

ぞれ記載する場合は、その記載

をもってリハビリテーション

実施計画原案の作成に代える

ことができるものとする。 

また、リハビリテーション実

施計画原案に関しては、③ハに

掲げるリハビリテーション実

施計画書の様式又はこれを簡

略化した様式を用いるものと

する。なお、介護老人保健施設

の人員、施設及び設備並びに運

営に関する基準（平成 11 年厚

生省令第 40 号）第 14条若しく

は第 50 条において準用する第

14 条、健康保険法等の一部を

改正する法律附則第 130 条の

２第１項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた

指定介護療養型医療施設の人

員、設備及び運営に関する基準

（平成 11年厚生省令第 41 号）

第15条若しくは第50条におい

て準用する第 15 条、又は介護

医療院の人員、施設及び設備並

びに運営に関する基準（平成 

30 年厚生省令第５号）第 17 条

若しくは第 54 条において準用

する第 17 条において作成する

こととされている各計画の中

に、リハビリテーション実施計

画原案に相当する内容をそれ

ぞれ記載する場合は、その記載

をもってリハビリテーション

実施計画原案の作成に代える

ことができるものとする。 
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２ p.49 

１行目 

介護職員は、当該技術的助

言・指導に基づき、「指定居宅

サービスに要する費用の額の

算定に関する基準（短期入所サ

ービス及び特定施設入居者生

活介護に係る部分）及び指定施

設サービス等に要する費用の

額の算定に関する基準の制定

に伴う実施上の留意事項につ

いて」別紙様式３及び「指定地

域密着型サービスに要する費

用の額の算定に関する基準及

び指定地域密着型介護予防サ

ービスに要する費用の額の算

定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について」別

紙様式１を参考に、以下の事項

を記載した口腔衛生管理体制

計画を作成すること。 

介護職員は、当該技術的助

言・指導に基づき、別紙様式７

を参考に、以下の事項を記載し

た口腔衛生管理体制計画を作

成すること。 
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別紙様式２－１ 

興味・関心チェックシート 

 

生活行為 

し
て
い
る 

し
て
み
た
い 

興
味
が
あ
る 

生活行為 

し
て
い
る 

し
て
み
た
い 

興
味
が
あ
る 

自分でトイレへ行く    生涯学習・歴史    

一人でお風呂に入る    読書    

自分で服を着る    俳句    

自分で食べる    書道・習字    

歯磨きをする    絵を描く・絵手紙    

身だしなみを整える    パソコン・ワープロ    

好きなときに眠る    写真    

掃除・整理整頓    映画・観劇・演奏会    

料理を作る    お茶・お花    

買い物    歌を歌う・カラオケ    

家や庭の手入れ・世話    音楽を聴く・楽器演奏    

洗濯・洗濯物たたみ    将棋・囲碁・麻雀・ゲーム等    

自転車・車の運転    体操･運動    

電車・バスでの外出    散歩    

孫・子供の世話    
ゴルフ・グラウンドゴルフ・ 

水泳・テニスなどのスポーツ    

動物の世話    ダンス・踊り    

友達とおしゃべり・遊ぶ    野球・相撲等観戦    

家族・親戚との団らん    競馬・競輪・競艇・パチンコ    

デート・異性との交流    編み物    

居酒屋に行く    針仕事    

ボランティア    畑仕事    

地域活動 

（町内会・老人クラブ） 
   賃金を伴う仕事    

お参り・宗教活動    旅行・温泉    

その他（      ）    その他（       ）    

その他（      ）    その他（       ）    
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別紙様式２－２－１

年 月 日

年 月 日 （ 歳 ）

リハビリテーション担当医 担当 （□PT　□OT　□ST　□看護職員　□その他従事者（　　　　　　　　　　　　）

■本人の希望（したい又はできるようになりたい生活の希望等） ■家族の希望（本人にしてほしい生活内容、家族が支援できること等）

■健康状態、経過

■心身機能・構造 ■活動（基本動作）

■活動（ADL）（※「している」状況について記載する）

■リハビリテーションの短期目標（今後3ヶ月） ■リハビリテーションの長期目標

■リハビリテーションの方針（今後３ヶ月間） ■本人・家族への生活指導の内容（自主トレ指導含む）

■リハビリテーション実施上の留意点

■リハビリテーションの見通し・継続理由 ■リハビリテーションの終了目安

利用者・ご家族への説明：　　　　令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

合計点

原因疾病：　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　発症日・受傷日：　　　　　年　　　月　　　日 　　　　直近の入院日：　　　　　年　　　月　　　日 　　　　直近の退院日：　　　　　年　　　月　　　日

治療経過（手術がある場合は手術日・術式等）：

特記事項（改善の見込み含む）

食事 10 (自立)

特記事項：

褥瘡

（終了の目安となる時期：　　　　　　　ヶ月後　）

高次脳機能障害
（　　　　　　　　　　　）

記憶障害

あり あり

あり あり

入浴 5(自立) 5(自立)

平地歩行 15 (自立)疼痛

あり あり

あり あり

あり あり

あり あり

あり

現在の状況 活動への支障項目

見当識障害

失語症・構音障害

麻痺

あり

自立

あり

あり あり

事業所番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　リハビリテーション計画書 　□入院　□外来 ／ □訪問　□通所 ／ □入所

□要支援　□要介護生年月日：

計画作成日： 令和

氏名： 様 性別： 男 ・ 女

10 (自立) 10 (自立)

（心身機能）

（活動）

（参加）

（心身機能）

（活動）

（参加）

合併疾患・コントロール状態（高血圧、心疾患、呼吸器疾患、糖尿病等）：

これまでのリハビリテーションの実施状況（プログラムの実施内容、頻度、量等）：

目標設定等支援・管理シート：□あり　□なし　　　　　　　　日常生活自立度：自立、J1、J2、A1、A2、B1、B2、C1、C2　　　　　　　　認知症高齢者の日常生活自立度判定基準：自立、Ⅰ、Ⅱa 、Ⅱb、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、M

関節可動域制限

摂食嚥下障害

感覚機能障害

筋力低下

座位保持 自立 自立

項目 現在の状況 特記事項（改善の見込み含む）

寝返り 自立 自立

栄養障害

10 (自立)

（開始前・訓練中の留意事項、運動強度・負荷量等）

□MMSE　□HDSｰ

コミュニケーション
の状況

10 (自立)

□６分間歩行試験
□TUG Test

服薬管理 自立

あり あり

排尿コントロール

あり あり

あり

あり あり

あり あり

10 (自立)

項目

トイレ動作 10 (自立)

特記事項（改善の見込み含む）

イスとベッド間の移乗 15 (自立) 15 (自立)

整容 5(自立) 5(自立)

リハビリ開始時点 現在の状況

起き上がり 自立

リハビリ開始時点

立ち上がり 自立

排便コントロール 10 (自立)

精神行動障害（BPSD）

自立

　立位保持 自立 自立

更衣 10 (自立) 10 (自立)

15 (自立)

階段昇降 10 (自立) 10 (自立)
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別紙様式２－２－２

年 月 日 見直し予定時期 月 頃

■環境因子（※課題ありの場合☑　現状と将来の見込みについて記載する） ■社会参加の状況（過去実施していたものと現状について記載する）
家庭内の役割の内容

余暇活動（内容および頻度）

社会地域活動（内容および頻度）

 リハビリテーション終了後に行いたい社会参加等の取組

■活動（IADL） ■活動と参加に影響を及ぼす課題の要因分析
■活動と参加において重要性の高い課題

■活動と参加に影響を及ぼす機能障害の課題

■活動と参加に影響を及ぼす機能障害以外の要因

■リハビリテーションサービス
□訪問・通所頻度（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）□利用時間（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□送迎なし

※下記の☑の職種や支援機関にこの計画書を共有し、チームで支援をしていきます。
【情報提供先】　□介護支援専門員　　□医師　　□（地域密着型）通所介護　　□（     　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

課題 状況

家族 □ 　□独居　□同居（                      　　　　　　　　　　　　               ）

福祉用具等 □
　□杖　□装具　□歩行器　□車いす

□手すり　□ベッド　□ポータブルトイレ
　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

計画作成日： 令和 ～

□調整済
□未調整

住環境 □

　□一戸建　□集合住宅：居住階（　　　階）　□階段　□エレベータ
　□玄関前の段差　□手すり（設置場所：　　　　　　　　　　　　　　）
　食卓：　□座卓　□テーブル・いす
　トイレ：　□洋式　□和式　□ポータブルトイレ
　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□調整済
□改修中
□未調整

自宅周辺 □

その他 □

アセスメント項目 リハ開始時 現状

交通機関の利用 □ 　　□無　　□有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　）

評価内容の記載方法特記事項

サービスの利用 □

掃除や整頓
力仕事
買物

交通手段の利用

食事の用意
食事の片付け

洗濯

０：していない
１：電球の取替、ねじ止めなど
２：ペンキ塗り、模様替え、洗車

３：家の修理、車の整備

旅行

外出

屋外歩行

庭仕事

家や車の
手入れ

趣味

No. 目標（解決すべき課題） 期間 担当職種

読書

仕事

合計点数

０：読んでいない、　１：まれに
２：月１回程、　　３：月２回程

０：していない　　１：週１～９時間
２　週10～29時間　　３　週30時間以上

具体的支援内容　　　　（何を目的に（～のために）～をする）

週　　　　　　回

週　　　　　　回

週　　　　　　回

□他事業所の担当者と共有すべき事項 □介護支援専門員と共有すべき事項 □その他、共有すべき事項（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

週　　　　　　回
分／回

週合計時間

０：していない　　１：まれにしている
２：週に１～２回　　３：週に３回以上

０：していない
１：まれにしている
２：週に１回未満
３：週に１回以上

０：していない　　１：時々
２　定期的にしている　　３：植替等もしている

分／回

分／回

分／回

頻度 時間

週　　　　　　回
分／回
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利用者氏名 作成年月日 年 月 日

開催日 年　　 月 日 開催場所 開催時間　　：　　～　　： 開催回数

リハビリテーショ
ンの支援方針

次回の開催予定と
検討事項

リハビリテーショ
ンの内容

各サービス間の
提供に当たって
共有すべき事項

利用者又は家族
構成員

不参加理由

□利用者□家族（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□サービス担当者（　　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□サービス担当者（　　　　　　　）（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

別紙様式２－３

リハビリテーション会議録　（訪問・通所リハビリテーション）

会議出席者

所属（職種） 氏　　　　　名 所属（職種） 氏　　　　　名

- 151 -



チェック プロセス 参加者及び内容 備考

□
サービス開始時における情報収集 □医師 □介護支援専門員

□
リハビリテーション会議の開催によるリハビリ
テーション計画書の作成

□参加者（本人・家族・医師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護職員・介護職員
介護支援専門員・訪問介護・訪問看護・訪問リハ・通所介護・その他（ ））

□（日付： ・ ・ ）

□

【リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)】
計画作成に関与した理学療法士、作業療法
士又は言語聴覚士によるリハビリテーション
計画の利用者・家族への説明

□同意 □変更・意見（ ）

【リハビリテーションマネジメント加算(Ⅲ)又は(Ⅳ)】
医師によるリハビリテーション計画の利用者・
家族への説明

□同意 □変更・意見（ ）

□
リハビリテーション計画書に基づくリハビリ
テーションの提供

□リハビリテーションプログラムの内容
□短期集中（個別リハ） □生活行為向上リハ □認知症短期集中リハⅡ
□理学療法 □作業療法 □言語聴覚療法
□その他（ ）

□

リハビリテーション会議の実施と計画の見直し □（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ）
□（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ）
□（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ）
□（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ）

□

訪問介護の事業その他の居宅サービス事業
に係る従業者に対する日常生活上の留意点、
介護の工夫等の情報伝達

□（日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ） □ （日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ）
□（日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ） □ （日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ）
□（日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ） □ （日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ）
□（日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ） □ （日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ）
□（日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ） □ （日付: ・ ・ ）CM・CW・家族・その他（ ）

□ 居宅を訪問して行う介護の工夫に関する指
導・助言の実施

□（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ）
□（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ） □（日付: ・ ・ ）

□
サービスを終了する１月前以内の
リハビリテーション会議の開催

□参加者（本人・家族・医師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護職員・介護職員
介護支援専門員・訪問介護・訪問看護・訪問リハ・通所介護・その他（ ）

□（日付: ・ ・ ）

□
終了時の情報提供 □医師 □介護支援専門員

□その他（ ）

別紙様式２－４
リハビリテーションマネジメントにおけるプロセス管理票

※CM：介護支援専門員 CW：指定訪問介護のサービス責任者

利用者氏名 殿 作成年月日 年 月 日
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1 

 

老老発 0316第４号 

令和３年３月 16日 

 

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

 

厚生労働省老健局老人保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について 

 

 

科学的介護情報システムに関連する各加算の算定については、「指定居宅サー

ビスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指

導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算

定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年３月１日

老企第 36号。以下「訪問通所サービス通知」という。）、「指定居宅サービスに要

する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活

介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基

準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12年３月８日老企第 40号）、

「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

施上の留意事項について」（平成 18年３月 17日老計発第 0317001号、老振発第

0317001号、老老発第 0317001号）、「指定地域密着型サービスに要する費用の額

の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 18 年３月 31

日老計発第 0331005号、老振発第 0331005号、老老発第 0331018号）及び「特別

診療費の算定に関する留意事項について」（平成 30 年４月 25 日老老発 0425 第

２号）において示しているところであるが、今般、基本的な考え方並びに事務処

理手順及び様式例を下記のとおりお示しするので、御了知の上、各都道府県にお

かれては、管内市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、

その取扱いに当たっては遺漏なきよう期されたい。 

 

記 

 

第１ 基本的考え方 
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2 

 

１ 科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）について 

厚生労働省では、平成 28年度から通所・訪問リハビリテーションデータ

収集システム（以下「ＶＩＳＩＴ」という。）を運用し、リハビリテーショ

ンマネジメントで活用されるリハビリテーション計画書等の情報を収集す

るとともに、令和２年５月から高齢者の状態やケアの内容等データ収集シ

ステム（以下「ＣＨＡＳＥ」という。）を運用し、利用者又は入所者（以下

「利用者等」という。）の心身の状況や提供されるサービス等に関する情報

を収集してきた。 

令和３年４月１日より、ＶＩＳＩＴ及びＣＨＡＳＥの一体的な運用を開

始するとともに、科学的介護の理解と浸透を図る観点から、名称を「科学的

介護情報システム（Long-term care Information system For Evidence）」

（以下「ＬＩＦＥ」という。）とすることとした。なお、ＬＩＦＥの利用申

請手続等については、「「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）」の活用等に

ついて」（令和３年２月 19日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）を参照

されたい。 

ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html 

 

２ ＬＩＦＥを用いたＰＤＣＡサイクルの推進及びサービスの質の向上につ

いて 

令和３年度介護報酬改定において、科学的に効果が裏付けられた自立支

援・重度化防止に資する質の高いサービス提供の推進を目的とし、ＬＩＦＥ

を用いたＰＤＣＡサイクルの推進及びサービスの質の向上を図る取組を推

進することとされた。 

ＰＤＣＡサイクルとは、利用者等の状態に応じたケア計画等の作成

（Plan）、当該計画等に基づくサービスの提供（Do）、当該提供内容の評価

（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画等の見直し・改善（Action）の

一連のサイクルのことであり、ＰＤＣＡサイクルの構築を通じて、継続的に

サービスの質の管理を行うことにより、サービスの質の向上につなげるこ

とを目指すものである。 

ＰＤＣＡサイクルに沿った取組を進める中で作成された、ケア計画等の

情報をＬＩＦＥに提出することで、利用者等単位又は事業所・施設単位で解

析された結果のフィードバックを受けることができる。このフィードバッ

ク情報を活用することで、利用者等の状態やケアの実績の変化等を踏まえ

たケア計画等の見直し・改善を行うことが可能となり、サービスの質の一層

の向上につなげることが可能となる。 

以上の観点から、第２に規定する各加算については、ＬＩＦＥへの情報提
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3 

 

出及びフィードバック情報を活用したＰＤＣＡサイクルの推進及びサービ

スの質の向上を求めることとしている。 

 

第２ ＬＩＦＥに関連する加算 

１ 科学的介護推進体制加算 

⑴ 通所サービス、居住サービス及び多機能サービスにおける科学的介護

推進体制加算 

ア ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

利用者ごとに、（ア）から（エ）までに定める月の翌月 10日までに提

出すること。なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない

事実が生じた場合、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提

出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提

出が行われた月の前月までの間について、利用者全員について本加算

を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10日までに提出を行

えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分か

ら算定ができないこととなる。）。 

（ア） 本加算の算定を開始しようとする月においてサービスを利用

している利用者（以下「既利用者」という。）については、当該

算定を開始しようとする月 

（イ） 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降にサービスの

利用を開始した利用者（以下「新規利用者」という。）について

は、当該サービスの利用を開始した日の属する月 

（ウ） （ア）又は（イ）の月のほか、少なくとも６月ごと 

（エ） サービスの利用を終了する日の属する月 

イ ＬＩＦＥへの提出情報について 

事業所の全ての利用者について、別紙様式１（科学的介護推進に関す

る評価（通所・居住サービス））にある「評価日」、「前回評価日」、「障

害高齢者の日常生活自立度及び認知症高齢者の日常生活自立度」、「総

論（ＡＤＬ及び在宅復帰の有無等に限る。）」、「口腔・栄養」及び「認知

症（必須項目に限る。）」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除

き、すべて提出すること。また、「総論（既往歴、服薬情報及び同居家

族等に限る。）」及び「認知症（任意項目に限る。）」の各項目に係る情報

についても、必要に応じて提出することが望ましいこと。なお、フィー

ドバックについては必須情報以外も含め提出された情報に基づき実施

されるものであること。 

また、提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とするこ
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と。 

・ ア（ア）に係る提出情報は、当該算定開始時における情報 

・ ア（イ）に係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情

報 

・ ア（ウ）に係る提出情報は、前回提出時以降の情報 

・ ア（エ）に係る提出情報は、当該サービスの利用終了時における情

報 

⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び介護老人福祉施設に

おける科学的介護推進体制加算(Ⅰ)及び(Ⅱ) 

ア ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

通所サービス、居住サービス及び多機能サービスにおける科学的介

護推進体制加算と同様であるため、⑴アを参照されたい。 

イ ＬＩＦＥへの提出情報について 

科学的介護推進体制加算(Ⅰ)については、施設における入所者全員

について、別紙様式２（科学的介護推進に関する評価（施設サービス））

にある「評価日」、「前回評価日」、「障害高齢者の日常生活自立度又は認

知症高齢者の日常生活自立度」、「総論（ＡＤＬ及び在宅復帰の有無等に

限る。）」、「口腔・栄養」及び「認知症（必須項目に限る。）」の各項目に

係る情報を、やむを得ない場合を除き、すべて提出すること。また、「総

論（既往歴、服薬情報及び同居家族等に限る）」及び「認知症（任意項

目に限る。）」に係る情報についても、必要に応じて提出することが望ま

しいこと。 

科学的介護推進体制加算(Ⅱ)については、施設における入所者全員

について、科学的介護推進体制加算(Ⅰ)で必須とされる情報に加え、

「総論（既往歴及び同居家族等に限る。）」に係る情報を、やむを得ない

場合を除き、すべて提出すること。また、「総論（服薬情報に限る。）」

及び「認知症（任意項目に限る。）」に係る情報についても、必要に応じ

て提出することが望ましいこと。 

なお、フィードバックについては必須情報以外も含め提出された情

報に基づき実施されるものであること。 

また、提出情報の時点は、通所サービス、居住サービス及び多機能サ

ービスにおける科学的介護推進体制加算と同様であるため、⑴イ後段

を参照されたい。 

⑶ 介護老人保健施設及び介護医療院における科学的介護推進体制加算

(Ⅰ)及び(Ⅱ) 

ア ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 
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通所サービス、居住サービス及び多機能サービスにおける科学的介

護推進体制加算と同様であるため、⑴アを参照されたい。 

イ ＬＩＦＥへの提出情報について 

科学的介護推進体制加算(Ⅰ)については、施設における入所者全員

について、別紙様式２（科学的介護推進に関する評価（施設サービス））

にある「評価日」、「前回評価日」、「障害高齢者の日常生活自立度又は認

知症高齢者の日常生活自立度」、「総論（ＡＤＬ及び在宅復帰の有無等に

限る。）」、「口腔・栄養」及び「認知症（必須項目に限る。）」の各項目に

係る情報を、やむを得ない場合を除き、すべて提出すること。また、「総

論（既往歴、服薬情報及び同居家族等に限る。）」及び「認知症（任意項

目に限る。）」に係る情報についても、必要に応じて提出することが望ま

しいこと。 

科学的介護推進体制加算(Ⅱ)については、施設における入所者全員

について、科学的介護推進体制加算(Ⅰ)で必須とされる情報に加え、

「総論（既往歴、服薬情報及び同居家族等に限る。）」に係る情報を、や

むを得ない場合を除き、すべて提出すること。また、「認知症（任意項

目に限る。）」に係る情報についても、必要に応じて提出することが望ま

しいこと。 

なお、提出情報の時点は、通所サービス、居住サービス及び多機能サ

ービスにおける科学的介護推進体制加算と同様であるため、⑴イ後段

を参照されたい。 

⑷ 猶予期間の設定について 

令和３年度においては、ＬＩＦＥに対応した介護記録システム等を導

入するために時間を要する等の事情のある事業所・施設については、⑴ア、

⑵ア及び⑶アの規定にかかわらず、一定の経過措置を設けることとする。

具体的には、 

・ 令和３年４月から同年９月末日までに本加算の算定を開始する場合

は、算定を開始しようとする月の５月後の月 

又は、 

・ 令和３年 10月から令和４年２月末日までの間に本加算の算定を開始

する場合は、令和４年３月 

の翌月 10日までに提出することを可能とする猶予期間を設けることとし、

当該猶予の適用を必要とする理由及び提出予定時期等を盛り込んだ計画

を策定することで、猶予措置の適用を受け本加算の算定をできるものと

する（本計画については、指定権者への届出までを求めるものではないが、

求められた場合には速やかに提出すること）。なお、猶予期間終了後、情
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報提出を行うに当たっては、⑴ア、⑵ア及び⑶アに規定する時点における

情報の提出が必要であること。また、猶予期間の終了時期を待たず、可能

な限り早期に⑴ア、⑵ア及び⑶アの規定に従い提出することが望ましい

こと。 

なお、提出すべき情報を猶予期間終了日までに提出していない場合は、

算定した当該加算については、遡り過誤請求を行うこと。 

 

２ 個別機能訓練加算(Ⅱ) 

⑴ ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

利用者ごとに、アからウまでに定める月の翌月 10日までに提出するこ

と。 

ア 新規に個別機能訓練計画の作成を行った日の属する月 

イ 個別機能訓練計画の変更を行った日の属する月 

ウ ア又はイのほか、少なくとも３月に１回 

⑵ ＬＩＦＥへの提出情報について 

ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施

に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」（令和３年３月 16 日老振発 0316 第３号、老老発 0316 第２号）別

紙様式３－３（個別機能訓練計画書）にある「評価日」、「職種」、「ＡＤ

Ｌ」、「ＩＡＤＬ」及び「起居動作」並びに別紙様式３にある「作成日」、

「前回作成日」、「初回作成日」、「障害高齢者の日常生活自立度又は認知

症高齢者の日常生活自立度」、「健康状態・経過（病名及び合併疾患・コ

ントロール状態に限る。）」、「個別機能訓練の目標」及び「個別機能訓練

項目（プログラム内容、留意点、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係

る情報をすべて提出すること。 

イ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。 

・ ⑴ア及びイに係る提出情報は、当該情報の作成又は変更時における

情報 

・ ⑴ウに係る提出情報は、前回提出時以降の情報 

 

３ ＡＤＬ維持等加算 

⑴ ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

利用者等ごとに、評価対象利用開始月及び評価対象利用開始月の翌月

から起算して６月目の月の翌月 10日までに提出すること。 

なお、情報を提出すべき月においての情報の提出を行っていない事実

が生じた場合は、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出し
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なければならないこと。 

⑵ ＬＩＦＥへの提出情報について 

事業所・施設における利用者等全員について、利用者等のＡＤＬ値（厚

生労働大臣が定める基準（平成 27年厚生労働省告示第 95号）第 16号の

２イ⑵のＡＤＬ値をいう。）を、やむを得ない場合を除き、提出すること。 

ただし、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目にサービスの

利用がない場合については、当該サービスの利用があった最終の月の情

報を提出すること。 

 

４ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ及び(Ｂ)ロ 

⑴ ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

個別機能訓練加算(Ⅱ)と同様であるため、２⑴を参照されたい。 

⑵ ＬＩＦＥへの提出情報について 

ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施

に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」別紙様式２－２－１及び２－２－２（リハビリテーション計画書）

にある「計画作成日」、「担当職種」、「健康状態、経過（原因疾病及び合

併疾患・コントロール状態に限る。）」、「日常生活自立度又は認知症高齢

者の日常生活自立度判定基準」、「心身機能・構造」、「活動（基本動作、

活動範囲など）」、「活動（ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの短期目標

（今後３ヶ月）」、「リハビリテーションの長期目標」、「リハビリテーシ

ョンの終了目安」、「社会参加の状況」、「活動（ＩＡＤＬ）」及び「リハ

ビリテーションサービス（目標、担当職種、具体的支援内容、頻度及び

時間に限る。）」の各項目に係る情報をすべて提出すること。 

イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算(Ⅱ)と同様であるため、２⑵イ

を参照されたい。 

 

５ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算並びに理学療法、作業

療法及び言語聴覚療法に係る加算 

⑴ ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

個別機能訓練加算(Ⅱ)と同様であるため、２⑴を参照されたい。 

⑵ ＬＩＦＥへの提出情報について 

ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施

に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」別紙様式２－２－１及び２－２－２（リハビリテーション計画書）

にある「計画作成日」、「担当職種」、「健康状態、経過（原因疾病及び合
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併疾患・コントロール状態に限る。）」、「日常生活自立度又は認知症高齢

者の日常生活自立度判定基準」、「心身機能・構造」、「活動（基本動作、

活動範囲など）」、「活動（ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの短期目標

（今後３ヶ月）」、「リハビリテーションの長期目標」、「リハビリテーシ

ョンの終了目安」、「社会参加の状況」、及び「リハビリテーションサー

ビス（目標、担当職種、具体的支援内容、頻度及び時間に限る。）」の各

項目に係る情報をすべて提出すること。 

イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算(Ⅱ)と同様であるため、２⑵イ

を参照されたい。 

 

６ 褥瘡マネジメント加算 

⑴ ＬＩＦＥへの情報提出頻度について 

利用者等ごとに、アからウまでに定める月の翌月 10日までに提出する

こと。なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生

じた場合、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなけれ

ばならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出が行われた

月の前月までの間について、利用者全員について本加算を算定できない

こと（例えば、４月の情報を５月 10日までに提出を行えない場合は、直

ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から算定ができない

こととなる。）。 

ア 本加算の算定を開始しようとする月においてサービス利用している

利用者等（以下「既利用者等」という。）については、当該算定を開始

しようとする月 

イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降にサービスの利用を

開始した利用者等（以下「新規利用者等」という。）については、当該

サービスの利用を開始した日の属する月 

ウ 褥瘡の発生と関係のあるリスクに係る評価を行った日の属する月

（評価は少なくとも３月に１回行うものとする。） 

⑵ ＬＩＦＥへの提出情報について 

ア 事業所・施設における利用者等全員について、「指定居宅サービスに

要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設

入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の

額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙

様式５又は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式５（褥
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「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老発 0316 第４

号）の訂正について 

 

No. 該当箇所 訂正前 訂正後 

１ p.４ 

13 行目 

イ ＬＩＦＥへの提出情報に

ついて 

科学的介護推進体制加算

(Ⅰ)については、施設におけ

る入所者全員について、別紙

様式２（科学的介護推進に関

する評価（施設サービス））

にある「評価日」、「前回評価

日」、「障害高齢者の日常生活

自立度又は認知症高齢者の

日常生活自立度」、「総論（Ａ

ＤＬ及び在宅復帰の有無等

に限る。）」、「口腔・栄養」及

び「認知症（必須項目に限

る。）」の各項目に係る情報

を、やむを得ない場合を除

き、すべて提出すること。ま

た、「総論（既往歴、服薬情

報及び同居家族等に限る）」

及び「認知症（任意項目に限

る。）」に係る情報について

も、必要に応じて提出するこ

とが望ましいこと。 

科学的介護推進体制加算

(Ⅱ)については、施設におけ

る入所者全員について、科学

的介護推進体制加算(Ⅰ)で

必須とされる情報に加え、

「総論（既往歴及び同居家族

等に限る。）」に係る情報を、

やむを得ない場合を除き、す

イ ＬＩＦＥへの提出情報に

ついて 

科学的介護推進体制加算

(Ⅰ)については、施設におけ

る入所者全員について、別紙

様式２（科学的介護推進に関

する評価（施設サービス））

にある「評価日」、「前回評価

日」、「障害高齢者の日常生活

自立度又は認知症高齢者の

日常生活自立度」、「総論（Ａ

ＤＬに限る。）」、「口腔・栄養」

及び「認知症（必須項目に限

る。）」の各項目に係る情報

を、やむを得ない場合を除

き、すべて提出すること。ま

た、「総論（既往歴、服薬情

報、同居家族等及び在宅復帰

の有無等に限る。）」及び「認

知症（任意項目に限る。）」に

係る情報についても、必要に

応じて提出することが望ま

しいこと。 

科学的介護推進体制加算

(Ⅱ)については、施設におけ

る入所者全員について、科学

的介護推進体制加算(Ⅰ)で

必須とされる情報に加え、

「総論（既往歴及び同居家族

等に限る。）」に係る情報を、

やむを得ない場合を除き、す
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べて提出すること。また、「総

論（服薬情報に限る。）」及び

「認知症（任意項目に限

る。）」に係る情報について

も、必要に応じて提出するこ

とが望ましいこと。 

べて提出すること。また、「総

論（服薬情報及び在宅復帰の

有無等に限る。）」及び「認知

症（任意項目に限る。）」に係

る情報についても、必要に応

じて提出することが望まし

いこと。 

２ p.５ 

３行目 

イ ＬＩＦＥへの提出情報に

ついて 

科学的介護推進体制加算

(Ⅰ)については、施設におけ

る入所者全員について、別紙

様式２（科学的介護推進に関

する評価（施設サービス））

にある「評価日」、「前回評価

日」、「障害高齢者の日常生活

自立度又は認知症高齢者の

日常生活自立度」、「総論（Ａ

ＤＬ及び在宅復帰の有無等

に限る。）」、「口腔・栄養」及

び「認知症（必須項目に限

る。）」の各項目に係る情報

を、やむを得ない場合を除

き、すべて提出すること。ま

た、「総論（既往歴、服薬情

報及び同居家族等に限る。）」

及び「認知症（任意項目に限

る。）」に係る情報について

も、必要に応じて提出するこ

とが望ましいこと。 

科学的介護推進体制加算

(Ⅱ)については、施設におけ

る入所者全員について、科学

的介護推進体制加算(Ⅰ)で

必須とされる情報に加え、

「総論（既往歴、服薬情報及

イ ＬＩＦＥへの提出情報に

ついて 

科学的介護推進体制加算

(Ⅰ)については、施設におけ

る入所者全員について、別紙

様式２（科学的介護推進に関

する評価（施設サービス））

にある「評価日」、「前回評価

日」、「障害高齢者の日常生活

自立度又は認知症高齢者の

日常生活自立度」、「総論（Ａ

ＤＬに限る。）」、「口腔・栄養」

及び「認知症（必須項目に限

る。）」の各項目に係る情報

を、やむを得ない場合を除

き、すべて提出すること。ま

た、「総論（既往歴、服薬情

報、同居家族等及び在宅復帰

の有無等に限る。）」及び「認

知症（任意項目に限る。）」に

係る情報についても、必要に

応じて提出することが望ま

しいこと。 

科学的介護推進体制加算

(Ⅱ)については、施設におけ

る入所者全員について、科学

的介護推進体制加算(Ⅰ)で

必須とされる情報に加え、

「総論（既往歴、服薬情報及
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び同居家族等に限る。）」に係

る情報を、やむを得ない場合

を除き、すべて提出するこ

と。また、「認知症（任意項

目に限る。）」に係る情報につ

いても、必要に応じて提出す

ることが望ましいこと。 

び同居家族等に限る。）」に係

る情報を、やむを得ない場合

を除き、すべて提出するこ

と。また、「総論（在宅復帰

の有無等に限る。）」及び「認

知症（任意項目に限る。）」に

係る情報についても、必要に

応じて提出することが望ま

しいこと。 

３ p.６ 

16 行目 

ア 「リハビリテーション・個

別機能訓練、栄養管理及び口

腔管理の実施に関する基本

的な考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示につ

いて」（令和３年３月 16日老

振発 0316 第３号、老老発

0316 第２号）別紙様式３－

３（個別機能訓練計画書）に

ある「評価日」、「職種」、「Ａ

ＤＬ」、「ＩＡＤＬ」及び「起

居動作」並びに別紙様式３に

ある「作成日」、「前回作成

日」、「初回作成日」、「障害高

齢者の日常生活自立度又は

認知症高齢者の日常生活自

立度」、「健康状態・経過（病

名及び合併疾患・コントロー

ル状態に限る。）」、「個別機能

訓練の目標」及び「個別機能

訓練項目（プログラム内容、

留意点、頻度及び時間に限

る。）」の各項目に係る情報を

すべて提出すること。 

ア 「リハビリテーション・個

別機能訓練、栄養管理及び口

腔管理の実施に関する基本

的な考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示につ

いて」（令和３年３月 16日老

振発 0316 第３号、老老発

0316 第２号）別紙様式３－

２（生活機能チェックシー

ト）にある「評価日」、「職種」、

「ＡＤＬ」、「ＩＡＤＬ」及び

「起居動作」並びに別紙様式

３－３（個別機能訓練計画

書）にある「作成日」、「前回

作成日」、「初回作成日」、「障

害高齢者の日常生活自立度

又は認知症高齢者の日常生

活自立度」、「健康状態・経過

（病名及び合併疾患・コント

ロール状態に限る。）」、「個別

機能訓練の目標」及び「個別

機能訓練項目（プログラム内

容、留意点、頻度及び時間に

限る。）」の各項目に係る情報

をすべて提出すること。 
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科学的介護推進に関する評価（通所・居住サービス） 
評価日  令和   年   月   日 

前回評価日  令和   年   月   日 
記入者名 

氏名     殿 
障害高齢者の日常生活自立度：自立、J1、J2、A1、A2、B1、B2、C1、C2 

認知症高齢者の日常生活自立度：自立、Ⅰ、Ⅱa、Ⅱb、Ⅲa、Ⅲb、Ⅳ、Ｍ 
 

基
本
情
報 

保険者番号 
生年月日   明・大・昭・平   年   月   日 

被保険者番号 

事業所番号 性別    □男  □女 

 

総
論 

既往歴〔前回の評価時より変化のあった場合は記載〕〔任意項目〕 
 
 

服薬情報〔任意項目〕 
1.薬剤名（               ） （   /日） （処方期間  年  月  日～  年  月  日） 
2.薬剤名（               ） （   /日） （処方期間  年  月  日～  年  月  日） 
  ・ 
  ・ 
  ・ 

〔任意項目〕 
同居家族等 □なし  □あり（□配偶者  □子  □その他）（複数選択可） 
家族等が介護できる時間 □ほとんど終日  □半日程度  □２～３時間程度  □必要な時に手をかす程度 □その他 

ADL                            自立       一部介助        全介助 
・食事                         □10          □５           □０ 
・椅子とベッド間の移乗                 □15          □10←（監視下） 
                         （座れるが移れない）→ □５           □０ 
・整容                         □５        □０           □０ 
・トイレ動作                        □10        □５           □０  
・入浴                                   □５        □０           □０ 
・平地歩行                               □15        □10←（歩行器等） 
                          （車椅子操作が可能）→ □５           □０ 
・階段昇降                       □10        □５           □０ 
・更衣                                   □10        □５           □０ 
・排便コントロール                       □10        □５           □０ 
・排尿コントロール                       □10        □５           □０ 

在宅復帰の有無等〔任意項目〕 
□入所/サービス継続中 
□中止（中止日：     ） 
□居宅（※）  □介護老人福祉施設入所 □介護老人保健施設入所 □介護医療院入所 □介護療養型医療施設入院 
□医療機関入院 □死亡 □その他  

※居宅サービスを利用する場合（介護サービスを利用しなくなった場合は、その他にチェック） 
 

口
腔
・
栄
養 

身長 （      cm） 体重（      kg） 褥瘡の有無〔任意項目〕 □なし  □あり 

口腔の健康状態 
・硬いものを避け柔らかいものばかり食べる     □はい □いいえ 
・入れ歯を使っている               □はい □いいえ 
・むせやすい                   □はい □いいえ 

誤嚥性肺炎の発症・既往（※） □なし  □あり（発症日：   年  月  日）（発症日：   年  月  日） 

 ※初回の入力時には誤嚥性肺炎の既往、二回目以降の入力時は前回の評価後の誤嚥性肺炎の発症について記載 
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（注）任意項目との記載のない項目は必須項目とする 

認
知
症 

 

認知症の診断 
□なし □あり（診断日  年  月  日：□ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病 □血管性認知症 □ﾚﾋﾞ-小体病 □その他（       ）） 

DBD13（認知症の診断または疑いのある場合に記載） 
       まったくない   ほとんどない  ときどきある     よくある       常にある 

・日常的な物事に関心を示さない      □        □        □        □        □ 
・特別な事情がないのに夜中起き出す    □        □        □        □        □ 
・特別な根拠もないのに人に言いがかりをつける       

□        □        □        □        □ 
・やたらに歩きまわる           □        □        □        □        □ 
・同じ動作をいつまでも繰り返す      □        □        □        □        □ 
 
〔以下、任意項目〕 
・同じ事を何度も何度も聞く        □        □        □        □        □ 
・よく物をなくしたり、置き場所を間違えたり、隠したりする 

      □        □        □        □        □ 
・昼間、寝てばかりいる          □        □        □        □        □ 
・口汚くののしる             □        □        □        □        □ 
・場違いあるいは季節に合わない不適切な服装をする 

        □        □        □        □        □ 
・世話をされるのを拒否する        □        □        □        □        □ 
・物を貯め込む              □        □        □        □        □ 
・引き出しや箪笥の中身をみんな出してしまう 

        □        □        □        □        □ 

Vitality Index  
・意思疎通   □自分から挨拶する、話し掛ける □挨拶、呼びかけに対して返答や笑顔が見られる □反応がない 
 
〔以下、任意項目〕 
・起床     □いつも定時に起床している □起こさないと起床しないことがある □自分から起床することはない 
・食事     □自分から進んで食べようとする □促されると食べようとする  

□食事に関心がない、全く食べようとしない 
・排せつ    □いつも自ら便意尿意を伝える、あるいは自分で排尿、排便を行う □時々、尿意便意を伝える  

□排せつに全く関心がない 
・リハビリ・活動□自らリハビリに向かう、活動を求める □促されて向かう □拒否、無関心 
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３ 各届出の方法及び留意点について 
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各届出の方法及び留意点について 
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１ 加算届出の留意事項及び添付書類 

 

 ２ 事業所評価加算 

 

３ その他 

 
 

 

 

 

 東京都福祉局高齢者施策推進部介護保険課  
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サ
ー

ビ

ス

届

出

項

目

届出が必要な場合 加算取得にあたり必要な届出書類 根拠規定等

訪問リハビリテーション
特別地域加算

告示4・注3
老企第36号　第2の5(4)（第2の2(15)）

【R3改定】リハビリテーションマネジメント加算
・加算様式4-1 告示4・注7
※リハビリテーションマネジメント加算Aロ及びBロは、LIFE の活用等が要件に含
まれる加算です。

老企第36号　第2の5(8)

【R3改定】移行支援加算
・加算様式4-1 告示4-ロ
・「移行支援に係る届出」（加算様式4-2） 老企第36号　第2の5(11)

【R3改定】サービス提供体制強化加算
・加算様式4-1

告示4-ハ
老企第36号第2の5(12)(第2の3(9)⑥⑦)

５　根拠規定等
　　各加算等の届出項目の詳細については、「根拠規定等」欄の「告示」等をご参照願います。
　　なお、「根拠規定等」欄の「告示」は「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）」を、「老企第36号」は「指定居宅サービスに
　要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に
　伴う実施上の留意事項について（平成12年3月1日老企第36号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）」を示します。

別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同
し、継続的にリハビリテーションの質を管理した場合

厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生
労働省告示第95号）十二

厚生労働大臣が定める地域に所在する事業所の理学療
法士等が指定訪問リハビリテーションを行う場合
（厚生労働大臣が定める地域）
①離島振興対策実施地域（離島振興法）、②奄美群
島、③振興山村（山村振興法で指定する地域）、④小
笠原諸島、⑤沖縄振興特別措置法に規定する離島、⑥
人口密度希薄・交通不便等でサービス確保が著しく困
難な地域として厚生労働大臣が定める地域

厚生労働大臣が定める地域（平成24年厚生
労働省告示第120号）

・加算様式4-1

「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算届）」提出に当たっての留意事項【訪問リハビリテーション】

１　新たに加算を取得する場合、施設等の区分を変更する場合などは、以下の留意事項等に沿って「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算届）」を提出をしてくだ
　さい。なお、加算等の届出項目についての個々の単位数や要件・取扱いなどは、下表の「根拠規定等」をご参照願います。

２　加算等の届出と適用時期
　　新たに加算を取得する場合（又は取得中加算の区分変更をする場合）、適用月の前月15日までに届出が必要です。期限を過ぎて提出された場合（書類の不備・不足等で期限ま
　でに受理できない場合を含む）で、要件が満たしていることが確認されたものは翌々月からの算定となりますので、十分にご注意ください。加算を取り下げる（又は減算の届出
　の）場合は、その時点で速やかに届出が必要です。

３　加算等の届出の提出先
　　〒１６３－０７１８　　新宿区西新宿２－７－１　小田急第一生命ビル　18階
　　公益財団法人　東京都福祉保健財団　事業者支援部事業者指定室

４　届出様式
　　届出様式は東京都福祉保健局ホームページ「東京都介護サービス情報」に掲載しています。加算取得にあたり必要な届出書類は、下表をご参照願います。
　　http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/index.html

訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学
療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、勤続年数
が3年/7年以上の者が1名以上いる場合

・サービス提供体制強化加算に関する届出書(加算様式4-3)
・サービス提供体制強化加算に関する届出書/みなし医療機関（加算様式4-4）

・算定の根拠となる書類
　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、３年/７年以上の勤続年数が確
認できる在職証明書（在職期間と職務内容がわかるもの）

厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生
労働省告示第95号）十四

別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、リハビリ
テーションを行い、利用者の社会参加等を支援した場
合 　※要件を満たすことがわかる根拠書類については、各保険者で定める保存期間

に基づき、適切に保存してください。
厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生
労働省告示第95号）十三
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サ
ー

ビ

ス

届

出

項

目

届出が必要な場合 加算取得にあたり必要な届出書類 根拠規定等

介護予防訪問リハビリテーション
特別地域加算

・加算様式4-1 告示3・注3
老計発第0317001・老振発第0317001・老老
発第0317001　第2の4(4)
厚生労働大臣が定める地域（平成24年厚生
労働省告示第120号）

事業所評価加算〔申出〕の有無
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
して都道府県知事に届け出た指定介護予防介護予防訪
問リハビリテーション事業所において、評価対象期間
（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日
の属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数
を加算する。

※算定開始年度の前年の１０月１５日までに申出を行
い、判定結果が適合の場合に限り、算定が可能となる

・加算様式4-1

【事業所評価加算の概要】
事業所評価加算は評価対象となる期間（各年一月一日から十二月三十一日までの
期間をいう。）において、利用者の要支援状態の維持・改善の割合が一定以上と
なった場合に、当該評価対象期間の翌年度における介護予防訪問リハビリテー
ションの提供につき加算を行うものです。

告示3 ロ
厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生
労働省告示第95号106-4）
厚生労働大臣が定める期間（平成27年厚生
労働省告示第94号78-2）

参考
事業所評価加算に関する事務処理手順及び
様式例について（平成18年9月11日老振発第
0911001号・老老発第0911001号）

【R3改定】サービス提供体制強化加算
・加算様式4-1

告示3 ハ
老計発第0317001・老振発第0317001・老老
発第0317001第2の4(12)(第2の2(9)⑥⑦)

訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学
療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、勤続年数
が3年/7年以上の者が1名以上いる場合 ・サービス提供体制強化加算に関する届出書(加算様式4-3)

・サービス提供体制強化加算に関する届出書/みなし医療機関（加算様式4-4）

・算定の根拠となる書類
　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、３年/７年以上の勤続年数が確
認できる在職証明書（在職期間と職務内容がわかるもの）

厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生
労働省告示第95号）十四

厚生労働大臣が定める地域に所在する事業所の看護師
等が指定訪問看護を行う場合
（厚生労働大臣が定める地域）
①離島振興対策実施地域（離島振興法）、②奄美群
島、③振興山村（山村振興法で指定する地域）、④小
笠原諸島、⑤沖縄振興特別措置法に規定する離島、⑥
人口密度希薄・交通不便等でサービス確保が著しく困
難な地域として厚生労働大臣が定める地域

５　根拠規定等
　　各加算等の届出項目の詳細については、「根拠規定等」欄の「告示」等をご参照願います。
　　なお、「根拠規定等」欄の「告示」は「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）」を、「老計発第0317001・老振発第0317001・
　　老老発第031700」は「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(平成18年3月17日老計発第0317001、老振発第
　　0317001、老老発第0317001、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知)」を示します。

「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算届）」提出に当たっての留意事項【介護予防訪問リハビリテーション】

１　新たに加算を取得する場合、施設等の区分を変更する場合などは、以下の留意事項等に沿って「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算届）」を提出をしてくだ
　さい。なお、加算等の届出項目についての個々の単位数や要件・取扱いなどは、下表の「根拠規定等」をご参照願います。

２　加算等の届出と適用時期
　　新たに加算を取得する場合（又は取得中加算の区分変更をする場合）、適用月の前月15日までに届出が必要です。期限を過ぎて提出された場合（書類の不備・不足等で期限ま
　でに受理できない場合を含む）で、要件が満たしていることが確認されたものは翌々月からの算定となりますので、十分にご注意ください。加算を取り下げる（又は減算の届出
　の）場合は、その時点で速やかに届出が必要です。

３　加算等の届出の提出先
　　〒１６３－０７１８　　新宿区西新宿２－７－１　小田急第一生命ビル　18階
　　公益財団法人　東京都福祉保健財団　事業者支援部事業者指定室

４　届出様式
　　届出様式は東京都福祉保健局ホームページ「東京都介護サービス情報」に掲載しています。加算取得にあたり必要な届出書類は、下表をご参照願います。
　　http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/index.html
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（加算様式4-1）

　　　××年　××月　××日

東京都知事　殿

法人所在地 東京都新宿区西新宿２-８-１

申請者 法人名称 医療法人社団介護サービス会

代表者職・氏名 院長　　東京　　太郎

このことについて、以下のとおり届け出ます。

１　事業所基本情報に関すること

２　異動情報に関すること

３　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に関すること

1. なし 2. あり

1. なし 3. 加算Ａイ 6. 加算Ａロ 　

4. 加算Ｂイ 7. 加算Ｂロ

1. なし 2. あり

1. なし 3. 加算Ⅰ 4. 加算Ⅱ

1. なし 2. あり

1. なし 2. あり

1. なし 3. 加算Ⅰ 4. 加算Ⅱ

14
訪問リハビリ
テーション

１. 病院又は診療所

２. 介護老人保健施設

特別地域加算

移行支援加算

サービス提供体制強化加算

その他該当する体制等 LIFEへの登録

１.なし

２.あり

サービス提供体制強化加算

リハビリテーションマネジメント加算

事業所評価加算（申出）の有無

特別地域加算

×× 年 4

ＦＡＸ 03-1234-5679

加算、体制名称等

（　変　更　前　） （　変　更　後　）

事業所名称

（フリガナ） イリョウホウジンシャダンカイゴサービスカイ　カイゴサービスビョウイン

医療法人社団介護サービス会　介護サービス病院

（　なし　） サービス提供体制強化加算Ⅱ

事業所所在地

（郵便番号　　１６３　　－　※※※※　）

東京都新宿区○○町※※―※※

サービス種類 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション

担当者
（職・氏名）

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

介護保険事業者番号 １ ３ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

64
介護予防訪問
リハビリテー

ション

１. 病院又は診療所

２. 介護老人保健施設

管理者　新宿　一郎

連絡先ＴＥＬ 03-1234-5678

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表

提供サービス 施設等の区分

月 1 日

※ 『 ２　異動情報に関すること 』に記載した異動のある加算等についてのみ、各欄の該当する番号に○を付けてください。

　　（　『２　異動情報に関すること』に記載していない加算等については、記載する必要はありません。　）

適用開始年月日
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（加算様式4-2）

訪問リハビリテーション事業所における移行支援加算に係る届出

1 事業所名

2 届出項目

① 月

② 人

③ 人

④ ％ 25％以上

注１：「指定通所介護等を実施」とは、指定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定認知症対応型通所

　 介護等の利用、及び自宅において役割を持って生活している場合も含み、サービス提供の終了の事由が

入院、介護保険施設への入所、指定訪問リハビリテーション、指定認知症対応型共同生活介護等を

含めない。

注２：入院、入所、死亡を含む。

※　各要件を満たすことがわかる根拠書類については、各事業所で保存してください。

　　年　　月　　日

1　移行支援加算

①　終了者数の状況

①
評価対象期間の訪問リハビリテー
ション終了者数

人

②
①のうち、指定通所介護等を実施し
た者の数（注１）

人

③ ①に占める②の割合 ％ ５％超 有 ・ 無

②　事業所の利用状
況

評価対象期間の利用者延月数

評価対象期間の新規利用者数

評価対象期間の新規終了者数（注
２）

有 ・ 無

１２×（②＋③）÷２÷①
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（加算様式4-3）

東京都知事　殿

サービス提供体制強化加算に関する届出書（（介護予防）訪問リハビリテーション事業所）

1 事業所名

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

※ 各要件を満たす場合については、それぞれ根拠となる（要件を満たすことがわかる）書類も提出してください。

　　年　　月　　日

2
勤続年数の
状況

①
サービスを直接提供する理学療法士、作業療法
士又は言語聴覚士の総数

人

② ①のうち勤続年数７年以上の者の総数

人

→

有 ・ 無

①のうち②
の者が１名

以上

有 ・ 無

①
サービスを直接提供する理学療法士、作業療法
士又は言語聴覚士の総数

人

② ①のうち勤続年数３年以上の者の総数

人

→
①のうち②
の者が１名

以上
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（加算様式4-4）

東京都知事　殿

サービス提供体制強化加算に関する届出書（（介護予防）訪問リハビリテーション事業所/みなし医療機関）

保険医療機関名

所　　在　　地
電話

代 表 者 氏 名

適 用 年 月 日 　　　年　　　　　月　　　　　日

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービスを直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、

勤続年数が７年以上の者が１名以上いる。

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

サービスを直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、

勤続年数が３年以上の者が１名以上いる。

※ ３年以上の勤続年数が確認できる在職証明書（在職期間と職務内容がわかるもの）を添付してください。（１名分でも可）

＊様式任意

勤続年数の
状況

有 ・ 無

　　年　　月　　日

医療機関コード

勤続年数の
状況

有 ・ 無
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令和６年度においては事業所評価加算を算定することが可能ですが、今年度（令和５年度）当該加算を算

定していなかった事業所においては、利用者に対して、加算算定に伴う利用料増額について十分な説明をし

ていただきますようお願いいたします。 

 

  

 令和６年度においては事業所評価加算を算定することはできません。 

不適合理由といたしましては、次頁「３ 単位数・算定基準」に示しました２つの基準

（厚生労働大臣が定める基準１０６の４のイ、ロ）のうち、いずれかの基準が満たされていない

ことによります。 

貴事業所において満たされていない基準については、通知における「6 不適合理由」に

記載されているとおりです。 

基準内容の詳細については次頁以降をよくご確認ください。 

事業所評価加算とは 

 効果的なサービスの提供を評価する観点から、評価対象期間（各年１月1日から１２月３１

日までの期間をいう。）において、利用者の要支援状態の維持・改善の割合が一定以上となっ

た場合に、当該評価対象期間の翌年度における介護予防訪問リハビリテーションの提供につき

加算を行うものである。 

同封されている通知「事業所評価加算算定基準判定結果について」は 

令和５年１０月１５日までに「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」にて 

「事業所評価加算（申出）の有無」を「あり」として届け出た 

事業所に送付しています。 

※令和５年度以前から届出を行っており、引き続き申出「あり」となっている事業所も含まれます。 

※令和５年 10月 16日以降廃止した事業所については、送付しておりません。 

 ※本通知は、介護予防訪問リハビリテーションが対象となります。 

●通知において「５ 審査結果」が「適合」となっている事業所の方へ 

参考 
 

●通知において「５ 審査結果」が「不適合」となっている事業所の方へ 

事業所評価加算算定基準判定結果通知について 
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 2 

事業所評価加算について 

１ 評価対象事業所 

  以下の要件に該当する事業所を抽出して評価を実施 

    （１）令和５年１０月１５日までに「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」にて、「事業所評

価加算（申出）の有無」を「２・あり」として届出を行った事業所 

（２）「リハビリテーションマネジメント加算」を「２・あり」として届出を行った事業所 

 

２ 評価対象期間 

令和５年１月１日から同年１２月３１日までの期間 

   

３ 単位数・算定基準 

事業所評価加算 １月につき120単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問リ

ハビリテーション事業所において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の属

する年度の次の年度内に限り１月につき所定単位数を加算する。 

   

※ 厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号１０６の４）の内容は次の 

イ、ロのとおり。 

（評価対象期間において、イ、ロの２つの基準を満たしていなければ本加算算定不可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  評価対象期間における指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の利用実人員数が１０名以上である

こと。 

 ニ （２）の規定により算定した数を（１）に規定する数で除して得た数が０．７以上であること 

（１）評価対象期間において、法第３３条第２項に基づく要支援更新認定又は法第３３条の２第１項に基

づく要支援状態区分の変更の認定(以下「要支援更新認定等」という。)を受けた者の数 

（２）評価対象期間に行われる要支援更新認定等において、当該要支援更新認定等の前の要支援状

態区分と比較して、要支援状態区分に変更がなかった者(指定介護予防支援事業者が介護予防サ

ービス計画に定める目標に照らし、当該指定介護予防サービス事業者によるサービスの提供が終了

したと認める者に限る。)の数に、要支援更新認定等の前の要支援状態区分が要支援２の者であっ

て、要支援更新認定等により要支援１と判定されたもの又は要支援更新認定等の前の要支援状態

区分が要支援１の者であって、要支援更新認定等により非該当と判定されたものの人数及び要支援

更新認定等の前の要支援状態区分が要支援２の者であって、要支援更新認定等により非該当と判

定されたものの人数の合計数に２を乗じて得た数を加えたもの 

イ 

ロ 
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 3 

 

 

（基準ロの算定式） 

    要支援状態区分の維持者数 ＋ 改善者数×2 

評価対象期間内に介護予防訪問リハビリテーション費を 

3月以上算定し、その後に更新・変更認定を受けた者の数（※） 

 

（※）更新・変更認定については、当該認定が各年１０月末日までになされた 

場合、当年１２月末までに評価対象受給者であるか否かが確定することから、 

翌年度の事業所評価加算に係る評価対象受給者となるが、当該認定が１１月 

以降の場合には、翌々年度の加算に係る評価対象受給者となる。 

 

 

 

  

   

 

 

 ≧0.７ 
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事 務 連 絡 

令和３年６月２９日 

 

都内介護サービス事業所・施設 御中 

 

東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課   

 

 

介護現場における利用者・ご家族等からのハラスメントに関する法律相談窓口及び 

職員向け電話相談窓口の開設について 

 

平素より、東京都の高齢者福祉・保健行政に、御理解・御協力をいただき有難うございます。 

このたび、下記のとおり、介護現場におけるハラスメントに係る２つの相談窓口を開設いたしまし

たので、御活用ください。 

 

記 

 

< 法律相談窓口 > 

東京都内に所在する介護サービス事業所・介護保険施設の管理者等から、利用者やそのご家族等

から職員に対するハラスメントに関する対応について、法的根拠に基づき、弁護士が相談に応じま

す。ご相談はメールでお受けいたします。 

 

< 介護職員向け相談窓口 > 

東京都内に所在する介護サービス事業所・介護保険施設で働く介護職員の皆様から、介護現場に

おけるハラスメントに関するお悩みについて、介護現場に詳しい相談員がお聞きいたします。 

 

 

詳細については、以下の URLまたは QRコードよりご確認ください。 

 

＜東京都社会福祉協議会 HP＞ 

 

https://www.tcsw.tvac.or.jp/activity/kaigo-harassment.html    

 

 

東京都福祉保健局高齢社会対策部 

介護保険課介護事業者担当 
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４ 介護給付費の請求事務に関する留意点 
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資  料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都国民健康保険団体連合会 

介 護 保 険 課 

 

 

 

介護給付費の請求事務に関する留意点 

訪問リハビリテーション 

 

りｈりン 
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Ⅰ．介護給付費請求明細書の記載及び計算方法
要介護認定者の場合［様式２］　

事　例（１）　＊病院又は診療所において短期集中リハビリテーション実施加算算定の場合　【介護保険単独】

1 4 2 1 1 1 3 0 7 8 2 4 5 6

1 4 5 0 0 3 2 0 0 8 1 6 0 0

1 4 5 0 0 5 1 8 0 1 1 8 0

①サービス種類コード／②名称 1 4
③サービス実日数 8
④計画単位数 4 2 3 6
⑤限度額管理対象単位数 4 2 3 6
⑥限度額管理対象外単位数

⑦給付単位数（④⑤のうち少な
い数）＋⑥ 4 2 3 6 9 0

⑧公費分単位数

⑨単位数単価 1 0 0 0
⑩保険請求額 3 8 1 2 4 3 8 1 2 4
⑪利用者負担額 4 2 3 6 4 2 3 6
⑫公費請求額

⑬公費分本人負担

事　例（２）　【公費併用】　（１）の事例を公費併用とした場合

1 4 2 1 1 1 3 0 7 8 2 4 5 6 8 2 4 5 6

1 4 5 0 0 3 2 0 0 8 1 6 0 0 8 1 6 0 0

1 4 5 0 0 5 1 8 0 1 1 8 0 1 1 8 0

①サービス種類コード／②名称 1 4
③サービス実日数 8
④計画単位数 4 2 3 6
⑤限度額管理対象単位数 4 2 3 6
⑥限度額管理対象外単位数

⑦給付単位数（④⑤のうち少な
い数）＋⑥ 4 2 3 6 9 0

⑧公費分単位数 4 2 3 6 1 0 0
⑨単位数単価 1 0 0 0
⑩保険請求額 3 8 1 2 4 3 8 1 2 4
⑪利用者負担額

⑫公費請求額 4 2 3 6 4 2 3 6
⑬公費分本人負担

訪問リハビリテーション

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費
分

回数
公費対象単位数 摘要

訪問リハビリ１

訪問リハ短期集中リハ加算 20230501

訪問リハマネジメント加算A1

請
求
額
集
計
欄

訪問リハ

日 日 日 日

給付率（/100）

保険

公費

円／単位 円／単位 円／単位 円／単位 合　　　計

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数

訪問リハマネジメント加算A1

公費
分

回数
公費対象単位数 摘要

訪問リハビリ１

訪問リハ短期集中リハ加算 20230501

請
求
額
集
計
欄

訪問リハ

日 日 日 日

給付率（/100）

保険

公費

円／単位 円／単位 円／単位 円／単位 合　　　計

病院若しくは診療所または介護保険施設から退院・
退所した年月日又は要介護・要支援認定を受けた日
を記載すること。
例 20230501（退院（所）日が2023年5月1日の場合）

「公費」の給付率は
「100（％）」と記載

42,360（総費用額）－38,124（保険請求額）＝4,236（公費請求額）

退院(所)日又は認定日から起算して３月以内の
期間に、１週につきおおむね２日以上、１日当た
り２０分以上、実施する場合に算定。
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事　例（３）　【生活保護単独・被保険者番号がＨから始まる場合】　（１）の事例を生保単独とした場合

1 4 2 1 1 1 3 0 7 8 2 4 5 6 8 2 4 5 6

1 4 5 0 0 3 2 0 0 8 1 6 0 0 8 1 6 0 0

1 4 5 0 0 5 1 8 0 1 1 8 0 1 1 8 0

①サービス種類コード／②名称 1 4
③サービス実日数 8
④計画単位数 4 2 3 6
⑤限度額管理対象単位数 4 2 3 6
⑥限度額管理対象外単位数

⑦給付単位数（④⑤のうち少な
い数）＋⑥ 4 2 3 6

⑧公費分単位数 4 2 3 6 1 0 0
⑨単位数単価 1 0 0 0
⑩保険請求額

⑪利用者負担額

⑫公費請求額 4 2 3 6 0 4 2 3 6 0
⑬公費分本人負担

事　例（4）　＊現役並み所得者（3割負担）の場合　【介護保険単独】

1 4 2 1 1 1 3 0 7 4 1 2 2 8

1 4 5 0 0 5 1 8 0 1 1 8 0

①サービス種類コード／②名称 1 4
③サービス実日数 4
④計画単位数 1 4 0 8
⑤限度額管理対象単位数 1 4 0 8
⑥限度額管理対象外単位数

⑦給付単位数（④⑤のうち少な
い数）＋⑥ 1 4 0 8 7 0

⑧公費分単位数

⑨単位数単価 1 0 0 0
⑩保険請求額 9 8 5 6 9 8 5 6
⑪利用者負担額 4 2 2 4 4 2 2 4
⑫公費請求額

⑬公費分本人負担

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費
分

回数
公費対象単位数 摘要

訪問リハビリ１

訪問リハ短期集中リハ加算 20230501

訪問リハマネジメント加算A1

請
求
額
集
計
欄

訪問リハ

日 日 日 日

給付率（/100）

保険

公費

円／単位 円／単位 円／単位 円／単位 合　　　計

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費
分

回数
公費対象単位数 摘要

訪問リハビリ１

訪問リハマネジメント加算A1

請
求
額
集
計
欄

訪問リハ

日 日 日 日

給付率（/100）

保険

公費

円／単位 円／単位 円／単位 円／単位 合　　　計

生活保護単独のため、保険の給
付率の記載は不要。
「生活保護」の給付率「100（％）」
のみを記載。

平成３０年８月サービス提供分から、一定の
所得がある被保険者については、給付率が
７０％になりました。
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事　例（5）　＊サービス提供体制強化加算(Ⅰ)を算定の場合　【介護保険単独】

1 4 2 1 1 1 3 0 7 4 1 2 2 8

1 4 6 1 0 2 6 4 2 4

①サービス種類コード／②名称 1 4
③サービス実日数 4
④計画単位数 1 2 2 8
⑤限度額管理対象単位数 1 2 2 8
⑥限度額管理対象外単位数 2 4
⑦給付単位数（④⑤のうち少な
い数）＋⑥ 1 2 5 2 9 0

⑧公費分単位数

⑨単位数単価 1 0 0 0
⑩保険請求額 1 1 2 6 8 1 1 2 6 8
⑪利用者負担額 1 2 5 2 1 2 5 2
⑫公費請求額

⑬公費分本人負担

事　例（6）　＊同一建物居住者２０人以上にサービスを行う場合　10％減算の場合　【介護保険単独】

1 4 2 1 1 1 3 0 7 4 1 2 2 8

1 4 4 1 1 1 1 - 1 2 3

①サービス種類コード／②名称 1 4
③サービス実日数 4
④計画単位数 1 2 2 8
⑤限度額管理対象単位数 1 2 2 8
⑥限度額管理対象外単位数 - 1 2 3
⑦給付単位数（④⑤のうち少な
い数）＋⑥ 1 1 0 5 9 0

⑧公費分単位数

⑨単位数単価 1 0 0 0
⑩保険請求額 9 9 4 5 9 9 4 5
⑪利用者負担額 1 1 0 5 1 1 0 5
⑫公費請求額

⑬公費分本人負担

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費
分

回数
公費対象単位数 摘要

訪問リハビリ１

訪問リハサービス提供体制加算Ⅰ

請
求
額
集
計
欄

訪問リハ

日 日 日 日

給付率（/100）

保険

公費

円／単位 円／単位 円／単位 円／単位 合　　　計

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費
分

回数
公費対象単位数 摘要

訪問リハビリ１

訪問リハ同一建物減算1

請
求
額
集
計
欄

訪問リハ

日 日 日 日

給付率（/100）

保険

公費

円／単位 円／単位 円／単位 円／単位 合　　　計

「指定訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理
学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、勤続年数
が７年以上の者がいる」として、都道府県知事に届け出た
事業所が算定できます。

所定単位数に－10％を乗じて算定した単位数を記載する。
平成３０年４月の改正で、減算は限度額管理対象外単位数と
なりました。
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要支援認定者の場合［様式２の２］

事　例（7）　【介護保険単独】

6 4 2 1 1 1 3 0 7 4 1 2 2 8

Ⅱ．地域単価について

【介護報酬  訪問リハ　１単位単価】

※１　（　）内の数字は令和３年３月提供分までの級地を示す

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費
分

回数
公費対象単位数 摘要

予防訪問リハ１

地　　　域　　　区　　　分 地域単価

１級地 東京都23区 11.10
２級地 町田市・狛江市・多摩市 10.88

３級地
八王子市・武蔵野市・三鷹市・青梅市・府中市・調布市・小金井市
小平市・日野市・東村山市（４）・国分寺市・国立市・清瀬市（４）
東久留米市（５）・稲城市・西東京市

10.83

７級地 なし 10.17

その他
大島町・利島村・新島村・神津島村・三宅村・御蔵島村・八丈町
青ヶ島村・小笠原村 10.00

４級地 立川市・昭島市・東大和市 10.66
５級地 福生市（６）・あきる野市・日の出町 10.55
６級地 武蔵村山市・羽村市・瑞穂町（７）・奥多摩町・檜原村（７） 10.33

介護予防
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Ⅲ．受給者別審査決定情報等の取得について 

 

伝送請求の事業所様には、下記の 3帳票が配信されています。 

・「受給者別審査決定情報」 

・「サービス事業所向け給付管理票登録情報」 

・「支援事業所向け給付管理票登録情報」 

  特に「受給者別審査決定情報」は、利用者ごとに決定状況が表示されており請求状況の管理がしやすい

帳票です。 

是非、伝送請求に切り替えていただき、この情報を取得されることをお勧めします。 

 

～受給者別情報を取得するにあたっては、３つの工程が必要です。～ 

１．伝送ソフトの受信により国保連合会から情報を取得する。 

（１）．東京都国保連では、月初（毎月５日頃）に受給者別情報等を配信しています。 

（２）．配信する受給者別情報は、以下の７種類となります。 

    ①受給者別審査決定情報 HGSL70 

    ②サービス事業所向け給付管理票登録情報（サービス事業所対象） HGSL71 

    ③支援事業所向け給付管理票登録情報（支援事業所対象） HGSL72 

    ④原案作成委託料控除内容明細書 HGSL24 

    ⑤原案作成委託料支払内容通知書兼明細書 HGSL25 

    ⑥介護予防ケアマネジメント費支払内容通知書兼明細書 HGSL26 

    ⑦介護予防ケアマネジメント費等返戻一覧表 HGSL27 

（３）．伝送ソフトを起動させ、データを受信してください。 

     ＊中央会伝送ソフトでは、【連絡文書】に配信されます。 

（４）．受信したすべての添付ファイル（受給者別情報）をデスクトップ上（又は任意の場所）に 

保存ください。 

 

２．国保連のホームページから介護情報印刷システムをダウンロードする。  

（１）．東京都国保連合会のホームページから『介護事業所等の皆様』に進みます。 

（２）．「2-11 介護情報印刷システムについて」をクリックします。 

（３）．介護情報印刷システムを手順に従いダウンロードします。 

 

３．取得した情報を印刷する。 

（１）．デスクトップ上の「介護情報印刷システム Ver．1」をダブルクリックします。 

（２）．介護情報印刷システムが起動され、『介護印刷情報の指定』画面が表示されます。 

     国保連合会から送られてきた情報(「１の情報の取得」で保存したファイル)を選択し、『開く』

ボタンをクリックしてください。 

（３）．「（２）」で選択した介護印刷情報ファイルが「印刷プレビュー対象一覧」に表示されます。 

印刷(又はプレビュー)したいファイルをクリックすると、データが表示されるので「印刷プレビ

ュー」をクリックしてください。 

（４）．プレビュー画面が表示されたら、 印刷プレビュー上部の「プリンタのアイコン」をクリックし

てください。 
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☆受給者別審査決定情報 ≪事例≫ 

 

サービス
提供年月

証記載
保険者

被保険者
番号

被保険者氏名
サービス
種　　類

請求
単位数

決定
単位数

決定
金額

介護
給付費

合計 区分

① 202303 13XXXX 1111111111 ﾁﾖﾀﾞ ｲﾁﾛｳ 17 1,530 1,530 15,300 13,770 13,770 保留復活

② 202303 13XXXX 2222222222 ﾁｭｳｵｳ ｼﾞﾛｳ 11 0 -3,639 -40,210 -36,189 -36,189 過誤取消

③ 202303 13XXXX 2222222222 ﾁｭｳｵｳ ｼﾞﾛｳ 11 3,435 3,435 37,956 34,160 34,160

④ 202304 13XXXX 3333333333 ﾐﾅﾄ ﾐﾂｺ 17 0 975 9,750 8,775 8,775 給付管理票修正

⑤ 202304 13XXXX 4444444444 ｼﾝｼﾞｭｸ ｼﾛｳ 17 1,650 1,650 16,500 14,850 14,850

⑥ 202305 09XXXX 0000000001 11 21,837 21,837 241,298 217,168 217,168

⑦ 202305 13XXXX 3333333333 ﾐﾅﾄ ﾐﾂｺ 11 6,889 6,889 76,123 68,510 68,510

⑧ 202305 13XXXX 3333333333 ﾐﾅﾄ ﾐﾂｺ 17 900 450 4,500 4,050 4,050

⑨ 202305 13XXXX 4444444444 ｼﾝｼﾞｭｸ ｼﾛｳ 61 4,010 0 44,310 39,879 39,789 保留

⑩ 202305 13XXXX 5555555555 ﾌﾞﾝｷｮｳ ｻﾂｷ 17 125 0 1,250 1,125 1,125 返戻

⑪ 202305 13XXXX 6666666666 ﾀｲﾄｳ ﾑﾂﾐ 11 822 0 0 0 0

⑫ 202305 13XXXX 7777777777 ｽﾐﾀﾞ ｼﾁﾛｳ 67 750 750 7,500 6,750 6,750

令和５年６月審査分

 

① 以前提出した３月サービス分が、給付管理票が提出されていない為、保留となっていたが、６月審査におい

て、給付管理票の提出があり保留復活。  

② 以前確定したﾁｭｳｵｳ ｼﾞﾛｳさん３月サービス分 3,639 単位を過誤｡（-3,639 単位） 

③ ②で過誤した明細書の正しい請求、ﾁｭｳｵｳ ｼﾞﾛｳさん３月サービス分 3,435 単位を同月に再請求して確定｡ 

④ 給付管理票の修正により不足していた 975 単位が追加で確定｡ 

⑤ 月遅れ請求分（４月サービス分）が確定｡ 

⑥ 他県保険者のため、氏名がブランク 

⑦ ﾐﾅﾄ ﾐﾂｺさん訪問介護 6,889 単位が確定。 

⑧ ﾐﾅﾄ ﾐﾂｺさん福祉用具貸与 900 単位が 450 単位で確定｡増減単位数通知書が－450 単位で出力される。 

  ⇒ケアマネさんに給付管理票の修正を依頼。 

（450→900 単位に修正依頼,修正月に④同様、給付管理票修正） 

⑨ 給付管理票の提出がないため保留。 

⇒ケアマネさんに給付管理票の提出を依頼｡（修正月に①同様、保留復活） 

⑩ ﾌﾞﾝｷｮｳ ｻﾂｷさん５月サービス分は、返戻。 ⇒内容を確認して必要により再請求｡ 

⑪ 給付管理票の提出はあったが、給付管理票に貴事業所の記載がないため 0 単位で確定｡ 

増減単位数通知書が－822 単位で出力される。 

   ⇒ケアマネさんに給付管理票の修正を依頼｡（修正月に④同様、給付管理票修正） 

⑫ 介護予防福祉用具貸与 750 単位で確定｡ 

 

ご利用者様のサービス提供月、サービス種類ごとに決定された実績情報を一覧で確認できます。 
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５ 生活保護法及び中国残留邦人等支援法の

指定申請手続きの流れ 
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介護事業者が、生活保護の受給者及び中国残留邦人等支援法※支援給付の受給者に介護サー

ビスを提供する場合は、指定介護機関の指定を受ける必要があります。 
※中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律 

 

平成２６年７月１日以降に介護保険の指定・許可を受けた事業所・施設は、同時に生活保

護の指定介護機関の指定を受けたものとみなしますので、新規指定申請は不要です。 

 

平成２６年７月１日より前に介護保険の指定・許可を受けた事業所・施設は、生活保護の

指定介護機関の指定を受けるためには、東京都に指定申請をする必要があります。(既に指定

を受けている場合は、お手続きの必要はありません。) 

※医療機関（病院、診療所、薬局及び訪問看護ステーション）が生活保護法の指定医療機関の指定

申請を行う場合は、別途申請書により手続きが必要です。また、「みなし指定」の適用はありませ

ん。提出先も指定介護機関と異なります。ご注意ください。 

１ 申請等書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護法及び中国残留邦人等支援法の指定申請等の手続き 

生活保護の指定の有無の確認方法（八王子市内の事業所は、八王子市にお問い合わせください。） 

東京都福祉局ホームページの「指定介護機関(生活保護法・中国残留邦人等支援法)」の 

「4 都内の指定介護機関一覧」で確認できます。 
 
東京都福祉局トップページ＞分野別のご案内＞生活の福祉＞生活保護＞ 
指定介護機関（生活保護法・中国残留邦人等支援法） 

 

○ 申請等に必要な様式は、東京都福祉局ホームページからダウンロードできます。(上記

参照) 

○ 下記（１）の指定申請書類又は（２）の変更等届書に必要事項を記入し、郵送、来庁

又は電子申請により、次のところに提出してください。 

【提出先】 
〒１６３－８００１ 
東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 都庁第一本庁舎３１階北側 
東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当 
電話０３－５３２０－４０５９（直通） 
※電子申請による場合は、ダウンロードした申請書類又は届書に必要事項を入力の上、ファイル

を添付してください。 

 

（１）指定申請 

○ 申請書類は、「指定申請書」（様式第１号）により提出してください。 

○ 添付書類が必要なサービスがありますので、後記２（４）「サービス別の留意点｣をご

覧ください。 

（２）変更等届 

○ 変更、廃止、休止、再開届出については「変更廃止休止再開届書」（様式第２号）、

処分届については「処分届書」（様式第３号）、辞退届については「辞退届書」（様式

第４号）により提出してください。なお、添付書類は不要です。 

 

 

 

 

東京都 指定介護機関 検索 
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２ 指定申請手続きと指定年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）指定申請の締切日 

○ 指定申請の締切日は、毎月１５日です。１５日が土曜日､日曜日､祝祭日の場合は直前

の開庁日が締切日です。 

また、申請書の受付は締切日に必着とし、消印の効力はありません。 

（２）指定年月日 

○ 指定年月日は、指定申請の締切日の属する月の初日になります。 

（３）指定通知の送付 

○ 毎月１５日までに受付をした申請に対して、指定通知を月末に事業所宛てに送付しま

す。 

○ 指定介護機関に指定されたら、介護報酬の請求方法等について、前記ホームページに

掲載の「指定介護機関のしおり」をご覧ください。 

なお、既にサービス提供を行っている場合等で介護券を要する場合、指定の手続きが

完了した旨を福祉事務所へご連絡ください。 

（４）サービス別の留意点 

○ 保険医療機関及び保険薬局の行う居宅療養管理指導等 

・ 平成２６年７月１日より前に開設した医療機関及び薬局は、生活保護の指定介護機関の指

定を受けるためには、生活保護法の指定医療機関とは別に指定申請が必要です。 

○ 短期入所生活介護、短期入所療養介護 

・ 運営規程と料金表を申請書に添付してください。 

・ 生活保護等の受給者(以下｢被保護者｣という。）に対しては、食費、滞在費は所得段階の

第１段階を適用した負担限度額を請求します。 

・ 被保護者で介護保険の被保険者の場合、生活保護開始月の初日から第１段階が適用されま

すが、介護保険負担限度額認定証の提示は必要です。 

・ ４０歳以上６５歳未満で介護保険の被保険者でない方の場合は、特定入所者介護サービス

費に相当する費用は、福祉事務所に請求します。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他 

○ 収受印のある申請等書類の控えが必要な場合は、当該申請等書類の写しと返信用封筒

（宛名を記入し、切手を貼付のこと。）を同封してください。 
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生活保護法及び中国残留邦人等支援法の指定申請に関するＦＡＱ 

 

Ｑ 平成２６年７月１日以降に介護保険の指定を受けた事業所は、指定申請をしなくても

生活保護受給者にサービス提供できるのですか。 

Ａ 「指定を不要とする旨申出書」を提出していなければ、介護保険の指定を受けたとき

に生活保護の指定介護機関として「みなし指定」されるので、指定申請はしなくても、

生活保護受給者にサービス提供ができます。 

Ｑ 指定介護機関の指定を受けずに生活保護を受給している方にサービス提供をしてしま

い、東京都国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）に請求した請求書が返

戻されました。これからどのような手続きをすれば良いですか。 

Ａ 指定介護機関の指定がない事業所が連合会へ公費請求をすると、その請求は返戻され

ます。 

この場合、速やかに生活保護法等の指定申請を行っていただく必要があります。ただ

し、原則として指定介護機関は、指定年月日をさかのぼって指定することはできません。

返戻になった請求書の請求方法とあわせて、担当までご相談ください。 
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指定介護機関介護担当規程 

 

（平成１２年３月３１日 厚生省告示第１９１号） 

 

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条第１項

の規定により、指定介護機関介護担当規程を次のように定め、平成１２年４月１日から適用する。 

 

（指定介護機関の義務） 

第１条 指定介護機関は、生活保護法に定めるところによるほか、この規程の定めるところにより、介

護を必要とする被保護者（以下「要介護者」という。）の介護を担当しなければならない。 

（提供義務） 

第２条 指定介護機関は、保護の実施機関から要介護者の介護の委託を受けたときは、当該要介護者に

対する介護サービスの提供を正当な事由がなく拒んではならない。 

（介護券） 

第３条 指定介護機関は、要介護者に対し介護サービスを提供するに当たっては、当該要介護者につい

て発給された介護券が有効であることを確かめなければならない。 

（援助） 

第４条 指定介護機関は、要介護者に対し自ら適切な介護サービスを提供することが困難であると認め

たときは、速やかに、要介護者が所定の手続きをすることができるよう当該要介護者に対し必

要な援助を与えなければならない。 

（証明書等の交付） 

第５条 指定介護機関は、その介護サービスの提供中の要介護者及び保護の実施機関から生活保護法

（昭和２５年法律第１４４号）による保護につき、必要な証明書又は意見書等の交付を求めら

れたときは、無償でこれを交付しなければならない。 

（介護記録） 

第６条 指定介護機関は、要介護者に関する介護記録に、介護保険の例によって介護サービスの提供に

関し必要な事項を記載し、これを他の介護記録と区別して整備しなければならない。 

（帳簿） 

第７条 指定介護機関は、介護サービスの提供及び介護の報酬の請求に関する帳簿及び書類を完結の日

から５年間保存しなければならない。 

（通知） 

第８条 指定介護機関は、要介護者について次のいずれかに該当する事実のあることを知った場合には、

速やかに、意見を付して介護券を発給した保護の実施機関に通知しなければならない。 

   一 要介護者が正当な理由なくして、介護サービスの提供に関する指導に従わないとき。 

   二 要介護者が詐欺その他不正な手段により介護サービスの提供を受け、又は受けようとしたと

き。 
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【指定申請と届出事項】 

届出の種類 届 出 等 を 要 す る 事 由 提出書類 

指定申請 
介護保険施設（介護老人福祉施設を除く）、サービス事業者、居宅介護支援事業

者、保険医療機関、保険薬局が新たに生活保護法の指定を受ける場合 
｢指定申請書｣（様式第１号） 

変 更 

介護保険事業所番号の変更を伴わない次の変更があった場合 

○指定介護機関の名称変更、所在地・住居表示の変更 

○法人の名称、主たる事務所の所在地・住居表示、法人代表者職氏名の変更 

 ○管理者の氏名、住所、生年月日の変更 

｢変更 廃止 休止 再開 届書｣  

（様式第２号） 

休 止 

○ 天災その他の原因により、指定介護機関の建物若しくは設備の一部分が損壊

し正常に介護サービス等を担当することができなくなったが、当該指定介護

機関等の開設者がこれを復旧する意思及び能力を有する場合 

○ 指定介護機関に勤務する訪問介護員、介護支援専門員等の従業員が死亡し、

又は辞職等をしたため、正常に介護サービス等を担当することができなくな

ったが、当該指定介護機関の開設者がこれを補充する意思及び能力を有する

場合 

○ 指定介護機関の開設者が自己の意思により当該指定介護機関での当該業務

を休止した場合 

再 開 休止した指定介護機関を再開する場合 

廃 止 

介護保険の廃止届出をした場合 

○事業自体が廃止となる場合 

・天災、火災その他の原因により、指定介護機関等の建物又は設備の相当部

分が滅失又は損壊した場合 

・指定介護機関の開設者が死亡し、あるいは失踪の宣告を受けた場合 

・指定介護機関の開設者が、当該指定介護機関の業務を廃止した場合 

○事業廃止を伴わないが、医療機関番号・介護保険事業所番号が変わる場合 

・指定介護機関の個人・法人開設者が、当該介護機関を他に譲渡、又はその

他の原因により別の個人・法人開設者となった場合 

・指定介護機関の所在地の移転で、事業所番号が新たに付番された場合 

・開設者が個人から法人、法人から個人、又は別法人になった場合 

・指定介護機関の病院を診療所、診療所を病院に変更した場合 

処 分 他法による処分を受けた場合 ｢処分届書｣（様式第３号） 

辞 退 
介護保険の指定は継続し、生活保護法の指定を辞退する場合 

（届出は辞退の３０日前に行うこと。） 
｢辞退届書｣（様式第４号） 

※ 介護保険事業所番号、医療機関コード、薬局コードが変更となった場合は、廃止手続きのみが必要です。（新しい番号の新

規指定は、介護保険の指定により生活保護法の指定を受けたものとみなされるため、手続き不要です。） 

※ 法人種別のみの変更で、介護保険事業所番号、医療機関コード、薬局コードが変わらない場合は、変更届となります。（有限会

社を株式会社に変更する場合等） 

- 191 -



【施設・事業所】 ※　実施する事業の種類により管理者が異なる場合は、申請書を複数作成してください。

〒

年 月 日

★印のサービスを申請する場合は、契約内容等の確認が必要なので、事前にご連絡くさだい。

◆印のサービスを申請する場合は、利用料金の確認をしますので、運営規程を必ず添付してください。

【指定日遡及申請記入欄】

指定日の遡及を

「要します」に該当する場合のみ、下記①から③に記入してください。

①　指定介護機関の指定について 年 月 日 指定の遡及を希望します。

③　指定日をさかのぼる必要がある理由

年 月 日 から介護サービス提供（事業実施）を開始しているため。

その他（ ）

【指定欠格事由非該当誓約欄】

（○を付けてください。）

年 月 日

【申請者（開設者）】
法人の主たる事務所の所在地（個人の場合は自宅住所）

〒

法人の名称（個人の場合は個人氏名）

代表者職氏名

℡ （ － － ） ／ 担当者氏名（ ）

【申請書の提出先】〒163-8001　東京都新宿区西新宿2-8-1 東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当　宛

連絡先電話番号

年 月 日

※　指定申請の締め切り日は、毎月１５日（保護課介護担当必着）です。１５日が閉庁日の場合、直前の開庁日が締め切り日となります。

生活保護を受けている利用者に対して、

東 京 都 知 事 殿

要します。 要しません（締切日の属する月の１日付の指定で申請します。）。 （いずれかに○を付けてください。）

介護医療院 介護予防ケアマネジメント

②　指定日をさかのぼる必要がある事業の種類（サービス種類）：

生活保護法第49の２第２項第２号から第９号まで（指定欠格事由）に該当しない旨を誓約しま
す。

施
設

介護老人保健施設 居宅介護支援 通所型サービス

特定福祉用具販売 特定介護予防福祉用具販売
介
護

予
防
・

日
常
生
活
支
援

訪問型サービス

介護療養型医療施設 介護予防支援 その他の生活支援サービス

居
宅
介
護

介護予防短期入所療養介護　◆ 介護予防認知症対応型共同生活介護　★

短期入所生活介護　◆ 介護予防短期入所生活介護　◆ 認知症対応型共同生活介護　★

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与 看護小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護　★ 介護予防特定施設入居者生活介護　★ 地域密着型特定施設入居者生活介護　★

訪問介護

介
護
予
防

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護

訪問看護

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 介護予防認知症対応型通所介護

介護予防訪問看護 地域密着型通所介護

訪問リハビリテーション

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション 介護予防小規模多機能型居宅介護

通所介護 小規模多機能型居宅介護

介護予防訪問リハビリテーション 認知症対応型通所介護

短期入所療養介護　◆

生 活 保 護 法 ・ 中 国 残 留 邦 人 等 支 援 法

事業所の所在地

事 業 所 の 名 称

指 定 介 護 機 関 指 定 申 請 書

　当介護機関は介護保険法の指定又は許可を受けており、生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、次のとおり指定を申請します。

介護保険事業所番号 1 3

管
理
者

氏名 自宅住所 生　年　月　日

【施設又は実施する事業の種類】　申請するサービスの左枠内に○を印してください。

開
設
者

法人名称及び代表者職氏名
（個人の場合は個人氏名）

主たる事務所の所在地
（個人の場合は自宅住所）

生　年　月　日
（個人の場合のみ）

様式第１号

- 192 -



【施設・事業所】

〒

昭
和 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○ ○

★印のサービスを申請する場合は、契約内容等の確認が必要なので、事前にご連絡くさだい。

◆印のサービスを申請する場合は、利用料金の確認をしますので、運営規程を必ず添付してください。

【指定日遡及申請記入欄】

指定日の遡及を

「要します」に該当する場合のみ、下記①から③に記入してください。

①　指定介護機関の指定について 年 月 日 指定の遡及を希望します。

③　指定日をさかのぼる必要がある理由

年 月 日 から介護サービス提供（事業実施）を開始しているため。

その他（ ）

【指定欠格事由非該当誓約欄】

（○を付けてください。）

○ 年 ○ 月 ○ 日

【申請者（開設者）】
法人の主たる事務所の所在地（個人の場合は自宅住所）

〒

法人の名称（個人の場合は個人氏名）

代表者職氏名

℡ （ － － ） ／ 担当者氏名（ ）

生 活 保 護 法 ・ 中 国 残 留 邦 人 等 支 援 法

指 定 介 護 機 関 指 定 申 請 書

　当介護機関は介護保険法の指定又は許可を受けており、生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、次のとおり指定を申請します。

介護保険事業所番号 1 3 1 2 3 4 5 6 7 8

事 業 所 の 名 称 とうきょうケアセンター

事業所の所在地
１１１－０００１

東京都新宿区北新宿１－１－１

管
理
者

氏名 自宅住所 生　年　月　日

○○　○太郎 東京都○○区○○１－２－３

開
設
者

法人名称及び代表者職氏名
（個人の場合は個人氏名）

主たる事務所の所在地
（個人の場合は自宅住所）

生　年　月　日
（個人の場合のみ）

株式会社○○サービス
東京都新宿区南新宿区２－２－２ 年 月 日

　代表取締役　東京　太郎

【施設又は実施する事業の種類】　申請するサービスの左枠内に○を印してください。

居
宅
介
護

訪問介護

介
護
予
防

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護

訪問看護 介護予防訪問看護 地域密着型通所介護

訪問リハビリテーション 介護予防訪問リハビリテーション 認知症対応型通所介護

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 介護予防認知症対応型通所介護

通所介護 小規模多機能型居宅介護

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション 介護予防小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護　◆ 介護予防短期入所生活介護　◆ 認知症対応型共同生活介護　★

短期入所療養介護　◆ 介護予防短期入所療養介護　◆ 介護予防認知症対応型共同生活介護　★

特定施設入居者生活介護　★ 介護予防特定施設入居者生活介護　★ 地域密着型特定施設入居者生活介護　★
福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与 看護小規模多機能型居宅介護

特定福祉用具販売 特定介護予防福祉用具販売
介
護

予
防
・

日
常
生
活
支
援

訪問型サービス

施
設

介護老人保健施設 居宅介護支援 通所型サービス

介護療養型医療施設 介護予防支援 その他の生活支援サービス

介護医療院 介護予防ケアマネジメント

要します。 要しません（締切日の属する月の１日付の指定で申請します。）。 （いずれかに○を付けてください。）

②　指定日をさかのぼる必要がある事業の種類（サービス種類）：

生活保護を受けている利用者に対して、

生活保護法第49の２第２項第２号から第９号まで（指定欠格事由）に該当しない旨を誓約しま
す。

※　指定申請の締め切り日は、毎月１５日（保護課介護担当必着）です。１５日が閉庁日の場合、直前の開庁日が締め切り日となります。

令和

東 京 都 知 事 殿

【申請書の提出先】〒163-8001　東京都新宿区西新宿2-8-1 東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当　宛

222-0002
東京都新宿区南新宿区２－２－２

株式会社○○サービス

代表取締役　東京　太郎
連絡先電話番号 03 2121 1515 東京　花子

※ 実施する事業の種類により

管理者が異なる場合は、申請書

を複数作成してください。

様式第１号

記 入 例

・介護保険の指定通知書に記載されている事業所の正式名称、

所在地を正確に記載してください。

・医療機関(薬局を含む)の場合は、健康保険法の指定通知書に

記載されている正式な医療機関名、所在地を記載してください。

・介護予防サービスが介護保険で指定されて
いれば、合わせて申請をしてください。
・指定申請できるサービスは、介護保険の指定
を受けたサービスのみです。

開設者が法人の場合
は記載不要です。開設者欄と下記の申請書（開設者）欄（各点線○

枠）は同じ内容を記載してください。

＜保険医療機関・保険薬局の記入について＞
介護保険事業所番号は
医科は １３１に医療機関コードをつなげた番号
歯科は １３３に医療機関コードをつなげた番号
薬局は １３４に薬局コードをつなげた番号

申請書の記入に関する都からの問い合
わせに対応する方を記入してください。

遡りの指定は原則できません。

書類を提出する日を
記入してください。

居宅介護支援事業者が委託を受けて行う介護

予防支援については、指定は不要です。

・別紙「指定欠格事由」にて非該当を確認の上、
「○」を記入してください。
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別 紙 

 

指定欠格事由 

 

 

下記の生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の２第２項第２号から第９号までの指定欠格事由に該当する者は、指定介

護機関指定申請することはできません。 

 

記 

 

１ 第２号関係 

  開設者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者である。 

 

２ 第３号関係 

  開設者が、生活保護法その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定（※）により罰金の刑に処

せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者である。 

  ※その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定 

  １ 児童福祉法（昭和22年法律第164号） 

  ２ あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和22年法律第217号） 

  ３ 栄養士法（昭和22年法律第245号） 

  ４ 医師法（昭和23年法律第201号） 

  ５ 歯科医師法（昭和23年法律第202号） 

  ６ 保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号） 

  ７ 歯科衛生士法（昭和23年法律第204号） 

  ８ 医療法（昭和23年法律第205号） 

  ９ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号） 

10 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号） 

11 社会福祉法（昭和26年法律第45号） 

12 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号） 

13 薬剤師法（昭和35年法律第146号） 

14 老人福祉法（昭和38年法律第133号） 

15 理学療法士及び作業療法士法（昭和40年法律第137号） 

16 柔道整復師法（昭和45年法律第19号） 

17 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号） 

18 義肢装具士法（昭和62年法律第61号） 

19 介護保険法（平成９年法律第123号） 

20 精神保健福祉士法（平成９年法律第131号） 

21 言語聴覚士法（平成９年法律第132号） 

22 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号） 

23 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律第124号） 

24 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号） 

25 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律第79号） 

26 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号） 

27 再生医療等の安全性の確保等に関する法律（平成25年法律第85号） 

28 国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号。第12条の５第15項及び第17項から第19項までの規定に限る。） 

29 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号） 

30 公認心理師法（平成27年法律第68号） 

31 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成28年法律第110号） 

32 臨床研究法（平成29年法律第16号） 

 

- 194 -



３ 第４号関係 

開設者が、生活保護法の規定により指定介護機関の指定を取り消され、都道府県知事が生活保護法その他の規定による報告等

の権限を適切に行使し、当該指定の取消しの処分の理由となった事実その他の当該事実に関して開設者が有していた責任の程度

を確認した結果、当該開設者が当該指定の取消しの理由となつた事実について組織的に関与していると認められない場合を除き、

その取消しの日から起算して５年を経過しない者である（当該取消しの処分に係る行政手続法（平成５年法律第88号）第15条

の規定による通知があつた日前 60 日以内に当該指定を取り消された介護機関の管理者であつた者で当該取消しの日から起算し

て５年を経過しないものを含む。）。 

 

４ 第５号関係 

開設者が、生活保護法の規定による指定介護機関の指定の取消しの処分に係る行政手続法第 15 条の規定による通知があつた

日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に生活保護法の規定による指定の辞退の申出をした者（当

該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものである。 

 

５ 第６号関係 

開設者が、生活保護法の規定による介護扶助に関する検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき生活保

護法の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として都道府県知事が当該開設

者に当該検査が行われた日から10日以内に、検査日から起算して60日以内の特定の日を通知した場合における当該特定の日を

いう。）までの間に生活保護法の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）

で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものである。 

 

６ 第７号関係 

  第５号に規定する期間内に生活保護法の規定による指定の辞退の申出があつた場合において、開設者（当該指定の辞退につい

て相当の理由がある者を除く。）が、同号の通知の日前 60日以内に当該申出に係る介護機関の管理者であつた者で、当該申出の

日から起算して５年を経過しないものである。 

 

７ 第８号関係 

開設者が、指定の申請前５年以内に被保護者の介護に関し不正又は著しく不当な行為をした者である。 

 

８ 第９号関係 

当該申請に係る介護機関の管理者が第２号から前号までのいずれかに該当する者である。 
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※

※該当事項を○で囲んでください。

〒

【事業の種類】 管理者の変更・廃止・休止・再開の場合は該当するサービスの種類に○を印してください。

年 月 日 ※　本届出には添付書類は不要です。

【届出者（開設者）】
法人の主たる事務所の所在地（個人の場合は自宅住所）

〒

法人の名称（個人の場合は個人氏名）

代表者職氏名

℡ （ － － ） ／ 担当者氏名（ ）

【届出書の提出先】〒163-8001　東京都新宿区西新宿2-8-1 東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当　宛

連絡先電話番号

理由

東 京 都 知 事 殿

再

開

事

項

再開年月日 年 月 日

日休止年月日 年 月

休
止

･
廃
止

事
項

休止・廃止年月日 年 月 日

理由

変

更

事

項

開設者に
関する事項

旧

介護医療院 介護予防ケアマネジメント

法人名称・主たる事務所の
所在地・代表者職氏名 新

事業所に
関する事項

旧

変更年月日 年 月 日

名称・所在地・管理者の
氏名・生年月日・住所 新

施
設

居
宅
介
護

訪問介護

介護老人保健施設 介護予防支援 通所型サービス

介護療養型医療施設 その他の生活支援サービス

通所介護 小規模多機能型居宅介護
介
護
予
防

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

訪問看護

短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護

特定施設入居者生活介護 介護予防特定施設入居者生活介護 地域密着型特定施設入居者生活介護

短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護 介護予防認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設 居宅介護支援
介
護

予

防
・

日
常

生
活

支
援

訪問型サービス

特定福祉用具販売 特定介護予防福祉用具販売 看護小規模多機能型居宅介護

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

事業所の名称

事業所の所在地

介護予防訪問看護 地域密着型通所介護

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 介護予防認知症対応型通所介護

訪問リハビリテーション 介護予防訪問リハビリテーション 認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護

認知症対応型共同生活介護

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション 介護予防小規模多機能型居宅介護

生 活 保 護 法 指 定 介 護 機 関 廃　　　止 届 書
変　　　更

介護保険事業所番号 1 3

再　　　開
中国残留邦人等支援法指定介護機関 休　　　止

　当介護機関は介護保険法の指定又は許可を受けており、生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、次のとおり届け出ます。

様式第２号

- 196 -



※

※該当事項を○で囲んでください。

〒

【事業の種類】 管理者の変更・廃止・休止・再開の場合は該当するサービスの種類に○を印してください。
○

○

○ 年 4 月 3 日 ※　本届出には添付書類は不要です。
【届出者（開設者）】

法人の主たる事務所の所在地（個人の場合は自宅住所）
〒

法人の名称（個人の場合は個人氏名）

代表者職氏名

℡ （ － - ） ／ 担当者氏名（ ）

変　　　更
生 活 保 護 法 指 定 介 護 機 関 廃　　　止 届 書
中国残留邦人等支援法指定介護機関 休　　　止

再　　　開

　当介護機関は介護保険法の指定又は許可を受けており、生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、次のとおり届け出ます。

介護保険事業所番号 1 3 7 1 0 0 0 0 0 9

事業所の名称 　とうきょうホームヘルプ支援センター

事業所の所在地
１１１－００１１

東京都新宿区北新宿１－１－１

居
宅
介
護

訪問介護

介
護
予
防

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 介護予防認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション 介護予防小規模多機能型居宅介護

短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護 介護予防認知症対応型共同生活介護

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

訪問看護 介護予防訪問看護 地域密着型通所介護

訪問リハビリテーション 介護予防訪問リハビリテーション 認知症対応型通所介護

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護

通所介護 小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護 認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護 介護予防特定施設入居者生活介護 地域密着型特定施設入居者生活介護

特定福祉用具販売 特定介護予防福祉用具販売 看護小規模多機能型居宅介護

施
設

介護老人福祉施設 居宅介護支援
介
護

予

防
・

日
常

生
活

支
援

訪問型サービス

介護老人保健施設

介護療養型医療施設 その他の生活支援サービス

介護予防支援 通所型サービス

介護医療院 介護予防ケアマネジメント

変

更

事

項

開設者に
関する事項

旧

事業所に
関する事項

旧
　とうきょう介護センター
　東京都新宿区西新宿１－２－３

法人名称・主たる事務所の
所在地・代表者職氏名 新

名称・所在地・管理者の
氏名・生年月日・住所 新

　とうきょうホームヘルプ支援センター
　東京都新宿区北新宿１－１－１

変更年月日 令和 ○ 年 4 月 1 日

休
止

･
廃
止

事
項

休止・廃止年月日 年 月 日

理由

再

開

事

項

再開年月日 年 月 日

休止年月日 年 月 日

理由

東京都新宿区南新宿２－２－２

株式会社とうきょうサービス

令和

東 京 都 知 事 殿

160-0000

【届出書の提出先】〒163-8001　東京都新宿区西新宿2-8-1 東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当　宛

代表取締役　東京　太郎
連絡先電話番号 03 2121 1515 東京　花子

様式第２号 記入例（変更の場合）

・届出書は事業所番号ごとに作成してください。

介護保険の変更届出と同じ変更日付を記入してください。

変更届出の場合、「変更後」の内
容を記載してください。

・介護予防・日常生活支援総合事業の指定を受けているサービスがあれば

○をしてください。

・事業所番号が異なる場合は、事業所番号ごとに届出書を作成してください。

届出書に関して都からの問合せに対

応する方を記入してください。

開設者欄は届出日現在のも
のを記入してください。

書類を提出する日を記入してください。
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※

※該当事項を○で囲んでください。

〒

【事業の種類】 管理者の変更・廃止・休止・再開の場合は該当するサービスの種類に○を印してください。
○

○

○ 年 4 月 3 日 ※　本届出には添付書類は不要です。
【届出者（開設者）】

法人の主たる事務所の所在地（個人の場合は自宅住所）
〒

法人の名称（個人の場合は個人氏名）

代表者職氏名

℡ （ － - ） ／ 担当者氏名（ ）

変　　　更
生 活 保 護 法 指 定 介 護 機 関 廃　　　止 届 書
中国残留邦人等支援法指定介護機関 休　　　止

再　　　開

　当介護機関は介護保険法の指定又は許可を受けており、生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、次のとおり届け出ます。

介護保険事業所番号 1 3 7 1 0 0 0 0 0 9

事業所の名称 　とうきょうホームヘルプ支援センター

事業所の所在地
１１１－００１１

東京都新宿区北新宿１－１－１

居
宅
介
護

訪問介護

介
護
予
防

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

短期入所療養介護

訪問看護 介護予防訪問看護 地域密着型通所介護
地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

介護予防居宅療養管理指導 介護予防認知症対応型通所介護

介護予防通所リハビリテーション 介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防短期入所療養介護 介護予防認知症対応型共同生活介護

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護

訪問リハビリテーション

通所介護 小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護 認知症対応型共同生活介護

介護予防訪問リハビリテーション 認知症対応型通所介護

特定施設入居者生活介護 介護予防特定施設入居者生活介護 地域密着型特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

特定福祉用具販売 特定介護予防福祉用具販売 看護小規模多機能型居宅介護

施
設

介護老人福祉施設 居宅介護支援
介
護

予

防
・

日
常

生
活

支
援

訪問型サービス

介護療養型医療施設 その他の生活支援サービス

介護老人保健施設 介護予防支援 通所型サービス

介護医療院 介護予防ケアマネジメント

変

更

事

項

開設者に
関する事項

旧

事業所に
関する事項

旧

法人名称・主たる事務所の
所在地・代表者職氏名 新

名称・所在地・管理者の
氏名・生年月日・住所 新

変更年月日 年 月 日

休
止

･
廃
止

事
項

休止・廃止年月日 令和 ○ 年 3 月 31 日

理由 　経営を他法人に引き継ぐため。

再

開

事

項

再開年月日 年 月 日

休止年月日 年 月 日

理由

東京都新宿区南新宿２－２－２

株式会社とうきょうサービス

令和

東 京 都 知 事 殿

160-0000

【届出書の提出先】〒163-8001　東京都新宿区西新宿2-8-1 東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当　宛

代表取締役　東京　太郎
連絡先電話番号 03 2121 1515 東京　花子

様式第２号 記 入 例 （ 廃 止 の 場 合 ）

・届出書は事業所番号ごとに作成してください。

介護保険の廃止届出と同じ廃止日付を記入してください。

書類を提出する日を記入してください。

届出書に関して都からの問合せに対応

する方を記入してください。

・介護予防・日常生活支援総合事業の指定を受けているサービスがあれば

○をしてください。

・事業所番号が異なる場合は、事業所番号ごとに届出書を作成してください。
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※

※該当事項を○で囲んでください。

〒

【事業の種類】 管理者の変更・廃止・休止・再開の場合は該当するサービスの種類に○を印してください。
○

○

○ 年 4 月 3 日 ※　本届出には添付書類は不要です。
【届出者（開設者）】

法人の主たる事務所の所在地（個人の場合は自宅住所）
〒

法人の名称（個人の場合は個人氏名）

代表者職氏名

℡ （ － - ） ／ 担当者氏名（ ）

変　　　更
生 活 保 護 法 指 定 介 護 機 関 廃　　　止 届 書
中国残留邦人等支援法指定介護機関 休　　　止

再　　　開

　当介護機関は介護保険法の指定又は許可を受けており、生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、次のとおり届け出ます。

0 9介護保険事業所番号 1 3

事業所の名称 　とうきょうホームヘルプ支援センター

7 1 0 0 0 0

事業所の所在地
１１１－００１１

東京都新宿区北新宿１－１－１

短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護 介護予防認知症対応型共同生活介護

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護

介
護
予
防

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問看護 介護予防訪問看護 地域密着型通所介護

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 介護予防認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション

通所介護 小規模多機能型居宅介護

訪問リハビリテーション 介護予防訪問リハビリテーション 認知症対応型通所介護

短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護 認知症対応型共同生活介護

居
宅
介
護

訪問介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護 介護予防特定施設入居者生活介護 地域密着型特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

特定福祉用具販売 特定介護予防福祉用具販売 看護小規模多機能型居宅介護

施
設

介護老人福祉施設 居宅介護支援
介
護

予

防
・

日
常

生
活

支
援

訪問型サービス

介護療養型医療施設 その他の生活支援サービス

介護老人保健施設 介護予防支援 通所型サービス

介護医療院 介護予防ケアマネジメント

変

更

事

項

開設者に
関する事項

旧

事業所に
関する事項

旧

法人名称・主たる事務所の
所在地・代表者職氏名 新

名称・所在地・管理者の
氏名・生年月日・住所 新

変更年月日 年 月 日

休
止

･
廃
止

事
項

休止・廃止年月日 令和 ○

理由 　職員の確保が難しくなったため。

年 3 月 31 日

再

開

事

項

再開年月日 年 月 日

休止年月日 年 月 日

理由

東京都新宿区南新宿２－２－２

株式会社とうきょうサービス

令和

東 京 都 知 事 殿

160-0000

03 2121 1515 東京　花子

【届出書の提出先】〒163-8001　東京都新宿区西新宿2-8-1 東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当　宛

代表取締役　東京　太郎
連絡先電話番号

様式第２号

書類を提出する日を記入してください。

届出書に関して都からの問合せに対応

する方を記入してください。

・届出書は事業所番号ごとに作成してください。

記 入 例 （ 休 止 の 場 合 ）

・介護予防・日常生活支援総合事業の指定を受けているサービスがあれば

○をしてください。

・事業所番号が異なる場合は、事業所番号ごとに届出書を作成してください。
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※

※該当事項を○で囲んでください。

〒

【事業の種類】 管理者の変更・廃止・休止・再開の場合は該当するサービスの種類に○を印してください。
○

○

○ 年 5 月 2 日 ※　本届出には添付書類は不要です。
【届出者（開設者）】

法人の主たる事務所の所在地（個人の場合は自宅住所）
〒

法人の名称（個人の場合は個人氏名）

代表者職氏名

℡ （ － - ） ／ 担当者氏名（ ）

変　　　更
生 活 保 護 法 指 定 介 護 機 関 廃　　　止 届 書
中国残留邦人等支援法指定介護機関 休　　　止

再　　　開

　当介護機関は介護保険法の指定又は許可を受けており、生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づき、次のとおり届け出ます。

介護保険事業所番号 9

事業所の名称 　とうきょうホームヘルプ支援センター

1 3 7 1 0 0 0 0 0

事業所の所在地
１１１－００１１

東京都新宿区北新宿１－１－１

訪問看護 介護予防訪問看護 地域密着型通所介護

短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護 介護予防認知症対応型共同生活介護

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 介護予防認知症対応型通所介護

通所介護 小規模多機能型居宅介護

訪問リハビリテーション 介護予防訪問リハビリテーション 認知症対応型通所介護

特定施設入居者生活介護 介護予防特定施設入居者生活介護 地域密着型特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

居
宅
介
護

訪問介護

介
護
予
防

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション 介護予防小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護 認知症対応型共同生活介護

特定福祉用具販売 特定介護予防福祉用具販売 看護小規模多機能型居宅介護

施
設

介護老人福祉施設 居宅介護支援
介
護

予

防
・

日
常

生
活

支
援

訪問型サービス

介護予防支援 通所型サービス

介護療養型医療施設 その他の生活支援サービス

介護老人保健施設

介護医療院 介護予防ケアマネジメント

変

更

事

項

開設者に
関する事項

旧

法人名称・主たる事務所の
所在地・代表者職氏名 新

事業所に
関する事項

旧

名称・所在地・管理者の
氏名・生年月日・住所 新

変更年月日 年 月 日

年 月 日

理由

休
止

･
廃
止

事
項

休止・廃止年月日

再

開

事

項

再開年月日 令和 ○ 年 5 月 1 日

休止年月日 令和 ○ 年 3 月 31 日

理由 　職員の確保が出来たため、再開する。

東京都新宿区南新宿２－２－２

株式会社とうきょうサービス

令和

東 京 都 知 事 殿

連絡先電話番号

160-0000

03 2121 1515 東京　花子

【届出書の提出先】〒163-8001　東京都新宿区西新宿2-8-1 東京都福祉局生活福祉部保護課介護担当　宛

代表取締役　東京　太郎

様式第２号

書類を提出する日を記入してください。

・届出書は事業所番号ごとに作成してください。

届出書に関して都からの問合せに対

応する方を記入してください。

記 入 例 （ 再 開 の 場 合 ）

・介護予防・日常生活支援総合事業の指定を受けているサービスがあれば

○をしてください。

・事業所番号が異なる場合は、事業所番号ごとに届出書を作成してください。
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